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はじめに

 

  
本書は、カナダ都市研究所が     年  月に作成したカナダにおける義務教育制度の

概要に関する報告書を翻訳したものである。 

この報告書は、当協会のニューヨーク事務所が調査項目を決め、カナダ都市研究所

に依頼し、同教育研究部長のグレン・Ｒ・ミュラー氏の監修の下、同研究所教育研究部

プロジェクトマネージャーのブレント・ギルモア氏、ライアーソン大学のボーダン・エ

ゲー氏、トロント大学のマイク・クリスチャンセン氏、エリック・ゼーア氏、ヨーク大

学のアリサ・バルトフスキー氏のご協力により作成されたものである。 

この報告書は英語でまとめられたものであるが、カナダ国内の   州及び  つの準州

をカバーしており、教育制度を研究する日本の地方自治関係者にとっても、貴重な情報

源として利用いただけるものと考え、                         社にお願いし、翻訳

を行って頂いた。 

関係者各位にここで改めて厚く御礼を申し上げる次第である。

本書が皆様に広くご活用いただければ幸いである。
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1. 初等中等教育制度 ― 豊かさへの旅立ち  

 
カナダ人にとって「学ぶ」というのは生涯をかけて行う活動である。カナダ人は公立の

学校教育制度を通じ、非常に幼い頃からこの「学ぶ」という活動を開始する。進歩的で

民主的な社会では、批判的に考え、自分で意思決定をする能力が高く評価される。カ

ナダ社会の発展に積極的に参加し寄与することは憲法で認められた自由であり、また

それは部分的にはカナダにおける公立学校教育制度の構造と設計、運営の成果でも

ある。 

 
世界第  の面積を有し人口密度が  平方キロメートルあたり平均    人を切るカナ

ダでは、大都市圏の多様なニーズとともに地方の小さなコミュニティのニーズも満たし、

しかも利用しやすく質の高い教育制度を運営することは、教育者にとっても意思決定者

にとっても大きな課題となってきた。 

 
カナダ社会の健常性や力強さ、多様性、繁栄が、若年層の教育の質に影響を与えて

いることは広く認識されている。また、絶えず変化し、ペースが速く、相互に関連し合う

現代のグローバルな環境において競争力を保持するには、将来の最先端技術に対応

していける労働力の育成が必要であるという点で一般的な合意が存在する。テクノロジ

ーの発展がとどまることを知らないのと同様に、カナダの学校教育の発展にも限りがな

い。 

 
日常生活における情報技術への依存度が高まるに従い、従来の教室は「スマート・ク

ラス」へと進化しつつある。このスマート・クラスでは、教師と生徒が世界中の教師や生徒

とリアルタイムでやりとりを行うことが可能である。他の先進工業国と同様、カナダのカリ

キュラムは複雑化しているが、これは、より年少の頃から高度な知的能力を開発すること

が重要視されているためである。また、カナダ社会の人口構成の変化につれ、教師や

教材、その他のリソースに対する要求も変化している。カナダの初等中等教育は、この

ような要因とさまざまな教育イニシアティブにより再編成されつつある。

 
カナダでは、義務教育の提供は、  の州および  つの準州が直接的な責任を負っ

ている。カナダ連邦政府も、州政府ほど直接的ではないが、教育に対し重要な支援を

行っている。全体的な初等中等教育の構造は、カナダ全国を通じて共通点が多いもの

の、各州の教育制度は、カナダの地域社会を定義づける要因である独自の歴史的、地

理的、伝承文化的な特徴を背景に発展してきた 。カナダの教育制度は、総括的かつ

多様で、誰にでも利用可能であり、カナダの文化には不可欠な要素である。 

                                                           
  「初等教育」とは、一般に児童の発達期に行われる体系的教育の最初の数年を指す。カナダでは初等教育は義務教育の一環で

あるが、州によっては両親がホーム・スクーリングを選ぶこともできる。初等教育は、通常  歳から  歳の間に始められる。カナダで

は、初等中等教育とは     （つまり幼稚園から   年生まで）を指す。「中等教育」（ほとんどの州ではハイスクール（高校）を指す）

は、主にティーンエージャーの時期（  歳～  歳）に行われ、ミドルスクールまたはジュニア・ハイスクール（中学校）が中学校に相

当する（  歳～  歳）。中等教育には、普通科、技術、職業、大学入学準備が含まれる。 



      

2. カナダにおける義務教育制度 ― 先進工業国をリードする革新的教育 

 
カナダにおける教育制度は、カナダの特徴である広大な国土、文化の多様性など、

カナダ国民が民主的で自由な社会を営む上で重要であると信じる特性を反映している。

教育制度は、各州および準州が責任を担っている。各州・準州が初等中等教育の年齢

要件を設定し、生涯教育や成人教育、特殊教育に対する資金を提供している。教育の

組織、履行、評価に付随する、カリキュラム基準や卒業認定試験、教員資格、実習など

に関する規制は、初等中等教育の実施を担当する   の省または局によって管理され

ている。 

 
カナダにおける教育義務年齢は  歳から   歳（州によっては   歳）であるが、教

育者と政策立案者の間では、カナダ国民が教育を受ける「権利」を有するかどうか、また

個人の自己認識、つまりアイデンティティを育てることも各州の判断に委ねられるものか

どうかについては現在も議論が続いている 。全国的に見ると、教育に関する法規は一

貫したものではなく、法律のなかで明確に「権利」という言葉を用いている州もあれば、

教育への「アクセス」の提供という曖昧な表現をしているだけの州もある。しかし、カナダ

の一般市民、教育者、立法者、教育擁護者の多くは、児童が公的学校教育にアクセス

し、そこから利益を得ることは、カナダ人としての権利であると捉えている。 

2.1 将来の労働力育成に積極的に取り組む連邦政府 

カナダでは連邦政府に教育省は存在せず、全国的に統合された教育制度もない。

カナダ憲法では、教育に関する法規の制定については各州が独占的な権利を有する

ことが規定されている。連邦政府は、直接の管轄下にある地域においては担当省庁を

通じて初等中等教育制度の規制および管理、実施を行う責任を担っている。連邦政府

が責任を担う最も一般的な分野は、ファースト・ネーション（カナダ先住民族）が運営して

いる学校あるいは保護地区の連邦政府運営の学校、保護地区周辺にある州立学校に

登録している先住民の教育である 。 

 
国防総省は海外に駐留する軍人の子弟に対し初等中等教育へのアクセスを提供し

ている。また、カナダ矯正局は、受刑者が初等から中等教育以降の技能の習得、向上

を希望した場合、（職業教育や特殊な識字教育コースなども含め）教育機会を提供して

いる 。ユーコン準州やノースウェスト準州、ヌナブト準州では、連邦政府は特に技術的、

職業的な支援面で子どもの教育に直接的な役割を果たしている。

 

連邦政府は、日常的な初等中等教育を提供する義務はないが、憲法のもとで宗教上

および少数言語民族の権利を保護する責任を負っている。カナダ連邦（コンフェデレー

ション）の時代に、主要な宗教に対する既存の教育権を保護することが、新しい州の加

入を承認する法令において保証された。その結果、非宗教の公立学校制度に加え、ケ
                                                           
                                                                                                      
                                                     ほとんどの州で義務教育は  年生からとされているのに対し、ノバ・ス

コシア州、ニューファンドランド･ラブラドール州、ニュー・ブランズウィック州では、幼稚園、つまり初等教育以前から義務教育が開始

される。  
                                                                          
                                                    
                                                                                                     



      

ベック州、オンタリオ州、アルバータ州、サスカチュワン州、ニューファンドランド州、ノー

スウェスト準州においては主としてプロテスタントやローマカトリック宗派からなる教育委

員会が創設され、宗派別の初等中等教育制度が確立された 。これらの州あるいは準州

の在住者は、その子弟を自分の宗派（ケベック州ではプロテスタント、その他の州ではカ

トリック）の公立学校に就学させることができる。  

 
また、カナダ連邦政府の基本的役割には、少数民族の権利保護も含まれている。カ

ナダ憲法では、宗派の学校の保護を唱えているが、同様の自由をカナダの公用語のい

ずれかあるいは両方で教育を行っている学校制度にも拡張した。    年、カナダの新

憲 法 の 一 部 と し て 、 権 利 と 自 由 の 憲 章 （                                

        ）が導入された 。この憲章により、すべてのカナダ人が有する権利と自由の

数々が揺るぎないものとなった。認められた権利のなかには、州民が各自選択した公用

語（英語またはフランス語）で子弟に教育を受けさせる権利を州政府が保証しなければ

ならないとの規定も含まれており、これは、コミュニティ内で、その言語を話す住民が少

数派であっても保証されなければならない。たとえば、カナダ内の  つの州 準州では、

英語を話す人がほとんどであるが、これらの州や準州においても、カナダ人は子弟にフ

ランス語で教育を受けさせることができる。そのコミュニティ内で特定の言語が少数派で

あるかどうかにかかわらず、要請された言語で教育を実施するには、資格のある児童が

必要数存在しなければならない 。この少数言語の権利に関しては、ヌナブト準州のカ

ナダ先住民に対する例外が存在する。ヌナブト準州においては、英語とイヌクティトゥト

語もしくはイヌイナクトゥン語のバイリンガル教育が奨励されている 。

 
連邦政府はまた、カナダの地域社会を形成する文化の多様性を認め、それを享受し

保護すること に努めてき た。     年には、連邦 政府がカナダ多文化主義法

（                             ）を施行し、カナダにおける文化の多様性が認めら

れた。この法令は各州における教育に影響を与えることを目的としたものではなかった

が、各州の教育関連の省庁にとって重要な分岐点となった。オンタリオ州やケベック州

などでは、継承語教育プログラムが導入され、その他の州でも人権の尊重と異文化間

理解を奨励する新政策や指導要領が導入された。  

                                                           
  本報告書においては、カナダ各地の州および準州において宗派別に運営されている公立学校機構については論じない。これら

の宗教的公立学校制度についての詳細は、                        を参照されたい。
   カナダの憲法および権利と自由の憲章に関する詳細は、                                               を参照されたい。

カナダの権利と自由の憲章は、カナダ憲法の一部である。この憲章においては、自由で民主的な社会において市民生活を営みそ

れを享受するのに不可欠であるとの価値が認められる権利と自由が定められている。その中で、表現の自由、民主的権利、カナダ

国内のどこでも働くことのできる権利、男女平等を含む平等の権利、カナダの多様文化の保護などの権利と自由が保証されている。

憲章は、政府および政府機関のすべての活動に適用されるが、市民個人や法人はその条項を固守する必要はない。学校運営を

含む政府プログラムは、憲章により唱えられている権利と自由を支持し順守する必要がある。
                                                                                                        
                                                         カナダ各地の法廷では、英語圏あるいはフランス語圏のコミュニ

ティにおいて特定の言語の学校を開設する十分な根拠となる児童数について活発な討議が行われた。ノバ・スコシア州では、司法

により最低   名の生徒が必要であるとの前例が示された。一方ケベック州では、非宗教の言語学校の場合、生徒  人で十分であ

るとされた。またアルバータ州では、   人の生徒による言語学校の申請が却下された。

  イヌクティトゥト語は、北極地方東部のイヌイット言語である。イヌイナクトゥン語もイヌイット語の  つで、イヌクティトゥト語の方言であ

ると考えられるが、ヌナブトでは公式に個別の言語として認められている。 



      

2.2 カナダにおける教育の第一義的権限を握る州政府 

カナダは、他の先進国と比べ、ユニークな方法で初等中等教育を実施している。カナ

ダは、教育の資金、運営管理、組織、カリキュラム基準などを連邦政府以外の機関に完

全に分散している数少ない国の  つである。ドイツなど、カナダよりも小さい連邦国家に

おいてすら、連邦政府が教育に直接関与しているのが普通である 。カナダでは、初等

中等教育が成功するには  つのレベルの政府がすべて関与する必要があるが、財政、

法規、運営上の責任は各州および準州に委ねられている。

図 1:  オンタリオ州における教育省の組織図 

        

                                                           
                                         



      

カナダ全土の州および準州において、公立学校による初等中等レベルの教育は、カ

ナダ市民および永住者に対し無償で提供されている  。それぞれの州あるいは準州に

は、教育を担当する省庁が  つ以上存在し、各政府の首相に任命された大臣が最高

責任者である。各教育省庁は、法律で規定された政策を遂行する責任を負う。学校教

育制度の枠組を設定する法律は、各州および準州で学校法（          ）あるいは教

育法（             ）と呼ばれることが多い。このような学校法 教育法は、運営、資金、

管理の枠組と学校制度の組織構造を規定するものである。

 
政府内の次官や上級公務員は、その州 準州における教育機関の日常的運営の責

任を担っている。これらの省庁は管轄内の教育の政策、規制、立法的枠組を設定し、教

育機関に対し管理および資金、学校支援サービスを提供しなければならない。教育省

庁の責任は州 準州により異なるが、大きく分けて、カリキュラム基準の開発、生徒および

教師の評価方法、教育基準、財政、技術援助の  つである。図   は、カナダにおける

教育省庁の規模と複雑さを示している。教育省庁には、通常、情報技術からカリキュラ

ム開発にいたるまで教育のさまざまな面に取り組む部署が複数存在する。

 
最近の州政府によるイニシアティブでは、教育制度に対するアクセス、質、効率の向

上に焦点が当てられている。たとえば、オンタリオ州では、州が設定したカリキュラム基

準を生徒がどの程度満たしているかを測る手段として、新しいテスト基準が導入された

（詳しくは、     節を参照されたい）。ブリティッシュ・コロンビア州においては、先住民コ

ミュニティとの新たな合意のもとに、地域先住民の歴史や文化、言語に対する支援を強

化させつつある。全国的にすべての州 準州が教育制度におけるカリキュラム、管理、資

金の再評価や改正、改革を継続的に行っている。

 

2.3 ダイナミックな学習環境の確保を目指しあらゆるレベルで実施される政府間の協力 

連邦政府は、直接に管轄している分野の他に、国家の利益となる重要な部分に目を

向け、積極的な役割を果たしている。連邦政府にとって、ダイナミックで競争力のある労

働力を維持することは非常に重要である。最近では、現在のグローバルな経済におい

て競争力を保つには高度な技術面での知識技能をもった労働力が必要であるとの認

識から、カナダにおける教育制度も教育資源に焦点を当てたものから知識集約型のも

のへと移行しつつある。近年の連邦政府と州・準州の協力体制も、カナダの初等中等

教育機関における情報技術へのアクセス向上を通じて、このような変化に対応しようと

する試みであった。  

 
    年、連邦政府はカナダ全土にわたる「情報ハイウェイ」の構築に注力して国民

が国内外の情報により簡単にアクセスできるようにすると同時に、生涯学習の奨励と、競

争力があり情報技術に精通した労働力の開発に努めた。このイニシアティブをもとに

数々の政府共同プログラムが誕生した。その  つがスクールネット（         ）である。

スクールネットは、連邦政府と州・準州政府、教育コミュニティ、そして民間セクターのユ

ニークなパートナーシップで、最先端の情報通信技術への新しいトレーニング・ツール

とアクセスを提供するものである（                ）。このプログラムは、カナダ国内

                                                           
   通常、このような教育の提供は、  歳までに制限されているが、特筆すべき例外がいくつか存在する。ほとんどの州では、高校卒

業資格を得ていない成人、あるいは第  言語としての英語（   ）などの特別な識字教育コースを必要とする成人などは、そのよう

なコースを無償で登録、受講することが許されている。  



      

の学校にある   万台近くのコンピュータのウェブ接続に寄与したのみならず、世界   

カ国で情報技術ネットワークの開発に使用されている  。 

 

カナダには初等中等教育の実施および調整に直接従事するさまざまな組織が存在

する。なかでも州・準州の利益を代表する組織として、最も広く認識されているのが、

    （                                    カナダ教育閣僚協議会）である。

     は、各州の教育相が教育に関する懸案事項を討議する場を提供することを目

的に、    年に設立された。カナダ国内における教育の声として認識され、国外では

カナダの利益を代表する機関である。     により、各教育相が教育資金の調整（連

邦政府からの予算配分）やその他の連邦政府のサービスなど、共通の利益に関わる問

題を扱えるようになった。また、     は     （                              

          学力指標プログラム）と呼ばれる全国規模の教育監視･評価プログラムの開

発にも携わった。カナダ全国共通試験とプログラムを使用して、異なる教育カリキュラム

の分野で生徒の学力を評価し、州同士で結果が比較できるようになった。また      

は、カナダ人の学力を諸外国と比較する基準の確立にも直接的に携わってきた。 

連邦政府および州政府が共通のニーズに対応し、相互利益をもたらすようなサービスを

遂行するための協力体制のあり方を示すもので、全国プログラムである     

（                                    公用語モニター・プログラム）がある。このプ

ログラムは、カナダの初等中等教育における公用語教育の実施を援助するカナダ全土

にわたる活動の一環として     年に開始された  。カナダ民族遺産省（           

                    ）から資金を受け、     により運営されている。このプログラ

ムは、目標言語の「実生活」における活用法のデモンストレーションを通じて第  言語の

教師を補助する言語モニター・プログラムによって、カナダの  つの公用語を振興する

ことを目的としている。

 

教育省庁と教育委員会の間の相互協力（ 章で詳述）、さらにこれらの機関と他の教

育に焦点を当てた組織間の協力もカナダ全国で強まりつつある。また、複数の教育委

員会でスクールバスなどの運営を共同で行ったり、学用品、その他のサービスを一括購

入するなど、積極的な経費分担を行っているところもある。教育目標の開発やカリキュラ

ムの内容は各州や州内のコミュニティによって異なるが、地域基準の確立に向けた協力

体制は強化されつつある。たとえば、カナダ西部の州（アルバータ州、ブリティッシュ・コ

ロンビア州、マニトバ州、ノースウェスト準州、サスカチュワン州、ユーコン準州）は、カナ

ダ北西部協定（                                    ）のもとに算数･数学および

言語科目のカリキュラムを統合した  。

 

同時に、カナダ各地で新たな協力体制が絶えず誕生している。大西洋岸では、ニュ

ー・ブランズウィック、ノバ・スコシア、プリンス・エドワード島、ニューファンドランドの各州

の教育省が      （                                                        

                                                           
                                                                                 
                                                            にてオンラインで入手可能。 
   英語では、カナダ研究に対する広範で包括的な取り組み方法に対し「          （汎カナダ）」という語が使用されている。ここ

ではこれを「カナダ全国（共通）」あるいは「カナダ全土」と表現する。たとえば、カナダ全国共通の指標プログラムは、州・準州のレベ

ルでカナダの教育制度の概要を描くことを目的とし関連情報を収集するようになっているが、それと同時に      の「          

           」などのプログラムを通して世界規模の比較を行う手段ともなる。つまり各国の教育の現状を測定する、比較可能な最

新の指数群となっている。
   カナダ北西部協定の詳細は、                    を参照されたい。 



      

 大西洋教育・訓練閣僚協議会）を結成した  。      は、     と同様に、各教育

相が協力して大西洋岸の州の教育制度にとって重要な課題を討議し、各州民の教育

的ニーズに対応するために団結して連邦政府との交渉を行うことを目的としている。また

最近では、幼稚園から   年生を対象としたカナダ北西部協定の先住民言語･文化プロ

グラムの枠組が導入され（ブリティッシュ・コロンビア、アルバータ、サスカチュワン、マニ

トバ、ノースウェスト、ユーコン、ヌナブトが対象）、教育委員会が先住民言語を扱ったカ

リキュラムや学習教材、ストラテジーなどを開発する際の指針となっている  。 

3. 地域社会が直接的な影響力をもち運営する子どもの教育 

各州・準州における教育活動は、それぞれの地域社会の教育委員会や学区、学校

区域、学区教育審議会などに委ねられている。教育委員会は通常、定められた管轄内

の教育活動やプログラムの実施に関する政策立案と機能決定の権限を州・準州から与

えられる。このような権限には、教育委員会管轄内での学校運営と財政、カリキュラムの

実施と監視、人事、生徒受け入れ、学校新設･増築費用およびその他支出に向けての

資本計画の立案などが含まれる。  

 
一部の州の教育委員会には、住宅地や商用地に対する固定資産税から収入を得、

州教育省庁からの交付金を管理する権限がある。教育委員会は、従来、保育園や朝食

プログラム、放課後の課外プログラム、成人教育といった、地域社会に対するサービス

を立案･運営する機能を地元社会で果たしてきた。また、初等中等教育におけるカリキ

ュラムや活動にその地域の優先事項を組み込む役割も担ってきた。 

 
教育委員会の規模は、州により、また州内でも大きく異なる。大都市圏においては、

教育委員会は  つの都市、または都市とその周辺地域、地域全体、あるいはこれらを

組み合わせた地域を管轄している場合がある。教育委員会は通常  名から   名の理

事（       ）からなるが、オンタリオ州やケベック州、ブリティッシュ・コロンビア州などの

教育委員会はこの数を上回る理事を擁する  。遠隔地のコミュニティにおいては、 つ

の学校の運営のみに携わっている教育委員会もある。教育委員会は、各州・準州の法

律によりその運営が制限され、教育省庁を通じ直接的に州・準州議会へ説明を行う責

任がある。しかしまた、教育委員はそれぞれの地元から選出されるため、地域が持つ価

値観に呼応しそれに対して取り組む必要性と、地域の学校制度運営に関して効率よく

適切な意思決定を行う必要性とのバランスが図れる。

 

通常「       」と呼ばれる教育委員会の理事は、地域住民の投票により選出される。

各委員は教育委員会の運営範囲内にある特定地域社会の代表として選出され、学区

全体の運営責任を担う。教育委員が地域社会と学校間の架け橋として役割を果たす一

方、その他の上級管理者は学校の運営者として初等中等学校の日常的運営の責任を

担う。ほとんどの州において、地域の教育委員会は最高執行官である教育長

（              ）の雇用を義務づけている。教育長は、教育委員会に対し直接的な

説明責任を担い、特定学区の委員会により雇用された教員に対し指示を与える。各学

校の日常的運営や機能、一定の生徒の集団を管理するために、校長、教頭、その他の

                                                           
         に関する詳細は、                       を参照されたい。 
   カナダ北西部協定の先住民言語･文化プログラムに関する詳細は、                                       を参照された

い。
                                          



      

上級管理者が雇用され、学校ごとに人事や生徒、予算の管理問題に対処する  。図  

は、初等中等教育の実施における一般的な管理・組織構造を示している。管理者およ

び教員、生徒、保護者の委員会が担う責任や義務の概要は、付録  ： 学校の管理職、

教員、生徒、保護者の責任と義務に関する各州 準州の詳細を参照されたい。

図 2: 一般的な管理・組織構造 

 

3.1 子どもの就学と学校運営に対する保護者の積極的な参加 

教育省庁は、カナダ各地で学区が拡大し自律性を高めるに従い、また地元の管理者

の専門知識への依存度が高くなるに従い、地域社会に従事し寄与する機会が減少して

いるという事実を認識している。各州・準州は、教育に対する住民の活発な参加を再度

確立するため、保護者諮問委員会を設立し、教育制度の討議に再び保護者を参加さ

せるよう尽力してきた。これはカナダの教育制度において特に新しい概念ではない。保

護者委員会は、  年以上にわたり存在してきた。しかし、数々の州で保護者の諮問・監

督機能をさらに強化できるよう委員会の権限に改訂が行われた  。 

 

                                                           
                                         
                                          



      

なかには教育監視構造の完全な分散・民主化の道を選択した州と準州が  つずつ

ある。ユーコン準州では、    年の教育法の通過にともない、従来助言の役割しか果

たしていなかった保護者からなる学校委員会に対し、正式に学校審議会として学校を

運営する権限を与えた。また、ニュー・ブランズウィック州では、    年を始めに州政府

が教育委員会をすべて廃止し、それに代わって保護者からなる諮問委員会を設けた。

表 1: カナダにおける学校レベルのガバナンスに対する保護者の関与 

 
州 法規 構造 説明 構成員 

アルバータ

州 1 

学校法、

    年

  条 

学校審議

会（政策

     ） 

学校関連の事項に関し校長と討

議し委員会に助言。 

保護者、生徒、教師、

学校コミュニティ 

保護者諮

問委員会 

学校関連の事項に関し委員会、

校長、学校教職員に助言。 
生徒の保護者のみ 

学校計画

委員会 

教職員の配置およびリソース配

布や委員会の説明責任に関する

規約、学校内の教育サービス プ

ログラムについて教育委員会と

討議。 

保護者  名、校長、

教師  名、生徒  名 

ブリティッシ

ュ・コロンビ

ア州 2 

学校法、

    年 

地区保護

者諮問委

員会 

学区内の教育関連事項に関し教

育委員会に助言。会合や業務執

行を統括する規約の設定。 

保護者諮問委員会よ

り選出された代表 

マニトバ州 3 公立学校

法、教育法 

学校リーダ

ーシップ法

に基づく諮

問審議会

（マニトバ

州法

     ） 

保護者や地域社会代表との意思

疎通。活動および支出に責任を

負う。立法的枠組内で機能。 保護者が  分の  、

地域社会代表が  分

の   

ニュー・ブラ

ンズウィック

州 4 

教育法、

    年 

    章 

保 護 者 学

校 支 援 委

員会（    

年 、     、

    ） 

学校向上計画の策定、実施、監

視について校長に助言。学校校

長または教頭の選出に関与。 

大多数が保護者また

は保護者から任命さ

れた地域社会代表 

ニューファン

ドランド州 5 

教育法、

    年 

学校審議

会 

学校の教育的利益を代表。保護

者および地域社会の関与を含

め、指導および学習の質に関し

助言。学校および地域社会に関

連する懸案事項に関し教育委員

会に助言。  

校長、教師、保護者、

生徒、地域代表（校長

以外はいずれも選出） 

ノースウェス

ト準州 6 

教育法、

    年 

保護者諮

問委員会 
  



       

州 法規 構造 説明 構成員 

ノバ・

スコシア州 7 

教育法、

    年 

学校諮問

審議会 

学校教職員と討議し、学校向上

計画を立案。年次報告書を作

成。学校政策立案に関し助言。

カリキュラム、資金繰り、保護者と

学校間のコミュニケーションに関

し、校長、教職員、委員会に助

言。教育委員会の選挙委員会の

代表を介し学校長選出に関与。 

保護者、生徒、教職

員、補助スタッフ、校

長、地域社会代表 

オンタリオ州
8 

教育法、

    年、オ

ンタリオ州法

      およ

び     

学校審議

会 

生徒の到達度の向上。保護者に

対する教育制度の説明責任の強

化。学校校長および審議会の設

立を行った教育委員会に対し提

言。 

保護者、教育委員会

職員および理事、生

徒代表、地域社会代

表 

プリンス・エ

ドワード島州
9 

学校法 
学校審議

会 

学校運営および管理に関する諸

事項に関し学校校長に助言。学

校と地域社会間のコミュニケーシ

ョンの促進。学校向上計画の立

案に関し助言。学校校長の選出

に関し助言。 

大多数は保護者 

ケベック州 10 教育法 
学校運営

委員会 

教育委員会が運営委員会に提

出する必要がある事項、学校運

営の促進を図る可能性がある事

項、教育委員会が提供するサー

ビスの管理を向上させる可能性

がある事項に関する助言。リソー

ス収集と情報提供。年次報告書

の作成。 

保護者  名、学校教

職員  名、 生徒

名、地域社会代表

名 

サスカチュワ

ン州 11 

教育法、

     、

    年 

地域学校

諮問審議

会（第    

条、   ） 

教員との緊密な連絡の保持。学

校の教育目標とプログラムに関

する調査。学校と地域社会間、

保護者と教師間コミュニケーショ

ンの促進。将来の教育サービス

計画、開発に関する活動への教

育委員会との共同参加。特別プ

ロジェクトへの参加。実験的、革

新的な教育の実施。教員の選択

と配置に関する提言。 

保護者、教師、生徒、

校長、地域代表 

ユーコン準

州 12 

教育法、

    年 

学校審議

会 

学校計画の審査と承認。学校校

長の採用への関与。学校予算の

支出方法に関する提言。地元創

設コースの提案。学年歴の長さ

や教職員の必要性、学校改築、

学校プログラム、生徒の通学手

段に関する助言。  

保護者または地域社

会代表（学校教職員

は不可） 

出典： 
 アルバータ州政府                                                                        
 ブリティッシュ・コロンビア州政府

                                                                            



       

 マニトバ州政府

                                                                             
 ニュー・ブランズウィック州政府                                         
 ニューファンドランド州政府                                       
 ノースウェスト準州政府

                                                                        
 ノバ・スコシア州政府                                                           
 オンタリオ州政府                                                              
 プリンス・エドワード島州政府                                                  
  ケベック州政府

                                                                                         
                 
  サスカチュワン州政府                                                                      
  ユーコン準州政府                                                        

 

4. 初等中等教育制度 ― その傾向、構造、カリキュラム、目標 

カナダの初等中等教育制度は、カナダを特徴づけているさまざまな地域社会同様、

多様で独特な制度である。同時に、ヌナブトの遠隔地域の児童から人口密度の高い大

都市圏の児童にいたるまで、さまざまな地域の児童が同等の基礎教育・職業訓練を受

けることができる。地域社会を中心とした教育への取り組みのおかげで、地域の学校で

はそれぞれの優先事項や人口構成の特徴が反映されている。同時に、児童をカナダの

多様文化に触れさせ、それぞれの文化的･民族的背景を探求させる機会も提供してい

る。  

4.1 全国的な就学率の上昇と出生率の低下 

地域社会の教育委員会がカナダ全国の  万      校を超える学校の運営を担って

いる（初等教育機関  万      校、中等教育機関      校）。 校の平均在籍生徒数

は    名で（生徒数は州ごとあるいは地域社会内でも変動する）、初等中等教育を合

わせた総生徒数は、   万人を超える。過去   年間に、カナダ全国の生徒数は  ％

以上増加した。地域別に見ると、ニューファンドランド・ラブラドール州で   ％、ニュー・

ブランズウィック州ではおよそ  ％減少するなど、大西洋側の州で生徒数の激減が見ら

れた。逆に西部の州や準州では、  ％もの大幅な生徒数増加が見られた。これらの地

域はカナダで人口増加率の最も高かった地域でもある  。 

表 2: カナダにおける初等中等教育機関数 

州･準州別の初等中等教育機関数（2003 年） 
 全国                                          

初等教育                                                               

中等教育                                                   

合計                                                               

出典：                                                                                  

                                                                     
                       
 

                                                           
                                                                                                     
                                                       



       

表 3: カナダの初等中等教育における年齢別就学率 

レベル/年齢ごとの州･準州別全日制学校就学率（1999 年）  

                     
                   

6 歳                                                                 
7～14

歳 
                                                                

15 歳                                                                 
16 歳                                                                 
17 歳                                                                 
18 歳                                                                
19 歳                                                         
20～

24 歳 
                                                      

出典：                                                                                  



       

 

表 4: カナダの初等中等教育における学年別在籍生徒数 

 
     （オンタリオアカデミックコース）の在籍生徒を含む。  年生（   ）は     年に廃止された。

出典：                                                                               

 
初等中等教育の就学は義務であるため、その在籍生徒数は人口構成の変化を反映

している。アルバータ、ブリティッシュ・コロンビア、ニューファンドランド、ノースウェスト、

ノバ・スコシア、オンタリオ、ケベックの各州･準州は義務教育を 6 歳から開始するが、プ

リンス・エドワード島、ニュー・ブランズウィック、マニトバ、サスカチュワン、ユーコンの各

州･準州は 7 歳から義務教育を開始する。3 つの州を除き、カナダ全国で義務教育は

16 歳で修了する。ケベック州では、中等教育は通常 16 歳で修了する。現在、ニュー・

ブランズウィック州では 18 歳あるいは卒業まで、アルバータ州では 17 歳まで就学義務

がある。 

 

カナダの就学人口は、1970 年にそのピークの 580 万人に達した20。以来、学校教育

制度に対する需要は継続して減少している。カナダでは 2001 年から 2011 年の間に 5

歳～13 歳人口がほぼ 14％減少すると推定されているが、これは 2006 年～2016 年の

間に 14 歳～18 歳人口が相当分減少することを意味する21。これは 1980 年代に上昇傾

向にあった出生率が、1990 年代には減少傾向に逆転したためである。カナダのほぼ全

域において学齢期人口は減少の時期を迎えると予測されているが、州ごとに大幅な差

が予想され、オンタリオ、アルバータ、ブリティッシュ・コロンビアの各州では生徒数が

1991 年より増加すると見込まれている。全国的な生徒数の格差により、地域社会によっ

ては、特に中等教育において（学校や設備など）余剰基幹施設が出たり、教員が余った

りする可能性がある。  

                                                           
                                                   
                                                    

レベル/年齢ごとの州･準州別全日制学校在籍生徒数（2000 年）  
                                       

就学前                                                                            
1 年生                                                                                
2 年生                                                                               
3 年生                                                                               
4 年生                                                                               
5 年生                                                                               
6 年生                                                                               
7 年生                                                                                
8 年生                                                                                
9 年生                                                                                
10 年生                                                                                
11 年生                                                                                
12 年生                                                                          
初等教育

（単式） 
                                        

中等教育

（単式） 
                                                     

合計                                                                                                



       

表 5: カナダにおける初等中等教育学齢期人口の予測

 
推定学齢期人口（5 歳～29 歳）、カナダおよびその管轄地域（1991 年～2026 年） 

 全国                                        

人口（単位： 千人） 5 歳～13 歳 
                                                        
                                                        
                                                        
                                                       
                                                       
                                                       
                                                       
                                                       
               

人口（単位： 千人） 14 歳～18 歳 
                                                   
                                                   
                                                   
                                                   
                                                  
                                                  
                                                  
                                                  

出典：                                                                                            

                                                                                                    
                                                                                                  
                                                     

 
出生率は教育需要を左右する主要な要因となるが、国内における人口移動や移民も

在籍生徒数に直接的な影響を与え、学校制度に予期しない需要をもたらす可能性があ

る。    年以降、カナダは年間平均   万      人の新移民を受け入れてきた（あら

ゆる年齢を含む）。この新移住者の流入をきっかけに、第  言語としての英語（   ）の

特殊言語コースが必要になり、カナダの学校における民族、言語、文化の多様性に直

接的な変化がもたらされた。たとえば、カナダへの新移住者の大多数が居住するトロント

とバンクーバーでは、生徒の   ％が移民で、そのうち   ％が有色人種である学校も出

現した  。 

4.1.1 卒業率の上昇と義務教育後の進学率の低迷 

今日、中等教育修了は、それ以降の教育機関に入学するための必要条件であると

同時に、通常、カナダ国内での就労に必要な最低限の学歴でもある。    年の、中等

教育を修了していない   歳から   歳の労働人口の失業率は、大学卒業者の失業率

の  倍であった。

 

                                                           
                                                    



       

図 3: カナダにおける学歴別失業率（全年齢層）（1991 年～2003 年） 

出典：                                                                                     
                                                               
（注）グラフの折線は、上から高校未満、高校、カレッジまたは職業学校、大学

 

高校卒業率は、教育の成果および公立学校教育制度と生徒との関連度を測定する

手段として一般に使用されてきた。高校中退率を低下させるため、各州・準州の教育省

庁は、積極的な「ステイ・イン・スクール（中退防止呼びかけ）」キャンペーンを実施してき

ており、生徒在籍率に継続的な向上が見え始めている。過去   年間にカナダ全国の

卒業率は   ％近くまで上昇した。この数字は、     諸国の平均である   ％を幾分

上回ったものである。しかし、卒業率は上昇しているものの、義務教育修了後も生徒を

教育に従事させることは未だ課題として残っている。  歳未満の生徒のほぼ全員が学

校に在籍しているが、義務教育年齢が過ぎると（ケベック州では   歳、その他の州で

は   歳が平均卒業年齢）、  歳で   ％、  歳で   ％、  歳で   ％未満というよう

に就学率は大幅に低下する  。

 
中退率の着実な低下により、カナダは他の      諸国よりも、労働に対する準備度、

知識、能力の点において多才でグローバルな競争力を持つ労働力の提供に成功して

きた。中退率の低下は、大西洋岸の州で最も顕著で、ニューファンドランド、プリンス・エ

ドワード島、ノバ・スコシア、ニュー・ブランズウィックの各州では全国で最高であった中

退率が、カナダでも中退率が最も低い州と肩を並べるまでに改善された。 

                                                           
                                                                                                                   
                                                                                                        
                                                           



       

 

表 6: カナダにおける男女別中等教育卒業率 

 
   高校には公立、私立、連邦学校および視聴覚障害者のための学校を含む。高校卒業認定試験および

「一般教育資格修了書」取得者は除く。

出典：                                                       

                                                                                    
                                                               
 

表 7: カナダにおける中等教育中退率 

 
カナダ全国および州別の中退者数と中退率（1990-1991 年度～1992-1993 年度、

2002-2003 年度～2004-2005 年度の平均、単位は千人） 
1990-1991 年度～1992-1993 年度 2002-2003 年度～2004-2005 年度 

 

中退者数（千人） 中退率（％） 中退者数（千人） 中退率（％） 
全国                     
                     
                      
                    
                    
               
                   
                       
                    
                       
                      

出典：                                                                                       

                                                                                  
                                                          にて入手可能。 

 

4.2 カナダの K-12 制度 ― 生涯学習への体系的な取り組み 

カナダ全国のすべての学校制度において、新しい知識を吸収しそれを応用するため

に必要な技能や能力、自信を生徒に身につけさせることや、寛容や思いやり、気遣いと

いった社会規範を育成することが奨励されている。生徒が一連の共通した教材を使用

して教育を受けることには明らかに利点があるが、同時にカナダの教育者らは、生徒に

よって学習法や学習型は異なり、それぞれが自分なりの方法、自分なりのペースで情報

を吸収するという事実もはっきりと認識している。カナダ全国の正規の初等中等教育機

関では、教育委員会や州政府の規定や要件を満たすと同時に、カリキュラム開発や学

校組織、評価などに融通性をもたせ、生徒それぞれのニーズに合った学習機会を増や

すことに努めている。  

各州・準州における標準卒業年齢で見た男女別中等教育  卒業率  
                                        

女子                                        
男子                                        
合計                                        



       

各州･準州における義務教育制度の基本構造、教育目標設定、カリキュラムおよび教

師 生徒の評価などに関する概観は、「付録  ： 各州･準州の初等中等教育における基

本構造、教育目標、カリキュラム、評価法の概要」を参照されたい。 

4.2.1 初等中等教育における学年度 

カナダの学校構造は、初等および中等の  つの部門に分かれている。初等教育は

通常、幼稚園から  年生（州によっては  年生）までの児童を対象とし、中等教育（高

校）は、 年生から卒業までの教育に焦点を当てている。初等教育から中等教育への

移行時期は、各州・準州によって異なる。たとえばオンタリオ州では、 年生と  年生の

みが対象の学校を運営している教育委員会がある。図   は、州・準州ごとに初等中等

教育および移行期の概要を示している。最も一般的なのは、幼稚園から  年生（初等）

に続いて  年生から   年生（中等）という構造と、幼稚園から  年生（初等）に続いて

 年生から    年生（中学校）、    年生から   年生（高校）という構造である。ケベッ

ク州は例外で、幼稚園に続いて小学校  年、高校  年という構造である。

図 4: カナダ各地の初等中等教育学校制度 

出典：                                                                                   
                                                                        



       

カナダの初等中等教育における学年度は、 月第  週に始まり、 月中旬あるいは

 月最終週に終わる（ユーコン、ノースウェスト、ヌナブトの各準州では、夏に日照時間

が長いため、 月中旬に学年が始まり、 月第  週に終了する）。総指導日数は、終日

授業で通常    日から    日に相当する。小学校では  日最低  時間、中等学校で

は最低  時間半の授業を行う  。学年度の途中に祝祭日が入る。カナダ全国の学校す

べてで、国および州が規定する祝祭日は休校となり、 月下旬あるいは  月上旬から

始まる  カ月は夏休みである。また、夏休みに加え、通常、 週間のクリスマス休暇、

月あるいは  月に春休みがある。 

 
年間を通じて学校施設を使用するさまざまな提案がなされたが、 つの理由により反

対意見が根強い。まず、通常、学校に空調設備が整っておらず、夏季に授業を行うた

めに必要な学校設備改良費用を正当化するほどの利益はないと考えられていること。ま

た、  歳以上の生徒は、夏の間に働いて得られる収入に依存している場合が多いこと

である。このような理由から、夏季に授業を行うことにより社会的な問題を生じる可能性

があると考えられる。

 
各州・準州における学校の運営期間および指導時間数の詳細な内訳は、表   を参

照されたい。ブリティッシュ・コロンビア州では、最低指導時間数は年度あたり      時

間で、数式を用いて総時間数を学期あるいは   カ月に分割している。ノースウェスト準

州では、必須時間数は、幼稚園が    時間以下、 年生から  年生が    時間以上、

 年生から   年生が      時間以上である。 

表 8: 各州・準州における初等中等教育の生徒および教員別学校日数/時間数、

学年度の構成 

各州・準州における初等中等教育の生徒および教員別学校日数/時間数、 

学年度の構成（2005 年） 

 生徒 教員 

授業時間/年度  学年歴 授業 

日数/

年度 初等教育 中等教育 

指導日数/

年度 

非指導 

日数/ 

年度 

   8 月/9 月～6 月                                

   9 月～6 月                   

   9 月～6 月                     

   9 月～6 月                        

   9 月～6 月                   

   9 月～6 月                   

   8 月/9 月～5 月/6 月                     

   8 月/9 月～5 月/6 月                       

   9 月～6 月                    

   9 月～6 月                   

   9 月～6 月            

   8 月/9 月～5 月/6 月                   

   8 月/9 月～5 月/6 月                   

出典：                                                      にて入手可能。 

                                                           
                           



       

 

表 9: カナダの初等中等教育における 1学級あたりの生徒数（学年別） 

 
各州・準州における学級あたりの平均生徒数 

                                  

 
    
                    

    
     

    
                

    
          

就学前               
  
   

        

1 年生      

2 年生         

3 年生 

     
     

        

     
   

4 年生      

5 年生    

     

6 年生 
   

        

     

     

7 年生 

     

     

8 年生           

   

9 年生 
   

     

     
     

     

   

10 年生      
11 年生      
12 年生 

   

   

                
     

   
  
   

   
        

出典： ニューファンドランド州                                                     、 

プリンス・エドワード島州                                                            

                                                      、 

ノバ・スコシア州                                                                                 、 

マニトバ州                                                                    、 

アルバータ州                                                 

                                                            、 

ブリティッシュ・コロンビア州                                                                       

               、 

オンタリオ州                                                                、 

ニュー・ブランズウィック州                                                         、 

ケベック州                                                   、 

サスカチュワン州                                                                                     

4.2.2 幼稚園における就学前教育 

カナダではすべての州で何らかの就学前教育（幼稚園）を実施している。就学前プロ

グラムは、 年生入学前の  、 歳児を対象に、公立、私立、連邦学校において提供さ

れている。幼児期の学習が児童の長期発達において重要であるとの認識から、参加率

はほとんどの州で   ％を上回り、カナダ全国で   万人を超える児童が就学前プログラ

ムに参加している。 

 
カナダのほとんどの地域では  年間の就学前プログラムを提供しているが、ケベック、

オンタリオ、マニトバ、サスカチュワン、アルバータの各州では、さらに  年から  年追

加してプログラムを実施している。就学前教育は、ニューファンドランド･ラブラドール、ノ

バ・スコシア、ニュー・ブランズウィックの各州を除き、一般に義務教育ではない。プログ

ラムの密度は管轄によって異なり、終日プログラムを実施しているところもあれば、半日

のプログラムを実施しているところもある。また、半日、終日を組み合わせてプログラムを



       

行っているところもある。マニトバ、オンタリオ、ケベックの各州では、 、 歳児合同で

年間の就学前プログラムを行っている。 

 

現在、ケベック、アルバータの両州では、障害児および英才児向けに最長  年間延

長して全額助成による就学前教育を行っている。オンタリオ、マニトバの両州では、追加

の就学前教育（ 歳児対象）を提供する必要があるかどうかは各教育委員会の判断に

委ねられている。公立の就学前教育に加え、私立学校も  年またはそれ以上の就学前

教育プログラムを提供している。 

4.2.3 初等教育 ― 思春期前の児童に向けた義務教育 

ほとんどの州・準州では、初等教育を義務教育の最初の  年間としている。小学生の

児童は学年が進むにつれて思春期の知識能力に近づき（注意力、記憶力の向上）、高

度な社会性を身につける。それにともない、カリキュラムや教育目標も、あまり体系的で

ない遊びを中心とした学習環境から、より系統だった学習環境へと、中等教育への準備

として段階的に移行するようになっている  。

 
初等教育機関は中等教育機関より規模が小さく、平均生徒数は    名～   名で

ある。幼児期の発達を支援するため、多くの州で  学級あたりの最大生徒数を設定して

いるが（通常   名以下）、実際には   名～  名と少人数に保っている。そのねらい

は、教室内での生徒対教師の比率を最適化し、生徒主体の活動に専念できる環境作り

をすることである。小学校では、担任教員が基本的な読み書き、算数、科学、社会など、

幅広い教科にわたり、カリキュラムに沿った基礎学習を指導することになっている。音楽

や体育、第  言語など、特殊教科の指導には、学級担任以外の教師が担当する場合

もある  。

 
各学年に進級する生徒数の予想変動数や、カナダ北部および農村部からの継続的

な人口流出、新しい管轄の創設などの要因により、カナダの初等教育では、異学年の

生徒を合同させた異学年混合学級の授業が継続して行われている。カナダ教育協会

（                              ）の調査によれば、カナダではクラスの  つに

つは複学年クラスである。さまざまな研究で、複学年クラスの生徒が単一学年クラスの生

徒と同程度の学力を達成していることが示されている  。異年齢混合クラスの形態の説

明はさまざまであるが、カナダの初等教育レベルでは異学年あるいは異年齢のグルー

プを  クラスにまとめる形態が一般に実践されている。複学年クラスは通常、連続する

学年の生徒で  クラスを構成する（つまり、 、 年生、 、 年生など）。北部の遠隔地

にある小さなコミュニティでは、幼稚園から   年生までを  クラスにした異学年混合クラ

スを行う場合もある。 

4.2.3.1 教育目標およびカリキュラムの構造 

各州・準州における、指導や学校制度管理に関連する初等教育カリキュラム開発や

全般的な教育達成目標の設定は、教育省庁が（場合によっては地域の教育委員会と

共同で）行う。さまざまな教員、管理者、地域代表からなる学術委員会が設置され、カリ
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キュラムの見直しや改訂に関する助言を共同で行う。最近では、数々の州・準州の教育

省が共同カリキュラム開発協定を結んで地域間でカリキュラム開発の標準化を図り（教

育モジュールの統合と最適化の機会、管理組織の併合など）、各地域で競争の激しい

経済要件に対応する努力がなされている。このようなパートナーシップの例として、カナ

ダ北西部協定（    ）や大西洋教育･訓練閣僚協議会（     ）がある。     

は算数･数学、国語、国際語のカリキュラムの共同開発を目指し、      は初等、中

等後教育の教師研修や財務の協調を請け負っている。

 
小学校では、子どもの行動能力と学習動機の総合的な発達を目指し、基礎学習（読

みなど）に対する統合的な取り組みを行っている。その焦点は、生徒に基礎的な学習知

識を身につけさせ、高学年での専門化した学習を可能にすることである。小学校のプロ

グラムでは、基本的な読み書き、算数能力の強化と同時に、問題解決能力や理解力が

段階的に伸ばせるようになっている。また、教育を通じて生徒個人個人が自分の潜在能

力を見いだし、それを最大限に伸ばす必要性を強調している。生徒が自分自身の技能

と能力を認識するこの能力を、「生徒の自己概念」と呼ぶ  。多くの州で、生徒中心のア

プローチを強調した指導法が廃れ伝統的な指導法が復活している。伝統的な指導法で

は、主要科目の指導と評価および生徒の能力に主眼が置かれ、実験的学習はあまり行

われない。各州・準州の小学校における主要カリキュラム教科の詳細は、「付録  ： 各

州･準州における必須主要カリキュラム（幼稚園～  年生）」を参照されたい。

 
ブリティッシュ・コロンビア州もこのような発展を遂げた州の  つである。ブリティッシ

ュ・コロンビア州では、カリキュラム、テスト、児童への学習成果の提示方法といった課題

に対処すべく、    年から教育制度の再編成を段階的に開始した。この制度改革によ

り、通知表で以前は客観的なコメントにより示していた生徒の成績が、より体系的になり、

学校は生徒の進度評価に段階評価を使用することとなった  。カナダの各州・準州で初

等中等教育において同様の改革が行われた。  

4.2.3.2 教授法および評価法 

体系的で制度化された指導環境を実践するには、教師はスケジュール（プログラム通

りの指導を発達の段階に沿って行うという）にしたがった指導を行わなければならない。

ほとんどの小学校においては、 人の教師（学級担任）が、 日を通し、また学年を通じ

同じ学級の生徒を指導する責任を負っている。 

 
現在は各州・準州で共通テストが広く行われているが、教師はそれ以外にも小さなプ

ロジェクトを宿題にしたり、小テストを実施したり、対話ややりとりを評価するなど、さまざ

まな方法を駆使して継続的に評価を行っている。最も基本的な成績通知の方法は、年

に  、 度出す通知表で、子弟の個人的および他の生徒と比較した発達状況を保護者

に知らせている。成績通知の標準化を図るため、ケベック州の小学校では、子弟の発達

が保護者に明確にわかるよう、 年ごとに評価を行うこととなった  。「付録  ： オンタリオ

州における初等中等教育の通知表」はオンタリオ州で保護者に出される通知表の一例

である。通知表では、主要目標およびカリキュラムに沿った共通テストと客観的評価を

併せて総合的に評価することを重視している。 
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初等教育では、生徒を留年させる学校はほとんどない。ほとんどの学校では、管理者

の経験や保護者の懸念を反映した進級・留年の手順を採用している。通常は、児童を

他の同年齢の生徒とともに進級させ、必要であれば特別支援を行い児童の学力を伸ば

していく努力がなされる。ほとんどのプログラムで、「昇級」段階評価を行い（オンタリオ

州通知表の例を参照）、学力向上を必要とする分野を明確にしている。たとえば、ブリテ

ィッシュ・コロンビア州では、教師は、カリキュラム目標を満たさない可能性のある生徒に

警告を与えるよう奨励されている。これにより、教師は、保護者と面談を行ったり、個別の

家庭学習プログラムや家庭教師、その他の教育戦略支援計画を立てるなど、支援計画

や「早期介入」を実施することができる。早期介入の取り組みは、生徒を次の学年に進

級させることとともに、受け入れ側の教師に問題の可能性を知らせることを目的としてい

る。また、この慣行により、児童の様子は継続して観察され、学習における問題も見過ご

されないようになっている。学年の繰り返し（留年）は、普通、特別な状況で起こる。留年

の決定は、通常、保護者、教師、校長が一緒に行う。  

4.2.4 中等教育 ― 思春期から就労準備まで 

カナダのすべての州・準州において、義務教育の最後の  年から  年を中等教育と

している。初等教育から中等教育へと学校環境が変化する時期は、自立心が高まり自

由や選択肢が拡大すると同時に、カリキュラムや学習項目も高度になる時期であるため、

生徒にとっても保護者にとってもストレスが多い。一貫性があり慣れ親しんだ方法で、直

接的な生徒指導を維持するため、ほとんどの学校制度では、学級担任制を管理面で

（出席、通知、その他の手続事項など）使用している。  

 
また、初等教育から中等教育への移行により、生徒の学習内容や学習環境にも変化

が生じる。中等教育では、生徒の学習と自己開発の目的は、生徒中心の学習への取り

組みから、専門的な教科内容（数学、科学、英語、演劇、音楽、技術など）を中心とした

学習に移行する。教師が指導者であり助言者であるという慣れ親しんだ学級環境は、ク

ラスのサイズが大きくなり、学校規模が平均して倍増する中等教育機関においては、変

化せざるを得ない。カナダの中等教育機関の多くは、在籍生徒数が    名～    名

で、クラスの平均サイズは   名～  名である。 

4.2.4.1 教育目標およびカリキュラムの構造 

カナダの中等教育の主要目標は、生徒をその後の教育と雇用機会に備えさせること

である。このような教育目的を果たすための各州・準州の取り組みはさまざまである。な

かには職業教育と中等後教育のいずれか、あるいは両方を生徒に選択させている州も

ある。カナダ全国の州・準州で実施されている、幅広く奥深いカリキュラム要件に対応し、

進級要件や卒業要件を生徒が満たしていることを学校管理者や保護者、生徒自身が

確認できるよう、系統的な単位制度が使用されている。「付録  ： 中等教育の卒業に必

要な主要教科と単位数」に中等教育における進級および卒業に必要な必修教科と単

位を州・準州ごとに詳しく示した。 
 

カナダ各地の学校制度は、非学期制（通年）あるいは  学期制（秋 冬学期および春

夏学期）のいずれかを採用している。 学期制の学校では、学年度半期をひとまとまりと

した授業を行い（ 月～  月および  月～ 月）、生徒は各学期に  コース履修しな

ければならない。 学期制の学校では、各教科毎日授業が行われる。非学期制の場合、



       

コースは  学年度を通じて行われ、最高  教科履修する。各教科の授業は  日おきに

短時間行われる。 

 
通常、中等教育の最初の  、 年間は、必修教科を含む。必修教科は管轄によって

異なるが、第  言語（フランス語または英語、先住民語）、数学（有限、代数、微積分）、

科学（化学、物理、生物）、芸術、社会（政策、社会学、家庭科）、体育（ほとんどの州で

  年生まで必修）であり、宗教または徳育を含む州もある。 さらに、すべての州で第

言語教育を行っている。また、オンタリオやニュー・ブランズウィックなどの州では、別の

専用プログラムを設け（通常はフランス語話者向けの英語と英語話者向けのフランス語）、

証明書を出している。 

 
同一学校内で、中等教育における職業訓練や一般的な訓練プログラムを多岐にわ

たって提供している。ただし大都市の中心地区では、産業訓練やコンピュータ・サイエ

ンス、テクノロジー、家政科学などを専門とした学校も多く見られる。中等教育機関では、

 年生から  年生の間に随時多少の家政訓練や職業訓練を技術的応用とともに提供

している。また、高学年では上級職業訓練も行っている。カナダ全国のほとんどの学校

制度において、職業教育は中等教育から切り離さないようにしている。代わりに、オンタ

リオ州などでは生徒が学究コースまたは応用コースのいずれかを選択しなければならな

くなった。生徒は  年生という早い時点で、これら  つのプログラムに基づき、履修する

コースを選択しなければならない。学究コースは教科の必須概念を示した後、理論的関

係を深く探求することに主眼を置き、実践コースでは提示された概念の応用が「体験

的」に行えるようになっている。目標は、中等教育の低学年の段階で大学か必要な職業

技能かの選択を検討させ、高学年でそれぞれの専門学習を行わせることである。

 
各教科の時間配分は、州や準州によって、あるいは教育委員会によって大きく異なる。

表    は中等教育の卒業資格を得るために必要な必修教科の時間配分例を示してい

る。

 
カナダ各州･準州の教育省庁は、中等教育制度の詳細な見直しと再整備に取り組み、

絶えず変化するカナダ経済や地域社会の構造に対応し、またカリキュラム基準の均一

性や生徒の到達度に関する保護者や生徒、教師、雇用者の懸念に、より適切に応えら

れるよう努めている。教育カリキュラムの改訂も広く行われており、学習を啓蒙し、学内

経験が実社会と結びつき、生徒が就職や将来の学業に向けた目標を見いだせるような、

質が高く適切な中等教育の提供を目指している。オンタリオ州では教育省が初等中等

教育の全面的な改革を行った。中等教育から最終学年（オンタリオ・アカデミック・クレジ

ット －    ）を廃止し、カリキュラムの各教科で学習指標を導入した。同様にアルバー

タ州も     年の終わりにカリキュラム全体を刷新し、教育の大幅改革を行った。   

4.2.4.2 教授法および評価法 

生徒数の多い中等教育環境へ生徒を進学させることにより、教科における専門性と

主要科目開発にますます焦点を当てる必要性が生じる。カリキュラム要件と履修可能な

選択科目の増加に対応するため、生徒は個人個人の学習環境と学習スケジュールを

選択・構築する。通常、 年生から  年生の生徒は、必修教科があり、クラスからクラス

へとグループ単位で移動する。高学年になっても必修教科はあるが、進級、卒業資格

を得るために必要な標準単位数を修得するため、履修可能な選択科目が多くなる。   



       

 
必修単位制度は、通常、州の教育省庁が設定した主要カリキュラム目標を反映して

いる。初等教育では逸話的な成績通知が重視されるが、中等教育では評価を数字化し

て出す。中等教育制度では、生徒の進度は修了年数ではなく修得単位数により測定さ

れる。中等教育機関では、教師は査定（生徒の到達度を正確に反映する情報の収集）、

評価（確立された規準を用いて生徒の提出物などの質を評価するプロセス）、採点（一

定期間を通じた生徒の到達度を示す数値や記号による評価の割り当て）を組み合わせ

た  段階のアプローチを経て成績をつけることが多い  。このプロセスは各州･準州およ

び各教育委員会によりさまざまで、教師も各自が好みのアプローチをとっている。 

 

                                                           
                                          



各州・準州における必修教科の時間配分（抜粋） 

                                        

必修教科 中学校 8 

年生 
9-10

年生 
7-8 

年生 
11-12

年生 中学校 10-12

年生 
7-9

年生 
7-9 

年生 
10-12

年生 
9-12

年生 高校 中等学校 10-12

年生 
10-12

年生 

国語                                                             

数学                                                          

科学                                                        

社会                                                       

保健体育                                                 

芸術
 

                                             

その他                                                             

合計                                                                            

注：百分率が提示されなかった場合は、必修教科の合計を単位数で割って計算した。

出典：                                                                                                                           



 

       

ほとんどの学校制度において、コースの成績は、課題とテストや試験に基づいて評価

がなされ、アルファベットのレターグレードあるいはパーセント（   ％を最高とする）で示

される。コースを無事修了するには、  ％以上の成績が必要とされる。一例として、オン

タリオ州における保護者への成績通知表を「付録  ： オンタリオ州における初等中等教

育の通知表」に示した。

 
中等教育の修了証明を受領するには、生徒は通常、必要単位数を修得し、必修教

科を履修し、州によっては卒業までに州が定めた読み書き能力試験に合格する必要が

ある。オンタリオ州では、最近、卒業までに   時間のコミュニティ・サービスを生徒に課

す要件を導入した。

 
カナダの中等教育制度は   歳から   歳の生徒を対象とすると同時に、各州･準州

では、成人に対しても、高校卒業資格となるコースの履修や単位の修得、実務経験の

習得も教育目標としている。独自に高校卒業認定試験の開発を行ったケベック州を除

き、すべての州･準州で一般教育修了検定（   ）という、成人を対象とした高校卒業

認定試験プログラムを実施している。    は、 つの一連の試験からなり、国語（読解）、

国語（作文）、数学、社会における成人の知識技能を評価する。成人は試験に合格する

ことで高校卒業と同等の学力を有することが証明できる。試験に合格すると、国内外の

雇用者や教育者も認める高校卒業認定証明書が発行される。これに加え、都市圏の大

規模な教育委員会では、一般技能の育成を目的とした成人向け高校コースや識字教

育プログラムなどを実施しているところも多くある。  

4.2.5 カナダ全土にわたる教育基準の統一とその重要性 

過去   年間に、共通テストの重要性は、カナダの教育カリキュラムが指導内容と評

価の点で調和と標準化の方向に進むにつれ、ますます指摘されるようになった。カナダ

では、生徒の学習状況を評価するためにクラス単位でのテストを常に実施してきた。各

州･準州では、このようなクラス単位の評価を拡張し州・準州全域に共通した評価を含む

傾向にある。これらテストの結果により、生徒の学力や教師の業績、学校制度そのもの

の評価だけでなく、地域社会内の学校制度や州同士、先進工業国間の比較も可能とな

る。 

 
このような共通テストの実施は、ほとんどの教育制度でかなり浸透し一般的に行われ

ている。教育向上振興協会（                                                    

    ）はその報告書において、州･準州による共通テスト採用の主要目的を  つ特定

している。それらは、プログラムの効果をより正確に評価するために制度の監視を向上

すること、生徒の成績から長所および改善を要する点を特定しクラスでの指導方法見直

しの必要性を測ること、カリキュラムや教授法、カリキュラム見直しに必要なリソースの方

向性を与えること、傾向を定め、建設的な政策決定をするために長期的な変化を測定

すること、生徒の学習が最も効果的に行われる方法や学習に影響を与え得る環境にま

つわる研究に方向性を与えることなどである  。 

 

                                                           
                                                                                                                  
                                                                                                 
                                にて入手可能。 



 

       

さまざまな共通テストが各州･準州で実施されるなか、初等中等教育関係者の間では

賛否両論の議論がある。共通テストには、明確な説明責任などのメリットが認められるが、

教育者や管理者、教育擁護者は、共通テストや外部試験（外国との比較）が失敗に終

わったり乱用されたりすることを懸念している。そのような懸念には、たとえば就学の重

要な目標やプロセスを共通テストに反映しにくいことや、教師の配置転換や学校閉鎖の

決定理由、必要でもないカリキュラム再編成の正当化などにテスト結果が不適切に利用

される可能性などがある。

 
意見の相違はあっても、評価というものが学校教育に不可欠な要素であるという点は

すべての州・準州が認めている。州全体の共通テストは、多くの州が学習カリキュラムの

確認や州奨学金の資格審査に利用しており、また、大学などの高等教育機関も入学資

格の審査に利用している。たとえば、ブリティッシュ・コロンビア州では、コース終了時に

行われる州試験が、  年生の成績全体の   ％を占める。

 
各州･準州で適用される評価方法は、さまざまなアプローチや地域特性、カリキュラム

の重点の相違を反映している。生徒の学習に関する情報を収集する目的で州全体の

学力判定試験を実施していないのは、ケベック州のみである。カナダで使用されている

ほとんどの評価モデルでは、プログラム評価と資格認定試験を適用している。教育向上

振興協会（    ）によれば、最も包括的な評価プログラムを有するのはケベック、アル

バータ、ブリティッシュ・コロンビアの各州で、最下位はプリンス・エドワード島州である。

テスト制度はすべて同様に設計されているが、その特性は、試験科目や卒業試験に対

する重要性、テスト管理などの点において州ごとに異なる  。表   に、各州の共通テス

ト制度の比較を示した。

 
州ごとにテスト制度が異なるなか、カナダ全域にわたる教育を評価するために全国テ

ストが導入された。    年、カナダ教育閣僚協議会（    ）は、生徒の到達度と学力

を評価する統一的なツールの開発に取り組んだ。このイニシアティブは、カナダ初の全

国評価である学力指標プログラム（    ）として結実した。     は、  年生から   年

生を対象とした全国共通テストで、数学、読み書き、科学のテストがある。このプログラム

は、現在  度目のテストを迎え、カリキュラム開発における共通分野の比較を試みてい

る。 

 
     に 加 え 、 カ ナ ダ は 、 経 済 協 力 開 発 機 構 （     ） が 実 施 す る      

（                                              、最新の評価は     年はじ

めに完了）や国際数学・理科教育動向調査（     ）、国際教育到達度評価学会

（   ）、国際成人識字能力調査（    ）など、数々の国際テスト・プログラムにも参加し

ている。  
 

                                                           
                                                                                                            
                                                                                                 



 

       

表 11: 各州･準州における共通テストおよび評価 
デザイン 結果報告先 

州 試験科目 学年 
抽出 全員 

実施スケジュール 
        

学力判定試験         

数学および国語（英語）           ○ 年 1 回 ○ ○ ○ ○ 
フランス語、国語フランス語、科学              

社会   ○ 年 1 回 ○ ○ ○ ○ 
資格認定試験         

11 コース     ○ 年 3 回 ○ ○ ○ ○ 

アルバータ州 

コースのうち 6 つ     ○ 年 4 回 ○ ○ ○ ○ 
学力判定試験         

読み、書き、計算能力             ○ 年 1 回 ○ ○ ○ ○ 
（基礎学力の評価）         

FFSA 対象外教科 必要に応じ

て 
○  必要に応じて ○ ○ ○ ○ 

（州学力判定プログラム）         

資格認定試験         

ブリティッシュ・ 

コロンビア州 

12 年生対象の州試験（21 教科）     ○ 年 5 回 ○ ○ ○ ○ 
学力判定試験         

英語プログラム         

- 読み、および計算能力    ○ 年 1 回  ○ ○ ○ 
フランス語プログラム         

- 読み、計算能力    ○ 年 1 回  ○ ○ ○ 
フランス語イマージョン・プログラム         

- 読み（英語）、計算能力    ○ 年 1 回  ○ ○ ○ 
-読み（フランス語）    ○ 年 1 回  ○ ○ ○ 
資格認定試験         

国語（英語）   イマージョンおよび英

語共通テスト 
  選択 2001 年 6 月 5 日～

7 日 
 ○ ○ ○ 

第 1 言語としてのフランス語、および第

2 言語としてのフランス語   イマージョ

ン共通テスト 

  選択 2001 年 5 月 29 日

～31 日 
 ○ ○ ○ 

数学 中等 1 選択 1 学期： 2001 年 1

月 24 日

2 学期： 2001 年 6

月 6 日 

  
○ 

 
○ 

 
○ 

国語（英語）共通テスト 中等 4 抽出（試験的期間） 2001 年 5 月  ○ ○ ○ 
イマージョン共通テスト   2001 年 5 月     

マニトバ州 

数学   2002 年 6 月     

学力判定試験         

国語、数学、科学    ○ 年 1 回 ○ ○ ○  

国語、数学、科学、書き    ○ 年 1 回 ○ ○ ○  

フランス語イマージョン、国語    ○ 年 1 回 ○ ○ ○  

数学、国語（英語）     ○ 年 1 回 ○ ○ ○ ○ 
資格認定試験         

ニュー・ 

ブランズウィック州 

数学および英語 111/112/113     ○ 1 月、6 月、8 月 ○ ○ ○ ○ 
規準参照テスト         

数学、科学、コア･フランス語、書き           ○ 年 1 回 ○ ○ ○ ○ 
             
国語、芸術、職務技能、科学、数学               ○ 4 年周期、年 1 度実

施 
○ ○ ○ ○ 

基礎（APEE）試験         

化学     ○ 年 1 回 ○ ○ ○ ○ 

ニューファンドランド

州 

全教科の公的試験     ○ 2001 年 6 月に開始     

学力判定試験         

数学       ○ 2 年毎 ○ ○   

国語       ○ 年 1 回 ○ ○   

資格認定試験         
ノバ・スコシア州 

国語（英語）、科学、数学     ○ 年 1 回 ○ ○ ○ ○ 



 

       

デザイン 結果報告先 
州 試験科目 学年 

抽出 全員 
実施スケジュール 

        

評価/試験         

読み、書き、算数･数学        ○ 年 1 回 ○ ○ ○ ○ 
数学    ○ 年 2 回 ○ ○ ○ ○ 
資格認定試験         

オンタリオ州 

読み書き     ○ 年 1 回 ○ ○ ○ ○ 
プリンス・ 

エドワード島州 
なし 

        

必須試験         

フランス語、授業で使用される言語    中等      ○ 年 1 回（6 月） ○ ○ ○ ○ 
教育省統一試験         

授業で使用される言語、第 2 言語、

ケベック史･カナダ史、物理科学 
中等   ,    ○ 年１回（6 月または 8

月、1 月） 
○ ○ ○ ○ 

補足試験         
ケベック州 

初等教育レベル（国語－フランス語、

国語－英語、数学）、中等教育レベ

ル（フランス語、授業で使用される言

語、数学） 

      ○ 年 1 回（6 月） ○ ○ ○ ○ 

学力判定試験         

数学、国語           ○  年 2 回 ○    

テクノロジー リテラシー、批判的/創造

的思考 
          ○             ○    

資格認定試験         

サスカチュワン州 

全教科     ○ 年 1 回 ○ ○ ○ ○ 
注： 結果報告先     州、   学区 教育委員会、    学校、    生徒個人

出典：                                                                                      
                                                                                
                                                                        にて入手可能。 

4.2.6 教育技能の向上を目的とした教師の評価と監督 

教授の質および評価に関するカナダ全国の基準は存在しない。しかし、教育の責任

を担う各州･準州の政府は、質の高い教授を保証するためにさまざまな対策を講じてい

る。たとえば、アルバータ州では、教員免許取得のための資格の統一を行った。同様の

変更が行われたニュー・ブランズウィック州やノバ・スコシア州では、 つの学位、あるい

は複数の教師研修プログラムが教員免許の取得に必要である。オンタリオ州では、さら

に大幅な改革が行われた。オンタリオ州では、教師養成プログラムの内容および免許の

明確な規定を目的として、オンタリオ州教師連盟（                           ）を新

しく設立した。これはブリティッシュ・コロンビア州の教師連盟と同様の連盟である（ここで

いう「       」は教師職の組織団体を表し、教育を実施する機関ではないことに注意さ

れたい）。

 
教師がその教授能力をどの程度まで監督･指導され評価されるかには差がある。 年

目の教師が経験の長い教師より頻繁に評価を受けるのは当然のことと考えられている。

管理者が適用する教師評価のプロセスは教育省庁が規定しているが、協議型や二重

型といった一般的な型が教師評価に用いられている。協議型では、校長と教師が相談

し合意した方法で評価を行う。評価には、その対象となる教授法やその他の事項を予

め決定し、それに対して授業参観を繰り返し行う場合もある。審査後、評価者は通常教

師と会って評価結果を話し合い、文書でレポートを作成する。教師はそのレポートにコメ

ントする機会を与えられ、その後、レポートが提出される。しかし、協議型より広く使用さ



 

       

れているアプローチは二重型である。この方法では、教授技能の改善に焦点が当てら

れ、公式なレポートは必要とされない。教師と評価者は、専門的能力の開発に有効な、

ワークショップや教師同士の批評、読書などをまとめたパッケージを作り、教師の知識技

能の向上を図る。
 

教員免許資格の標準化が進んだ結果として、教師養成機関は、プログラムを新設す

ると同時に、その有効性を判断するべく教師カリキュラムの再評価を行っている。現在で

は、ほとんどのカレッジや大学の教育学部が、実習の追加にくわえ、学問知識の養成と

教育の心理的･社会的観点からの訓練においてよりバランスを図った学位の必要性を

強調している。 

4.2.7 あらゆるレベルで児童の特殊なニーズに応える学校制度 

特殊教育の分野は教育制度のなかでは比較的新しく、ほとんどの州･準州において、

過去   年から   年の間に政策が実施されてきた。すべての州・準州が方針または法

律を導入し、必要とするすべての生徒に特殊教育を提供している。「付録  ： 学校の管

理職、教員、生徒、保護者の責任と義務に関する各州 準州の詳細」に特殊教育の方

針に関する詳細を示した。教師および保護者は、生徒が特殊教育を受ける資格がある

かを判断する審査を受けるように勧められている。各州･準州の審査で、学習障害、言

語障害、知能障害、身体障害（運動、視覚、聴覚）、またはその他の健康に関する問題

などについて制限あるいは障害があるかどうかを調べる。

 
特殊教育の児童に関して一般に取られているアプローチは、そのような生徒が一般

の「主流」の教室に戻れるようにすることである。これは、主流の教室であろうと別室のク

ラスであろうと、児童は自分の能力を最大限に伸ばす機会を得るに値するという信念に

基づいている。一般的な「正常化」のプロセスは、審査の際に特定されたさまざまな学習

上の問題に対処する専門家から生徒が献身的なケアを受け、問題が緩和されるに従い、

あるいは対処メカニズムが整った場合に、生徒を段階的に通常学級の環境に入れてい

くことにより起こる。カナダでは学校制度によって特殊教育への対処方法は異なってい

ても、ほとんどが詳細な方針や手順を作成するだけでなく、専門的な教師研修なども含

むリソースや支援（補助教師など）を開発している。 

 
障害児を通常学級に統合することのメリットやテストの使用に関しては議論が続いて

いる。特に多くの専門家が生徒の学習障害を特定するテストの結果に対し、その妥当

性に疑問を投げかけている。教師にかかるプレッシャーが高まり、テストに対する論議や

児童に「レッテルを貼る」慣行に対する論議が大きくなっているにもかかわらず、特別支

援を必要とする生徒の特定はカナダ全国の学校制度において、重要性を増す一方で

ある。  

4.2.8 バイリンガル教育とホーム・スクーリング ― カナダにおける教育の基礎概念 

バイリンガル教育はカナダの教育制度の基盤となっている特性である。カナダでは、

すべての州がバイリンガル教育を提供している。オンタリオ州では、フランコフォンの児

童にフランス語で教育を実施することを州内の教育委員会に要求する法律が通過した。

また、ニュー・ブランズウィック州は、英語とフランス語を公用語としている唯一の州で、

すべての授業がフランス語あるいは英語で行われる。    年代はじめ以来、連邦政府

はカナダの  つの公用語の教育、およびそれらを教授言語とした教育を奨励してきた。



 

       

    年の公用語法には、英語とフランス語を奨励する政府の強い姿勢が示されている。

カナダ民族遺産省を通じ、    年にほぼ  億      万ドルが言語教育のために各州

に交付されたと推定されている。言語教育は、少数言語プログラム、フランス語イマージ

ョン、一般第  言語プログラムの  つの形態で行われている。少数言語プログラムは、

憲法で保護されている通り、児童がその第  言語で教育を受けることを保証する。フラ

ンス語イマージョンプログラムは、フランス語を第  言語として習得することを奨励する

プログラムで、このプログラムの在籍者が最も多いのは大都市圏である。一般第  言語

プログラムは、生徒が主要教科としてその他の言語を学習することを目的としている  。 

 
正式な学校教育に加え、カナダのすべての州・準州の保護者は、子どもの教育を自

宅で行う基本的権利を有する。初等中等教育は義務であるが、教育 カリキュラムが地

元の学校制度の目標や基準と同等である限りにおいて、保護者がその子弟を自宅で教

育する権利が州・準州の法律で認められている。過去   年間に、ホーム・スクーリング

に対する関心は、その登録生徒数にも見られるように着実に高まっている。現在、 万

人から  万      人の生徒が公立・私立の教育制度の枠外で教育を受けていると推

定されている  。サスカチュワン州では、最近、ホーム・スクーリングを規定する法律が導

入された。ほとんどの州･準州では、生徒の進度を監視できるよう、保護者に子弟の登

録を義務づけ、地元学区の確立したカリキュラムや指導要領を満たす責任を両親に課

している。   

                                                           
                          
                                                     



 

       

 

5. 州・準州にとっての中心的な課題となりつつある教育予算の確保 

カナダの生徒  人当たりの年間平均教育費は、    年の      ドルから     年

には      ドルに増加している  。    年には、初等中等教育に    億ドル近い費

用が費やされた。         年度における公立初等中等教育支出額は、州・準州政

府および地方自治体の支出総額のおよそ   ％を占めていた。    年から     年の

間に、教育支出総額はほぼ  ％増加し、カナダの    の    ％が教育に充てられて

いる。先進  カ国（カナダ、フランス、ドイツ、イタリア、日本、英国、米国）の中で、各国

の経済規模を比較した場合、カナダは公立学校教育に最も多くの出資を行っている  。

 
カナダにおける初等中等教育に対する資金拠出の方法はかなり急速に変化しており、

特に過去   年間においては、各地域の教育委員会による分散型アプローチから、中

央管理の運営方式へと変化している。カナダの教育構造が最初に構築された際は、地

元の学校制度が予算額の決定、手数料や固定資産税からの適切な資金の徴収、また

宗派の学校（教会関連の学校など）の場合は、その学校運営に必要とされる費用の徴

収の責任を担っていた。今日、教育資金確保の大半の責任は、州および準州に再び

移行され、教育省庁はさまざまな資金調達メカニズムを通じ、地域の教育委員会へ資

金を提供する責任を負っている。 

 
初等中等教育に対する資金の規模および資金源の種類や分配方法は、各州･準州

によって異なる。多くの場合、各州・準州における資金調達のメカニズムは、人口規模

やすべての生徒に基礎教育、プログラム、サービスを提供するために必要とされる他の

機能に応じ、各地域が受け取る歳入額の比率がほぼ均等になるように設定されている。 

5.1 州政府からの交付金が最大の資金源になっているカナダの教育制度 

学校教育への資金提供は、次の  つの形式のいずれかで行われる。州政府または

準州政府から直接的な交付、あるいは州からの交付金を地方自治体もしくは権限を有

する教育委員会が徴収した税金と組み合わせた給付である。初等中等教育の歳入は、

ニューファンドランド州を除き、教育委員会または地方自治体、州政府によって賦課さ

れた固定資産税の一部が充てられる  。プリンス・エドワード島、ノバ・スコシア、ニュー・

ブランズウィック、オンタリオ、アルバータ、ブリティッシュ・コロンビアの各州においては、

州が教育税率を設定し、すべての地域の教育委員会がそれを管理している  。税率は、

州全体を通じて一律である。各地域の教育委員会は、徴収した税金の分配先を特定す

ることはできない。徴収された資金は州の歳入に組み込まれ、教育予算として州全体に

分配される。

表 12 は、一般的な公的資金調達方法の概要を示している。 

                                                           
                                                                            
   前掲書を参照のこと。 
   固定資産税は、査定によりその価値が決定された固定資産に対し、地方自治体または州政府が賦課する税金である（査定額は

通常、第三者間取引における買い手と売り手により決定される）。 
                                                                                                              
                                  



 

       

表 12: 各州･準州の公立学校の資金調達･提供のメカニズム 
 
州/準州 公立学校の資金調達･提供 

アルバータ州 

州が教育資金の提供に対する責任を負う。資金需要のおよそ半分が、州の一

般歳入により支えられ、残りは住宅地や商工業用地、農地に対して州全体で

均一に賦課される固定資産税により賄われている。非住宅地に賦課される税

率は、住宅地および農地に賦課される税率より高い。州からの交付額以上の

支出を希望する教育委員会は、住民投票によって納税者の承認を得なければ

ならない。追加支出額は、教育予算額の最高  ％に制限されている。

 

ブリティッシュ・ 

コロンビア州 

州政府の歳入からの交付金によりすべての学校運営を行っている。これには

州が商工業用地および住宅地に対して賦課する固定資産税が含まれる（固定

資産税は教育予算の   ％を占める）。州政府は、教育費に割り当てられる固

定資産税の税率を設定するが、この固定資産税と州から各学区への交付金と

の間に必ずしも関連があるわけではない。州からの交付額以上の支出を希望

する教育委員会は、地方固定資産税によって賄われる追加支出額について、

住民投票によって納税者の承認を得る必要がある。

 

マニトバ州 

州による資金提供は、州の一般歳入、および教育費への割り当てを目的に州

全体で賦課される固定資産税から調達される。住宅地に適用される州の税率

は、他の不動産の税率より低い。地方歳入の大半は、商工業用地および住宅

地に対して賦課される固定資産税から調達される。

 

ニュー ・

ブランズウィック州 

公立学校教育の費用はすべて、州の一般歳入から拠出される。これらの歳入

には、すべての不動産に賦課される州の固定資産税が含まれる。ただし、固定

資産税は教育費以外の目的にも使用されている。

 

ニューファンドランド･ラ

ブラドール州

 

固定資産税は、公立学校教育への提供目的には使用されていない。 

ノースウェスト準州

 

教育税率は、不動産クラスにより異なる場合がある。 

ノバ・スコシア州 

公立学校は、州の一般歳入（州は固定資産税を徴収しない）および州によって

設定され地方自治体が賦課する均一の固定資産税率による資金提供を受け

る。地方自治体はまた、任意のプログラムに対する資金調達のために地方税

率を引き上げる選択肢を有する。

 

ヌナブト準州 準州の全教育費は、一般歳入から提供される。

 



 

       

州/準州 公立学校の資金調達･提供 

オンタリオ州 

教育資金は、州の交付金および州によって設定された教育税率との組み合わ

せにより確保され、地方自治体がそれを徴収し、教育委員会に送られる。住宅

地 農地および複合住宅地に賦課される教育税率は州全体を通じて均一であ

る。商工業用地に関しては、州が各自治体において一定の金額を徴収する。

 

プリンス・エドワード島

州 

本州の全教育費は、一般歳入から提供される。これらの歳入には、州全体で

賦課される固定資産税からの収入が含まれるが、教育費だけのために徴収さ

れているわけではない。

 

ケベック州 

州は、一般歳入から教育委員会に支払われる資金に対し全面的な責任を負う

（州は固定資産税を徴収しない）。地域の教育委員会は、固定資産税を賦課

する権限を有するが、住民投票を通じその学区内の納税者から承認を得ない

限り、その金額は課税額    ドル当たり     ドル（＝  セント）を超えてはな

らない。教育委員会は、学校施設の保守を目的とした資金援助に対してのみ

地方固定資産税を利用する。

 

サスカチュワン州 

学区が住宅地および非住宅地から徴収する固定資産税から歳入を得ている

が、州の交付金は一般歳入から提供される。

 

ユーコン準州 準州の全教育費は、一般歳入から提供される。 

出典：                                                                                   

                                                                                             
                                                                                       
                                                                                     
 

ほとんどの場合、カナダの教育委員会は、州からの予算配分および または各地域の

固定資産税からの収入のどちらか一方からの歳入に   ％以上依存している。図  、表

  の     年度においてはカナダ全体の全歳入のおよそ   ％が州の交付金によって

賄われており、残りは固定資産税または（賃借料、サービス料などの）他の歳入源による。  



 

       

図 5: 教育委員会の歳入（州/準州別）

 

（注）棒グラフの下部が資本支出額、上部が経常支出総額 

出典：                                                                                    

                                             



 

                                                 
 

 

 

表 13: 教育委員会の歳入および歳出

 教育委員会の歳入および歳出、2004 年度の各州･準州別 

（単位： 千ドル） 

 全国                               

歳入総額                                                          43,521                                        

自主財源                                                 10,254                                 

固定資産税 

および関連税 
                                       8,666                                

その他の税                    ..             

物品/サービス 

売上 
                                              1,293                            

投資収益                                      221                    

その他の自主 

財源からの歳入 
                               74                  

交付金                                                        33,267                                     

連邦政府                                 1,136                     

州・準州政府                                                        32,110                                     

教育                                                        32,110                                     

負債課徴金 
（利子） 

                             ..                    

地方自治体                               21                

歳出総額                                                          42,545                                        

教育                                                          42,545                                        

負債課徴金                                 ..                         

剰余額または 

不足額 
                                               976                               

出典：                                                                                                                                  

 



 

       

 
5.2 教育機会均等の重要な政策としての分配方式 

これまでに数々の州が教育委員会に支払われる教育資金の徴収方法と分配方法の

重要な変更を行っている。地域社会に教育資金をより公正に分配するプロセスの一環

として、各州では、連邦政府が州間の歳入分与の均衡化に利用しているのと同様の均

等化政策を採用している。資金の分配方法には、一般的に定額交付金、カテゴリー別

資金、均等化給付の  つがある。定額交付金は、各学区の生徒数に基づく固定金額

で、毎年教育委員会に提供される、最大の単一資金源であることが多い。交付金の金

額決定は一定の基準に基づいて行われており、それぞれの地域がその算出に、人口

集中地域からの距離、専門教師、生徒数などの一定の計算法を使用している。カテゴリ

ー別資金は、特殊教育など、コストが明らかになっている特定のプログラムまたはサービ

スに使用される資金である。最後に、均等化給付は、学校制度の総運営費の一部に固

定資産税からの収入を利用している州で採用されている。地域の相対的な富を測定し、

課税対象となる所得のより低い学区が州からの予算をより多く交付されるよう、一連の数

式が使用されている  。

 
各州･準州政府は、年間予算総額のうち、教育予算に充てる割合を決定しなくてはな

らない。そのプロセスは単純ではない。それは、教育の他にも政府が優先的に扱う必要

がある重要事項が存在し、教育資金の規模に影響を与えるためである。ほとんどすべて

の州・準州がこれまで収支を合わせているが、増税をせずに教育制度の質を維持する

ことが以前から大きな課題となっている。ケベック、オンタリオ、ブリティッシュ・コロンビア、

ニューファンドランド･ラブラドールなどの州は、管理機能を統合しリソースを共有するた

めに、教育委員会や学区の数を削減している。 

 
表    は、各州･準州の学校制度のガバナンスおよび運営組織における最近の変更

をまとめたものである。再組織化ならびに再編成のなかでも最も重要な変更は、管理コ

ストを削減し、意思決定の集中化を促し、学校制度の日常的運営における透明性を改

善する目的で、サービス統合および教育委員会、学区の数の削減に焦点を当てたもの

である。 

表 14: 各州･準州における教育部門・組織の改革 

州/準州 最近のガバナンス･運営組織の変更点 
 

アルバータ州 
    年に教育委員会の数を    から   に削

減。 

ブリティッシュ・コロンビア州 
州の   の教育委員会を   に統合。残り   の

教育委員会は現状維持。 

マニトバ州 
地域教育委員会の審査で、教育委員会の数を

  から   に削減するよう提言。 

ニュー・ブランズウィック州 

    年に学区を   から   に削減。さらに

    年には、  から   （ つの英語圏学区と

つのフランス語圏学区）に削減。    年、教育委

員会の完全廃止を行った最初の州となる。 

                                                           
                                          



 

       

州/準州 最近のガバナンス･運営組織の変更点 
 

ニューファンドランド･

ラブラドール州 

  あった教育委員会を   の単一宗派または複

数宗派委員会に削減。これらの変更を実施する

ため、    年のカナダとの統合に関する憲法が

修正された。 

ノバ・スコシア州 
  あった教育委員会が     年に  つに再編

成され、学校諮問審議会と直接共同で運営。 

ノースウェスト準州 
 つの地区教育委員会および  つの学区（イエロ

ーナイフ）に対する変更は行っていない。 

ヌナブト準州 

ヌナブト準州政府は、地区教育当局ならびに地

域教育委員会を通じ、学校制度の運営を行って

いる。 

オンタリオ州 

教育委員会の数を    からおよそ半分の   ま

で削減（過疎地域においては   の小規模な学

校機関を追加）。また、教育委員会の権限を縮小

し教育省を  つの部門に分割。 

プリンス・エドワード島州 
    年に  つの教育委員会を  つに統合（英

語圏委員会  つとのフランス語圏委員会  つ）。 

ケベック州 

    年に教育委員会の数を   まで削減。また

言語に基づく無宗派の教育委員会を創設するた

め、    年のカナダとの統合に関する憲法が修

正された。 

サスカチュワン州   の学区内に    の教育委員会が存在。 

ユーコン準州 
教育庁が、教育委員会  つと各教育審議会によ

り学校制度を運営。 

出典：                                                                                  
                     にて入手可能。                                                        
                                                                               にて入手可能。

 
固定資産税と州一般歳入との間のバランス向上を図る取り組みの一例として、オンタ

リオ州で実施されている                        （生徒に焦点を当てた給付）があ

る。    年代後半、オンタリオ州政府は教育支援を目的とした固定資産税からの歳入

の使用方法に変更を行った。これは、各地域の教育資金を維持するための住宅･商業

地税基盤への依存度を全体的に軽減し、固定資産税の教育費に充てる部分を各自治

体に還元し他のサービスに使用することを目的としている。この考えは、救急サービス

や社会奉仕など、地方自治体レベルで運営したほうがより効率的であろうと思われる州

のサービスを地方に委ねようという動きから起こった。地方自治体が地元の事項に対す

る自律性と統制力を増すことで利益を得ることが期待される一方で、州は資金提供にお

ける平等と公平の改善を図る教育資金の徴収･分配に対する責任を撤回する。この構

想により固定資産税基盤の割り当ては解放されると思われたが、オンタリオ州政府は引

き続き固定資産税基盤からの歳入の   ％以上を学校教育制度の支援に充てている。  

5.3 教育委員会の支出の大半を占める人件費 

カナダでは、初等中等教育の支出の     ％が経常支出であった。すべての州･準州

で、人件費が歳出の大部分を占めている。    年には、およそ    億ドル（初等中等



 

       

教育費用総額の  分の  以上）が教職員の人件費として費やされた。マニトバ、サスカ

チュワン、ユーコン、ノースウェストの各州･準州では、支出総額のおよそ  分の  が教

職員の人件費に充てられている  。
 

カナダの教育委員会の大多数は、資本支出を行う前もしくは負債が発生する前に、

州政府の承認を得る必要がある。カナダの大半の州･準州では、教育に責任を負う省庁

が学校建設および財務を行う。ニュー・ブランズウィック州など、自主予算を学校新設に

充てる州も少数ながら存在する。このような方法をとる州では通常、資本支出総額に相

当する交付金、あるいは地方自治体 教育委員会が支払う利子に対する援助を目的とし

た複数の交付金（プロジェクト資金の借入を選択した場合）のどちらか一方を提供するこ

とが多い。運営（維持費および「再投資」を含む）は、通常教育委員会の年間予算から

出される  。その結果、老朽化した施設をもつ教育委員会の多くは、その保守を繰り延

べることとなり、これが主要基幹施設の質低下を招いている。

 
表    は、各州･準州で学校新設やインフラサービス拡張のための現行の運営支出

に関連する資本支出および経常支出の内訳を示している。経常支出は、学年度の通

常運営における購入を示している。たとえば、給与、教育助手、管理支援、教師開発、

その他カウンセラーを含む教育支援など、教員や管理者に関連する費用が挙げられる。

資本支出は、主として新しい機材や電子機器の購入、建築･改築費用、また建物の大

規模な修理を指す。表中におけるその他の経常支出は、教材や契約サービス、現在進

行中の建設運営費や維持費、そして朝食･昼食プログラムなどの支援プログラムにかか

る費用を含む、給与以外のすべての関連事項を表している。 

                                                           
                                                     
                                                                                                    



 

       

 

表 15: 初等中等教育学校制度の資本支出および経常支出（運営ならびに維持） 

2000-2001 年度 支出内訳（単位： 千ドル） 

   給与  

 資本支出総額 経常支出総額 
教員 職員 教職員全体 

その他の経常

支出 

全国 2,619,337 38,794,626 23,785,625 5,872,922 29,658,547 9,136,079 

   271,316 3,851,069 2,390,663 453,586 2,844,249 1,006,820 
   88,305 5,085,861 2,800,853 948,684 3,749,537 1,336,324 
   129,301 1,719,388 891,795 259,079 1,150,874 568,514 
   126,643 804,080 544,206 101,466 645,673 158,407 
   17,492 580,707 395,084 70,754 465,838 114,868 
   35,896 1,102,066 634,604 165,751 800,355 301,712 
   15,979 106,270 56,650 14,600 71,250 35,020 
   5,680 81,191 46,316 15,173 61,488 19,703 
   1,420,093 15,306,302 10,101,562 2,333,065 12,434,628 2,871,674 
   13,397 138,567 91,577 22,303 113,880 24,687 
   455,212 8,497,876 4,973,904 1,329,069 6,302,973 2,194,903 
   53,842 1,410,333 817,868 147,763 965,630 444,703 
   11,005 72,839 42,598 5,551 48,149 24,690 

出典：                                                                                 

                                                                     
                        

 

図 6: 初等中等教育学校制度の資本支出および経常支出（運営ならびに維持）が

支出総額に占める割合 

 
（注）棒グラフの下部が資本支出額、上部が経常支出総額 

                                                                                
                                                                                              



 

       

表 16: 初等中等教育機関の教員数

 
カナダ全土および各州･準州の初等中等教育機関における常勤相当教員数、 

2001-2002 年度および 2002-2003 年度 

                                        

    
                                                                                   

    
                                                                               

                                                                                
                                                                                            
 



 

       

 

6. 経済、社会、政治の実態を反映して常に進化し続ける教育 

 

カナダで公立学校教育制度が導入されて以来、今日の若者が将来直面する課題に

対処していけるように教育するために、教育制度では常に社交や学習の新理論に取り

組み、最新技術を推進し、公立教育の資金調達･提供システムの再構築を行うことが必

要とされてきた。政権が交代したり、カリキュラムに対する社会の一般的な期待が拡大す

る度に、カナダの教育体制には改革の圧力が生じた。 

 
カナダの義務教育制度は   世紀末近くになって初めて導入され、当時のカナダ憲

法の下、教育実施の権限が各州に与えられた。中等教育構築の動きが見られるように

なったのは、    年代であった。これはこの時期に州の一方的な活動や個別に存在し

た教育制度が不均一で、場合によっては重複していることが認識されたためである。カ

ナダ教育史上、同様に重要な時期として挙げられるのは、生涯にわたる学習基盤の構

築を目的に制定された、包括的で多様性に富んだ開放された公立教育制度の発展で

ある。

 
    年代にカリキュラムや教育実施方法の大改革の起因となった圧力（学校人口の

増加や、特に女性、カナダ先住民、移民、低所得グループに対する教育機会均等の要

求など）と同様、新たな経済、社会、政治的勢力はカナダの   州･準州における教育

制度の再編に影響を与えている。オンタリオ州では、若い女性が中心となって、中等教

育カリキュラムに女性学を取り入れるよう改訂を求める運動を積極的に行っている。西部

の各州・準州、ヌナブト準州間で新たに結ばれた合意では、連邦政府から先住民言語

教育専用の資金が給付されるべきかどうかについての疑問が生じている。ブリティッシ

ュ・コロンビア州では、中等教育の生徒はオンライン受講により卒業単位が取得でき、州

内のどの学区から提供されているコースでも選択できるようになった。カナダ各地で、州

の共通テストやその成績を、各学校への資金給付額を決定する基盤とすべきかどうか

について論議が高まっている。 

 
ここで述べたようなカナダの教育制度に対する影響は、管理者や教育者、保護者が

カナダの初等中等教育の現状を見直す際に直面する、拡大を続ける教育機会や課題

の一例に過ぎない。 

6.1 教育資源の新たな圧迫要因となっている人口構成の変化 

 歳から   歳（州によっては   歳）の未成年は全員就学の義務を負うため、カナダ

全体における初等中等教育機関の在籍者数は正確に記録されている。カナダでは学

齢人口が安定した成長を見せた後、ピークを迎え、現在では学齢児童数は減少期に入

っている。このような学齢人口の逆転は、初等教育と中等教育では異なる時期に影響が

出る。初等教育の生徒数が     年にすでにそのピークに達したのに対し、中等教育

の生徒が就職やその後の教育に進学するピークは     年～    年前後である  。

今後のカナダの動向を予想すると、出生率や初等中等教育の学齢人口の減少が続くと

考えられる（移民政策は、間違いなくこの問題に影響を与えることになるであろう）。 

                                                           
                                                      



 

       

就学人口の減少は、教科書や新教員の需要の低下など、経済のあらゆる面に著しい

影響を及ぼす。また、学校新設や関連基幹施設に対する需要にも影響を与える。また、

一目瞭然ではないが、学齢児童数の大幅な減少は、    年から     年生まれのベ

ビーブーム世代の過半数が居住し子育てを行っている、カナダで最も新しい郊外地域

で起こるであろうと予想されている。ベビーブーム世代の子弟の大半が初等中等教育を

修了している。近い将来、保護者の大半がベビーブーム世代である郊外の教育委員会

では、（特に西部の州やオンタリオ州において）初等中等教育ともに、在籍生徒数の減

少を見るであろう  。

 
欠員数の割合が高い学校の増加に教育管理者がどう対応するかは、明らかでない。

カナダ各地で、すでに収容生徒数が半分を下回った状態で学校運営を行っている教

育委員会もいくつか存在し、さらに在籍生徒の割合が   ％未満の教育委員会もある。

米国の州レベルで起こったように、就学人口の減少に伴い学校への資金配分も減少し、

それが結果的に学校閉鎖につながる可能性もある。このプロセスは、若年世帯の日常

生活に大きな影響を与え、生徒が別の学区までバス通学しなければならない場合、保

護者委員会への積極的な参加を困難にする場合がある。また学校数の減少は、新しい

住民の転入と維持につながる地域自体の魅力に悪影響を与え、ひいては固定資産税

基盤や地域再開発への投資能力の損失にもつながる。同時に、学校施設内やグラウン

ドに設置された貴重なレクリエーションの場は使用されなくなり、そのために活動プログ

ラムや一般歳入額が制限され、さらに共同体意識も喪失される。教育プランナーは、年

齢構成やそれに関連した減少傾向をはっきりと認識しているが、教育省庁や地域の教

育委員会は、ベビーブーム世代の保護者が     年代に経験したような困難な決定を

迫られることになるであろう。 

 
学校閉鎖は、地域社会の生活で最も慎重を期する問題のひとつである。多くの教育

委員会が地域開発の需要低下の圧力に対抗し、この課題に取り組んでいる。教育委員

会は通常、各プロジェクトの評価法にしたがい予想需要についての意見を自治体の計

画局に伝える。広域区では、開発業者が学校用地として提供する土地の割り当てを行う

ことになっている。この結果、伝統的にそれぞれの教育委員会（オンタリオ州の公立とカ

トリック系）はこれまでに個別の敷地を要求している。共同施設の開発は、まだ一般的で

はないが、過去に成功を収めており、今後さらに増えると見込まれている。

 
一部の地域では、出生率の低下と若年世帯の都心部への移動という、学校制度にお

ける  つの人口流出の累積影響への対策を積極的に模索している。カナダで最も出生

率の低い州のひとつで、学齢児童の人口減少率が最も高いケベック州では、数々の学

校制度で質の高い教育の提供という課題の解決策として、テクノロジーの導入を行って

いる。 

6.2 教室内のテクノロジー ― E-ラーニングによる革命 

テクノロジーは、経済･社会のさまざまな活動過程の革新に役立っているが、今日の

学校授業にも大変革をもたらし始めている。かつては紙と鉛筆を使って行われていた授

業は、今や電子画面と「マウス」へと急速に進化している。カナダの初等中等教育機関

では、その   ％がコンピュータを導入しており、各学校に設置されているコンピュータ

                                                           
                                                                            にて入手可能 



 

       

の平均台数は   台である。カナダ統計局がまとめた最近の調査では、カナダにおける

コンピュータ対生徒の比率は  対  であると報告された。カナダは高速インターネット

接続を提供し、他の     諸国と比較した場合、学校におけるコンピュータへのアク

セス率が  番目に高い国である  。
 

教室へのテクノロジー導入の動きは減速の兆しを見せておらず、カナダ各地の政府

が、技術開発の適用に関する政策と法律を導入しつつある。オンタリオ州では政府が新

法を導入し、生徒が教室に来なくても電子的手段を用いて指導を行う権限を教育委員

会に与えた。ブリティッシュ・コロンビア州でも、現在、同様のイニシアティブが進行中で

ある。ケベック州では、農村地域の教師不足（カナダの都市化が進むにつれ生じている

顕著な傾向）を補うため、生徒への遠隔学習の提供を目的としたテクノロジー利用方法

に対する理解を深めることを目的とした実験研究を行っている。サスカチュワン州では、

テクノロジー・コンソーシアム（                     ）を新たに設立し、パートナー

シップと協調を通じ、初等中等教育における教育目標達成の支援を行っている。コンソ

ーシアムの活動には、対面教室とオンライン教室における革新的な指導法･学習法の

開発や、ウェブベースの学習リソースの開発が含まれる。 

 
各州・準州は、生徒が複雑な知識社会に積極的に参加していく上で必要な学力の開

発を支援するため、情報通信技術（   ）の発展により初めて可能となったさまざまな指

導方法を試しつつある。同時に、教育省庁は特に州共通テストの効率を向上させる方

法を模索している。テクノロジーを利用した試験の実施は、今後、学力評価プロセスに

おいて主要な役割を果たすであろう。また、授業内容と成績評価の関連をいっそう高め

るための開発や、生徒が自分の成績を簡単に見られるようにするために、州がコンピュ

ータを使用することも予想される。

 
   により教室で実際に授業を行う教師が必要でなくなるわけではないが、一般に

言われているテクノロジー使用の利益が実際に教室内で実現されているかどうかにつ

いて、教育コミュニティ内で活発な議論が行われている。情報へのアクセスはデジタル

化やコンピュータ化、ワイヤレス通信によって広がっているが、テクノロジーを最も効果

的に授業に取り込むために教師にどのような技能が必要か、また学習機会の拡大にテ

クノロジーを利用する上で生徒にどのような技能が必要かについての理解を深めていく

には、徹底的した研究が必要である。そのためには、教育者、保護者、管理者の一致

団結した努力が必要であろう。  

6.3 識字率は高水準を維持、多言語社会がもたらす影響 

カナダ全体における中等教育制度の中退率は大幅に低下している。それにもかかわ

らず、カナダの識字率に関する新たな試験では、多くのカナダ人が文章を読んだり、投

薬瓶のラベルに書かれた使用説明書を理解したり、また選挙の投票方法に関する情報

を得ることにさえ困難を感じていることが明らかになった。カナダは引き続き、国連人間

開発指数（                                         国の人間の豊かさを示

す指数）で、世界  位にランキングされているが、  歳から   歳のカナダ人の   ％の

                                                           
                                                      



 

       

読み書き技能は低水準にあり、それが社会参加に支障をきたしていると報告されている
  。

 
読み書き技能が十分でない者の割合が高いと、社会に重大な影響をもたらす場合が

ある。経済協力開発機構（    ）の報告によると、成人の読み書き能力が  ％上昇す

ると国内総生産が    ％以上上昇することが明らかになっている。カナダの場合、それ

は年間    億ドルの増加を意味する  。人々は構造化された環境において読み書きな

どの基本的な識字能力を学ぶべきであるというのが従来の考え方であったが、知識世

代の環境における読み書き能力はそこから発展し、生涯学習から恩恵を受けるために

必要な技能、個人的な目標を達成するための機会、同時に自己のコミュニティへの積

極的な参加を可能にするものであると認識されている。

 
教育者ならびに研究者は、学齢期の識字能力と将来の経済的成功の間の重要性を

認識しているが、教育者、管理者および意思決定者は、必要とされる持続的な識字能

力を得ないままに卒業していく多くの生徒に対し、憂慮の念を強くしている。非識字率

は機会費用に対する疑問を提起している。この懸念は、母語が英語またはフランス語で

ない移民の児童の増加により、さらに悪化している。    年の国勢調査では、   万

人以上、つまりカナダ人の  人に  人が、第  言語が英語またはフランス語以外であ

ると報告している。    年以来、この数はほぼ   ％増加しており、これはカナダ全体

の人口成長率の  倍以上に相当する。この影響は広範囲に及んでいる。カナダ教師

連盟（                            ）は、カナダ全土、特にトロントやバンクーバー、

ハミルトンなどの大都市圏において、教育をまったく受けず、あるいはそれに近い状態

で移民してきた場合、年齢が上の子ども達は、特に保護者が英語もフランス語も話さな

い場合、十分な言語能力の習得が困難となる  。これは伝達不良や誤解を生む原因と

なり、子供の教育的発達にも影響を与える。 

 
各州の教育省庁は、識字能力の課題の解決に取り組んでいる。    年、ノバ・スコ

シア州は第  言語としての英語（   ）に関する州全体の指導要領を導入し、教師へ

の支援サービスを強化した。同様のイニシアティブがケベック州でも開始され、これによ

り教育委員会は移民の生徒を統合し、生徒が多元的な環境に順応できる準備をさせる

ことが義務付けられた。オンタリオ州のトロント教育委員会では、コミュニティ・センターを

通じ無料    クラスならびに成人を対象とした読み書きプログラムを実施することにより、

移民の多いコミュニティに対応している。非識字率の上昇に対抗する新しいプログラム

が実施されているが、現場の教師がより多くのリソースと研修を要するということで意見

が一致している。 

6.4 重視される教室内における教師の教育効果の向上 

子どもの学習環境、特に教育目標の達成を向上させる方法に注意が集中するにつ

れ、カナダの教師は多くを要求されている。初等中等レベルの教師は、学問  分野だ

けでなく、教育の社会的･技術的側面を熟知していることが求められる。指導ならびにカ
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リキュラム、評価の実施は、教師にとって多大な時間を要するものとなりつつある。カナ

ダの教師はクラスのニーズや能力の多様性に合わせた対応をしているが、進化を続け

るカリキュラムに教師が社会の要望を適切に組み込んでいくためには、支援や訓練、リ

ソースの強化が必要であることを管理者も教師も認めている。教師の授業準備時間の

増加は、しばしば教員組合による契約交渉の焦点となっている。

 
現在は「事前」研修に主眼が置かれ、初等教育レベルの教育実習ならびに正式な専

門能力開発の機会が増加している  。カナダ全国で、教師の  割から  割が着任後

年以内に退職している。このような高離職率が原因で、教師の再訓練に必要な追加コ

ストだけでなく、教育制度自体にも著しい負担が生じている  。ノースウェスト準州の教

育省は、教職課程を修了しても、急に実際に教室で指導を行うのは容易ではないと認

識し、教師が実績を高めるための支援を行い、また採用を増加し、教師の在職率を高

める目的で、新任教師着任プログラムを導入した。このプログラムは、教師の満足度や

在職率、長期的な実績の向上に寄与している。 

 
ニュー・ブランズウィック州やオンタリオ州でも、現在同様のイニシアティブを導入しつ

つある。ニュー・ブランズウィック州教育庁は、カリキュラムの実地研修や高度な教師専

門知識の開発を目的としたオンライン支援を追加することで、事前研修の充実を図った。

オンタリオ州は、現在メンタリング・プログラムの導入に向けて準備中である。新任教師

は、経験豊富な教師による助言指導、また担当クラスの教室管理や保護者との効果的

なコミュニケーション能力などの実地研修、さらには指導力を磨き高めることを目的とし

た職業的評価を含む追加支援サービスを受けることができる。

 
テクノロジーは生徒の学習向上に寄与しているが、教育省庁はこれを職業専門研修

の中心として活用していくことに着目している。ニューファンドランド･ラブラドール州の教

育庁は、ウェブ・ベースの専門能力開発センターである「仮想教師センター」に改良を

加えつつある。このイニシアティブは、教師が他校の教師と専門能力の開発活動につ

いて情報交換を行い、教育機関から生まれた最新の教育案やカリキュラム案に触れるこ

とができるよう設計されている。技術的進歩は、カナダにおける教育現場や教師の方向

付けと開発の面で、今後も包括的な影響を与え続けるものと思われる。
 

                                                           
   事前研修とは、教員が正式に教育現場に入る前に行う学校教育を指す。カナダの大半の学校制度において、教師は教職に応

募する前に、中等後教育機関における正式な初等 中等教育課程の学位または証書を取得する必要がある。
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付録 1： オンタリオ州における初等中等教育の通知表 

 









 

       

 

 



 

       

付録 2： 中等教育の卒業に必要な主要教科と単位数
 
州 単位数 必修教科 

アルバータ州 
最低    単位（通年コースは

 コース  単位） 

国語（英語あるいはフランス語） 

社会 

純粋数学あるいは応用数学

科学、生物、化学、物理のいずれか

キャリア･ライフ・マネジメント（    ）

体育  

ブリティッシュ ・

コロンビア州 

最低   単位（通年コースは

コース  単位）

  単位は選択コースから 

国語

社会あるいはブリティッシュ・コロンビア州先住民研究

数学

科学

体育

プランニング

美術あるいは応用技術 

マニトバ州 
最低   単位（通年コースは

コース  単位）

  単位は選択コースから 

国語 

数学 

科学 

社会 

体育 

オンタリオ州 
最低   単位（通年コースは

コース  単位）

  単位は選択コースから 

英語

第  言語としてのフランス語

数学

科学

カナダ史

カナダ地理

芸術

保健体育

公民

キャリア研究 

プリンス・ 

エドワード島州 

最低   単位（通年コースは

コース  単位）

  単位は選択コースから 

言語（英語 フランス語）

数学

科学

社会 

ケベック州 最低   単位 

フランス語

英語

数学 

物理科学

生態学

物理あるいは化学

社会

芸術 

ニュー・ 

ブランズウィック州 

最低   単位（通年コースは

コース  単位）

  単位は選択コースから 

英語

数学

科学（あるいは認可されたテクノロジーコース）

近代史

美術

 



 

       

州 単位数 必修教科 

ニューファンド

ランド･

ラブラドール州 

最低   単位（通年コースは

コース  単位）

  単位は選択コースから 

主要国語

数学

科学

テクノロジー

世界学

カナダ学

アントレプレナー教育（                    ） 経済

個人発達 

ノースウェスト準州 
最低    単位（通年コースは

 コース  単位）

  単位は選択コースから 

国語

英語あるいはフランス語

数学

科学

社会

キャリア･テクノロジー研究

キャリア･ライフ・マネジメント（    ）

体育 

北方地域研究

美術

コミュニティ・サービス 

ノバ・スコシア州 最低   単位 

中等教育修了証明書を受領するには、ある教科の特定のコース

ではなく、その教科におけるある主題において  単位以上を取

得することが必要とされる。たとえば、フランス語は  単位取得し

なければならないが、この基準を満たすために、用意されている

コースから好きなコースを自由に選択できる。 

ヌナブト準州 
最低    単位（通年コースは

 コース  単位）

  単位は選択コースから 

             語（コミュニケーション）系列、           語（ウ

ェルネス リーダーシップ）系列、            語（ヌナブト史、

民族遺産、環境、世界および全国における役割）系列、

                  語（技術革新）系列のいずれか

英語

体育

美術

社会

北方地域研究

数学

科学

キャリア･テクノロジー研究 

サスカチュワン州 
最低   単位（通年コースは

コース  単位） 

国語（英語）

数学 

科学 

社会 

体育

科学 

ユーコン準州 
最低   単位（通年コースは

コース  単位）

  単位は選択コース 

国語

社会あるいはユーコン先住民研究

数学

科学

体育

プランニング

美術あるいは応用技術 

出典：                                                              



       

付録 3： 学校の管理職、教員、生徒、保護者の責任と義務に関する各州/準州の詳細

 

州 支援サービスの保証:  

範囲および体系  
校長の権利と義務 

  
教師の権利と義務 

 
保護者の権利と義務 

  
生徒の権利と義務 

  
ガバナンスおよび説明    

責任の概要 

アルバータ州 アルバータ州では、第

  条において特殊教

育プログラムが義務付

けられている。第  条

第 項では、「教育委員

会は、生徒の行動また

はコミュニケーション、

知力、学習能力、身体

における特徴、あるい

はこれらの特徴の組み

合わせに基づいて、そ

の生徒に特殊教育プロ

グラムが必要かどうかを

判断する」としている。 

第  条では、特別支援

裁定機関の設置を義

務付けている。 

裁定機関は、委員会の

決定を追認した場合、

生徒に必要な支援に

合致する特別支援プラ

ンを作成または承認す

るものとする。

（第  条第 項   ）

保護者または委員会

は、第  条第 項に従

って、大臣に特別支援

裁定機関による決定を

再審するよう書面にて

要請することができる。  

校長の義務は第  条

   から   に定められて

おり、教師の査定（第

  条   ）、生徒の評価

の監督指導（第   条

   ）、学校構内および

委員会が主催するまた

は承認した諸活動中の

秩序と規律の維持など

の義務がある。  

教師の義務は第  条

第 項   から   に定め

られている。これらの義

務には、有資格者によ

る授業の実施（第  条

第 項   ）、生徒の定

期的な評価および生

徒、生徒の保護者なら

びに委員会への評価

結果の報告（第  条第

 項   ）、生徒が学校

構内にいる間および委

員会が主催するまたは

承認した諸活動に出席

または参加している間

の生徒の秩序と規律の

維持（第  条第 項   ）

などがある。 

第   条の規定により、

教師は自らの停職につ

いて、第   条に従っ

て委託委員会に異議を

申し立てる権利を有す

る。 

第   条の規定により、

教師は委託委員会の

決定について、アルバ

ータ州控訴裁判所に

控訴する権利を有す

る。  

第  条第 項   および

   の規定により、委員

会の所有物が、小区分

   にいう 人の生徒ま

たは小区分   にいう

人の生徒の意図的な

行為または過失行為に

よって破壊、破損、紛

失、または変形された

場合は、保護者および

生徒は、発生した損害

に対して連帯して賠償

責任を負う。   

第  条に基づき生徒

が停学となる場合、保

護者は、第  条第 項

   から   に従い、停学

および停学に関わる状

況について速やかに通

知 を 受 け る 権利 を 有

し、さらに、生徒が  歳

未満の場合は、校長と

面会する機会が与えら

れる。加えて、第  条

第 項に基づき校長が

委員会に生徒を退学と

するよう提言する場合

には、生徒およびその

保護者は、生徒を追放

処分とする旨の校長の

提言について、委員会

第 条は、生徒の教育

を受ける権利を義務付

けている。第 条第 項

   および   における

生徒とは、 歳から  歳

で、かつカナダ国民も

しくは永住許可を得て

合法的にカナダに入国

した個人、カナダ国民

もしくは永住許可を得

て合法的にカナダに入

国した個人の子弟でな

ければならない。第 条

の規定により、生徒は

英語で学校教育を受け

る権利を有する。 

生徒の義務は第  条

   から   に定められて

おり、規則正しく通学す

ること、校則に従うこと、

他人の権利を尊重する

ことなどがある。第  条

の規定により、 歳から

  歳のすべての個人

は就学しなければなら

ない。第  条および第

  条に基づく通学調査

官 を 通 じ 、 就 学 を 促

す。 

  

アルバータ州の「学校

法」第  条の規定によ

り、各校は、委員会の運

営する学校ごとに、委員

会による学校審議会を

任命するものとする。学

校審議会は、制定法上

の組織で、校長の職務

を援助するものである。  



州 支援サービスの保証:  

範囲および体系  
校長の権利と義務 

  
教師の権利と義務 

 
保護者の権利と義務 

  
生徒の権利と義務 

  
ガバナンスおよび説明    

責任の概要 

に陳情することができ

る。 

第   条第 項におい

て、カナダの権利と自

由の憲章第  条に基

づき、個人がその子弟

にフランス語で教育を

受けさせる権利を有す

る場合、その個人の子

弟は、当該権利が適用

される州内のあらゆる

場所において、これら

の権利に基づく教育を

受ける資格を有する。    

ブリティッシュ・ 

コロンビア州 
ブリティッシュ・コロンビ

ア州には、（    年

月  日付けの官報第

    号発行の時点で）

特別の支援を必要とす

る生徒に対応するため

に制定法で義務付けら

れたプログラムで、現

在運営されているもの

はない。    年に、規

則に定める日に施行す

ることを条件として法制

化が審議された。この

規則では、特別支援を

必要とする生徒の定義

を、「『特別支援を必要

とする』生徒とは、   学

習障害のある生徒、ま

たは   知力、身体、感

覚、感情、行動上の性

質に障害のある生徒と

法令の規定により、校

長および教頭、教務主

任をまとめて「学校運

営責任者」とする。学校

運営責任者の義務は

第  条に定められてい

る。第  条の規定。

第  条   および   の

規定により、学校を運

営する委員会が第  

条第 項   に従って作

成した規則に別段の定

めがなく、かつ停学が

これらの規則に基づい

て実施される場合は、

学校長、教頭または教

務主任あるいは学校の

教育長は、学校の生徒

を停学にすることがで

きる。  

教師の責任は第  条

第 項および 項に定

められており、「教育プ

ログラムの企画、監督、

審査および個別の生

徒または生徒集団への

指導、能力査定、成績

評価」などがある。第  

条第 項では、教師は

規則で定められた義務

を履行しなければなら

ないとしている。 

委員会が教師を停職ま

たは免職にする場合

は、第  条第 項   に

従って、当該の停職ま

たは免職をその事由と

ともに速やかに教育大

学の評議会に報告しな

ければならない。ただ

第 条第 項   から   

の規定により、学齢期

の生徒の保護者は、生

徒の学校での出席状

況および行動、学習進

度について報告を受け

る権利を有する。第 条

第  項    の 規定によ

り、保護者は、要請によ

り、学校の学校教育計

画および学区の説明

責任に関する規約を閲

覧する権利を有する。  

第 条第 項により、保

護者は、生徒の教育プ

ログラムについて、教

師または校長、教頭、

教務主任と面談するこ

とができるが、教師また

は校長、教頭、教務主

学校に  または  、  

年生が在籍する場合

は、当該学年のいずれ

かに在籍する就学年齢

の生徒で、学校長が当

該学年に在籍する生

徒と協議の上で毎年指

名する 名を学校教育

計画審議会の委員とす

る。 

第 条第 項の規定に

より、個人が就学年齢

で、かつ学区の居住者

である場合は、その個

人は、その学区の委員

会が実施する教育プロ

グラムに在籍する資格

を有する。第 条第 項

の規定において、個人

が就学年齢のブリティ

  



州 支援サービスの保証:  

範囲および体系  
校長の権利と義務 

  
教師の権利と義務 

 
保護者の権利と義務 

  
生徒の権利と義務 

  
ガバナンスおよび説明    

責任の概要 

する」としている。法律

が制定されれば、大臣

の定め る規 則 に従っ

て、特別支援が必要で

あると認定された生徒

を援助するために特殊

教育の教師の補助教

員が雇用される。  

し、制定法では、停職

の報告が受理された

後、決定に対して異議

を申し立てる教師個人

の権利については、言

及していない。  

任からの要請があった

場合は面談に応じなけ

ればならない。 

第 条第 項の規定に

より、学校または州立

学校に通う就学年齢の

生徒の保護者は、当該

学校の保護者の諮問

委員会の設立につい

て、委員会または場合

によっては大臣に申請

することができる。 

委員会は、第 条第

項に従って学校教育計

画審議会を設立する。

委員会の学区にある学

校ごとに学校教育計画

審議会を設置しなけれ

ばならない。特に注目

される点は、学校教育

計画審議会の委員に、

保護者の諮問委員会

の保護者 名が含まれ

ることである。

第   条第 項の規定

に従い、学校教育計画

審議会は、学校教育計

画の作成中に保護者

の諮問委員会と協議し

なければならない。  

保護者は、第 条第

項   に基づき、生徒に

ついて委員会が保管

するあらゆる指導記録

ッシュ・コロンビア州の

居住者であり、かつ教

育プログラムを実施可

能な学校に当該個人

のための空席および施

設があると教育プログラ

ムを実施する委員会が

判断した場合は、その

個人は、当該学区の委

員会が実施する教育プ

ログラムに登録し、ブリ

ティッシュ・コロンビア州

にあるいずれかの学校

に就学することができ

る。 

第 条の規定により、生

徒は、各自の教育プロ

グラムについて、教師

または校長、教頭、教

務主任と面談する権利

を有する。 

生徒は、第  条に従っ

て、委員会の決定に対

して異議を申し立てる

権利を有する。

第 条第 項   および

   の規定により、生徒

は、通学する学校また

は州立学校長が承認し

た校則ならびに委員会

または州立学校の行動

規範およびその他の規

則、方針に従わなけれ

ばならない。  



州 支援サービスの保証:  

範囲および体系  
校長の権利と義務 

  
教師の権利と義務 

 
保護者の権利と義務 

  
生徒の権利と義務 

  
ガバナンスおよび説明    

責任の概要 

を精査する権利を有す

る。第 条第 項の規定

により、カナダの権利と

自由の憲章第  条に

基づきその子弟に英語

以外の言語で教育を

受けさせる権利を有す

る保護者の生徒は、当

該教育を受ける資格を

有する。 

第  条第 項の規定に

より、生徒の保護者ま

たは生徒は、委員会の

決定が生徒の教育また

は健康、安全に重大な

影響を及ぼす場合、そ

の決定について異議を

申し立てることができ

る。 

第  条第 項の規定に

より、就学年齢の児童

の保護者はその子弟を

学校に登録しなければ

ならない。

第  条の規定により、

委員会またはフランス

語教育局の所有物が、

生徒またはフランス語

教育の生徒の意図的

な行為または過失行為

によって破壊または破

損、紛失し、私的に流

用された場合は、その

生徒およびその生徒の



州 支援サービスの保証:  

範囲および体系  
校長の権利と義務 

  
教師の権利と義務 

 
保護者の権利と義務 

  
生徒の権利と義務 

  
ガバナンスおよび説明    

責任の概要 

保護者は、当該生徒の

行為について、委員会

またはフランス語教育

局に対し連帯して賠償

責任を負うものとする。  

マニトバ州 残念ながら、マニトバ州

公立学校法（   ）と教

育施行法（   ）のど

ちらにも特別支援に関

する論議についての記

載はない。  

   第    条第 項の

規定により、各校の校

長は、   第 条第

項（ ページ）に定める

学校の諮問委員会と協

議の上、   生徒ならび

に職員の行動規範およ

び学校の緊急時対応

策を制定し、   行動規

範および学校の緊急

時対応策を少なくとも

年に 度見直さなけれ

ばならない。 

さらに、第   条第 項

の規定では、校長の雇

用者である教育委員会

によって任命された通

学状況調査官に、児童

の欠席を報告すること

は校長の義務であると

している。  

契約を終了する場合、

第  条第 項   に従っ

て、教師は、同意事項

の終了に関する内容を

調停委員会に提出す

るよう要求することがで

きる。調停委員会は、

教師が指定した代表委

員 名と、教育委員会

が指名した代表委員

名、および指名された

この 名の双方が容認

の上選考した第三者で

構成され、この第三者

が調停委員会の議長と

なる。この場合、この

名のいずれも教育委員

会の委員または職員で

あってはならない。 

第  条第 項   の規

定により、すべての聴

聞が終了した後で、調

停委員会が、契約を終

了する理由が合意事

項を終了する事由には

該当しないと判断した

場合は、委員会は当該

契約が引き続き効力を

有することを指示し、ま

た、仲裁法の規定する

保護者の権利は   

第    条   から   に

定められている。この中

には、諮問委員会、地

域の学校委員会または

自分の子弟の学校の

学校委員会の委員に

なる権利、学校または

学区もしくは学区域の

規律や行動管理方針

について知る権利、方

針が制定または改定さ

れる前の協議に参加す

る権利、子弟を追放処

分とする決定がなされ

る前に教育委員会に陳

情する子弟に同席し、

子弟を援助する権利な

どがある。 

第    条第 項の規定

により、保護者は、第

    条第 項   から   

の条件に従って生徒の

個人ファイルを閲覧す

る権利を有する。

第    条第 項の規定

により、保護者または

成年に達した生徒は、

個人ファイルの閲覧を

生徒の権利は   第

    条第 項および第

 項に記載されている。

第    条第 項では、

生徒は、第    条から

第    条の規定に従っ

て、マニトバ州のいず

れかの学校が実施する

プログラムに在籍する

権利があるとしている。 

第    条第 項   から

   において、生徒は、

定期試験および成績

や達成度に関する評

価を受ける権利および

第    条第 項に基づ

き成年に達した時点で

各自の個人ファイルを

閲覧する権利、自らを

追放処分とする決定が

なされる前に保護者そ

の他の成人の援助者を

伴って教育委員会に陳

情する権利を有する。  

生徒の責任は第     

条   から   に定めら

れており、規則正しく通

学して授業を受けるこ

と、学校および学区もし

   第  条の規定に基

づいて、「諮問委員会」と

いう組織が設置される。

諮問委員会の構成につ

いては、第  条第 項

   から   に定められて

いる。諮問委員会の構

成員には教育省次官を

含む。

諮問委員会の目的およ

び義務は   第  条第

 項から第 項に定めら

れており、大臣が照会し

た事項を検討することな

どがある。諮問委員会

は、大臣に年次報告書

を提出するものとし、有

益かつ得策と思われる

場合は教育全般を推進

する提案や提言を行うこ

とができる。  
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異議申し立てに従い、

調停委員会の決定お

よび命令が当事者を拘

束するものとする。 

教師の義務は   第

  条   から   に定め

られている。これらの義

務には、学校の秩序と

規律を維持すること、

生徒が学校に凶器や

武器を持ち込んだ場合

はそれを没収するか、

没収されるようにして教

師の管理下に置くこと、

さらにその武器を校長

に引き渡すことなどが

ある。校長は、武器の

引き渡しを受けた後、

保護者または後見人に

通知して、生徒が停学

または追放処分になる

可能性のあることを警

告する。 

さらに、第   条第 項

の規定において、教師

は、校長と同様に、法

令の規定に反する欠席

について、通学状況調

査官に報告しなければ

ならない。  

拒否する教育委員会

の決定に対して異議を

申し立てることができ

る。この場合、閲覧の

拒否が通知された日か

ら  日以内に裁判所

に申請書を提出するも

のとする。

第  条第 項の規定に

より、保護者は、学校で

宗教教育が行われるよ

う請願書を提出する権

利を有する。 

保 護 者 の 責 任 は 第

    条   および   な

らびに第    条に定め

られている。これらの責

任には、子弟が学校お

よび学区もしくは学区

域の生徒規律や行動

管理方針ならびに学校

の行動規範に従うよう

に、教師および学区の

その他の職員に全面

的に協力する義務を含

む。第     条   の規

定により、保護者は、そ

の子弟が規則的に通

学できるよう正当なあら

ゆる手段を講じる責任

を有する 。さら に、第

    条の規定におい

て、学区または学区域

の所有物が児童の意

図的な行為または過失

くは学区域の規律や行

動管理方針ならびに学

校の行動規範に従うこ

と、教師または学区もし

くは学区域のその他の

職員が定めた課題その

他の関連学習を終える

こと、学校の所有物や

学校に雇用されている

または通う他人の所有

物を大切に扱うことなど

がある。  
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行為によって破壊また

は破損、紛失、私的に

流用された場合は、児

童およびその保護者

は 、 そ の 損 失に つ い

て、教育委員会に対し

連帯して賠償責任を負

うものとする。 

ニュー・ブランズウィック

州 
例外的な生徒のための

プログラムおよびサー

ビスは法令第  条に定

められている。第  条

第 項では、「関係する

教育長が、有資格者と

協議の上、個人の行動

またはコミュニケーショ

ン、知力、身体、知覚、

複数の例外性が学習

進度の遅延の原因とな

っていると判断した場

合は、教育長はこの個

人に必要な特殊教育

プログラムを検討する。

この場合、当該個人を

本法令における例外的

な生徒とする」としてい

る。当然のことながら、

この判断が、保護者を

交えた協議なしに決定

されることはない。第  

条第 項の規定により、

関係する教育長は、第

 項に記載の判断に至

る過程および生徒用の

特殊教育プログラムや

校長の義務は第  条

第 項   から   に定め

られており、その代表

的なものとして、安全で

積極的かつ能率的な

学習環境を構築および

維持するために適切な

処置を講じること、学校

に在籍する生徒の保護

者向けに年次の学校

業績報告書を作成する

こと、かかる報告につい

て保護者および学校の

ある地域社会に通知す

ること、教師および学校

で雇用されているその

他の職員の勤務評価

を行うことなどがある。  

教師の責任は第  条

第 項   から   ならび

に第  条第 項に定め

られている。第  条第

 項の規定における教

師の義務には、若年者

に影響を与える責任あ

る立場にふさわしい言

動を常に心がけること、

あらゆる人々に対して

信頼、正義、思いやり、

敬意をもって接すること

の意義を身をもって示

し各生徒にそれらを奨

励すること、それぞれの

生徒が規定の学習成

果をあげるよう援助する

ことを目標とし、積極的

な学習環境を推進する

学習方針および評価

方法を見つけて実践す

ることなどがある。 

こ れ ら の 義 務 に 加 え

て、第  条の規定に従

って、教師は校内の秩

序と規律を維持する義

務を有する。  

第  条第 項は、法令

に基づき学校ごとに保

護者による学校支援委

員会を設置しなければ

ならないとしている。第

  条第 項の規定によ

り、保護者による学校

支援委員会の委員の

過半数は、その学校に

在籍する生徒の保護

者またはその学校に在

籍する生徒の保護者か

らその保護者の代理人

として推薦された個人

でなければならない。 

保護者は、第  条第

項に基づいて生徒の

指導記録を閲覧する権

利を有する。ただし、こ

の権利は絶対的なもの

で は な い 。第   条第

   項の規定により、生

徒が  歳に達したら、

生徒の保護者は、保管

された、生徒に関する

いかなる記録も、生徒

の承諾なしに閲覧する

さらに、第  条第 項

の規定により、学校内

に高校課程がある場

合、高校過程の学年に

在籍し、その学校の生

徒から選出された 名

の生徒を、保護者によ

る学校支援委員会の

委員とする。

第   条第 項   から

   の規定において、生

徒にはさまざまな義務

があるが、与えられた

宿題に取り組むこと、他

人の権利を尊重するこ

と、安全で積極的な学

習環境の維持に貢献

することなどが含まれ

る。第  条では、学校

に通うことは義務である

としている。 

生徒は、 第 条に従っ

て、無償で教育を受け

る権利を有する。これら

の権利は、第 条にお

いて、生徒の特定言語
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的なニーズが満たされ

ていることを確認するこ

と、子弟が学校にいる

間および通学中におけ

る行為に十分な注意を

払うことなどの義務があ

る。   

第  条第 項の規定で

は、生徒に関する話し

合いに参加する場合、

礼儀正しく行動し、規

定の手続に従うことは

保護者の義務である。  

  

ニューファンドランド･

ラブラドール州 
ニューファンドランド･ラ

ブラドール州には、制

定法内に「特別支援の

必要な」生徒を定義す

る、あるいは当該生徒

に適用される範囲や機

構を規定する特定の条

項は存在しない。特殊

教 育に つ い て は 、第

   条第 項   で大臣

の権限に関連して言及

されている。当該条項

によると、大臣は特殊

教育に関する政策通

達を発することができる

としている。加えて、第

  条第 項   の規定

では、ニューファンドラ

ンド・ラブラドール州に

ある特定の学区内の各

校長の義務は第  条

第 項   から   に定め

られている。これらの義

務には、その代表的な

ものとして、校内でのリ

ーダーシップの発揮、

学校の管理、学校で実

施するプログラムの評

価およびその評価の提

出、学校構内および校

長が学校の教師ととも

に学校活動に定めたそ

の他の緒活動における

秩序と規律の維持など

がある。 

第  条第 項の規定に

おいて、校長は、その

地位により、勤務する

学校の学校審議会の

委員となることが義務

教師の責任は第  条

   から   に定められて

いる。これらの責任に

は、その代表的なもの

として、生徒に教科を

教え、励ましながら学

習を促進させること、定

期的に生徒を評価し、

その結果を一定期間ご

とに生徒および保護者

に報告すること、校長

の指導の下、生徒が学

校構内にいる間および

校長が学校の教師とと

もに学校活動に定めた

諸活動に出席または参

加している間の生徒の

秩序と規律を維持およ

び監督すること、法令

に基づいて承認された

第  条第 項   および

   の規定により、就学

生徒の保護者は、生徒

の学校での出席状況

および行動、学習進度

について報告を受ける

権利を有する。さらに、

要請により、当該学校

および学区の教育プロ

グラムの全般的な効果

に関する年次報告書を

閲覧する権利を有す

る。第  条第 項の規

定により、就学生徒の

保護者は、生徒の教育

プログラムについて、教

師または主任に面談を

要請することができる。

また、その要請が頻度

その他の状況において

第 条第 項および第

項の規定により、制定

法が規定する要件を満

たす個人は、かかる年

度において、本法令に

基づく教育プログラム

を 受 け る 資 格を 有 す

る。第 条の規定によ

り、すべての生徒は英

語による教育を受ける

資格を有する。第 条

の規定により、カナダの

権利と自由の憲章第

  条に基づき個人がそ

の子弟にフランス語で

教育を受けさせる権利

を有する場合は、その

個人の子弟は、当該権

利が適用される州内の

あ ら ゆ る 場 所 に お い

第  条第 項から第 項

の規定により、各校の校

長によって学校審議会

が設置される。学校審議

会は、校長、 名以上

名以下の学校の教師、

名もしくは 名以下の地

域住民（この地域住民が

学校に在籍する児童の

保護者でなければなら

ないという明示的な記述

はない）で構成される。  

  

第  条第 項の規定に

より、学校審議会の目的

は、学校プログラムの質

および同校の生徒の到

達度を向上させるための

方針、業務、活動を奨励
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サービスを作成する過

程で、生徒の保護者が

協議に参加できるよう

にするものとする。 

第  条第 項の規定に

より、関係する教育長

は、すべての生徒の教

育的なニーズを十分に

顧慮した上で自ら実行

可能と思われる範囲に

おいて、特殊教育プロ

グラムおよびサービス

を受ける例外的な生徒

が、通常の教室で例外

的ではない生徒と一緒

に参加できる環境にい

られるようにする。

第  条第 項   および

   の規定は、例外的な

生徒が、虚弱体質、入

院または病後の回復

期、あるいは学校環境

では提供できない程度

のケアが必要な状態ま

たはその必要性のいず

れかにより学校におい

て特殊教育プログラム

を受けることができない

場合、関係する教育長

は、生徒の家庭その他

の環境でプログラムま

たはサービスを実施す

ることができる。  

第  条第 項の規定に

より、大臣は、正当な理

由をもって教師の免許

を停止または失効にす

る権利を有する。第  

条第 項は、教員資格

に関する異議申立委

員会の導入を義務づけ

ている。   

第  条第 項の規定に

より、教師は、第  条

第 項に基づき、大臣

の決定に対して異議を

申し立てることができ

る。   

異議申立委員会が事

案について聴聞し、第

  条第 項に基づいて

決定を下すこととした場

合には、第  条第 項

の規定に従い、この決

定が最終決定となる。  

こ と は で き な い 。 さ ら

に、教育長は、第  条

第 項により、指導記録

の閲覧が生徒の今後

の育成に悪影響を及

ぼ す と思 わ れ る 場 合

は、記録の閲覧を拒否

する権利を有する。当

該権利にかかわらず、

保護者は、第  条第

項により、規則に従っ

て、拒否に対して異議

を申し立てる権利を有

する。  

第  条第 項の規定に

より、保護者は、 授業

日を超える停学に対し

て、規則に基づいて異

議を申し立てる権利を

有する。 

保護者の義務は第  

条第 項   から   なら

びに  条第 項、  条

第 項に定められてい

る。第  条第 項の規

定により、保護者は、そ

の子弟に宿題をさせる

こと、子弟が最善の利

益が得られるよう必要

に応じて子弟の通う学

校に勤める学校職員と

適宜連絡をとること、法

令で義務付けられてい

るとおり子弟を通学さ

せること、子弟の基本

の語学力に応じて、無

償教育を英語で受ける

権利とフランス語で受

け る 権 利 に 分 類 さ れ

る。 
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種教育委員会の義務

の つは、「特殊教育に

関して大臣が交付する

生徒向けの方針および

指導要領に、管轄下に

ある学校が従っている

ことを確認すること」とし

ている。  

付けられている。 

第   条第  項    から

   の規定により、生徒

が常時わがまままたは

反抗的な場合、あるい

は学校の適切な運営

に悪影響を及ぼすよう

な行動をとる場合、校

長は、その生徒に警告

を与え、その警告の日

付と理由を記録し、生

徒が警告されたことを

保護者に書面にて通

知し、警告の原因とな

った状況について生徒

の保護者と協議するも

のとする。第  条第

項の規定により、一定

の期間後かつ委員会

のしかるべき職員との

協議の後、生徒が改善

に向け十分努力してい

な い と 判 断 さ れ る 場

合、校長は委員長に書

面で報告し、生徒を追

放処分とするよう委員

長に提言するものとす

る。  

第  条    の 規定に よ

り、校長は、委員会の

方針に基づいて、生徒

に欠席または退出の許

可を与える権利を有す

る。    

教育の実施に適用され

る目標や規範を推進す

ることなどがある。 

第   条第  項 に 従っ

て、教師は、校長と同

様、生徒が規則的に学

校に通えるよう正当な

あらゆる努力をすること

が 義 務付 け られ てい

る。   

第  条第 項により、教

師は、生徒の教育プロ

グラムについて、生徒

の保護者に面談を要

請する権利を有する。  

第  条第 項の規定に

より、教師は、委員会の

規約条項に従って、

回の授業への生徒の

出席を禁じることができ

る。    

不合理である場合を除

き、教師または主任が

その要請に応じるよう

要求することができる。  

第  条第 項から第

項の規定により、生徒

の保護者、または生徒

が  歳に達している場

合はその生徒は、生徒

に影響を及ぼす委員

会の決定に対して異議

を申し立てることができ

る。   

第  条第 項により、生

徒を追放処分とする決

定がなされる前に、生

徒の保護者、または生

徒が  歳以上の場合、

その生徒は委員長に

陳情する権利を有す

る。第  条第 項によ

り、第  条に従って生

徒が追放処分を受けた

場合、生徒の保護者、

または生徒が  歳以

上の場合は当該生徒

は、退学の発効日から

  日以内に、退学につ

いての再審査を委員会

に書面にて要請するこ

とができる。   

第  条第 項および第

 項の規定により、保護

者は、校内で行われる

て、これらの権利に基

づく教育を受ける資格

を有する 。

第  条第 項の規定に

より、生徒は無償で教

育を受ける権利を有す

る。

第 条の規定により、

歳から  歳の個人は、

第 条に定める事由の

いずれか つに該当す

るため出席を免除され

ている場合を除き、通

学 し な け れ ば な ら な

い。第  条の規定によ

り、すべての生徒は学

校の規律および校則に

従わなければならず、

また規定のカリキュラム

に含まれる学習活動を

遂行しなければならな

い。   

  

し、推進することである。  
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第  条   の規定によ

り、校長は、特定の職

務を教師に割り当てる

権利を有する。第  条

第 項   から   の規定

により、校長は、生徒に

対し、 回もしくは複数

回の授業あるいは つ

もしくは複数のコースま

たは学校プログラムへ

の出席、登校、スクー

ルバスへの乗車、委員

会が主催するまたは承

認した緒活動への参加

を禁止する権利を有す

る。第  条第 項によ

り、校長は、校長または

教師に禁止された事項

を復元する権利を有す

る。   

  

宗教的な行事から生徒

を退出させるよう要請

する、あるいは校内で

宗教的な行事を行うよ

う要請するかいずれか

の権利を有する。第  

条第 項により、保護者

は生徒の指導記録を

閲覧する権利を有す

る。また、第  条第 項

により、指導記録に不

正確または不完全な情

報が記載されていると

の見解を有する保護者

は、校長に記載事項を

確認するよう要請する

ことができる。 

第  条第 項の規定に

より、第 条に基づき就

学が義務付けられてい

る児童の保護者は、そ

の児童を連れて学校へ

行き登録しなければな

らない。第  条の規定

により、保護者は、本法

令に基づいて子弟の

出席が許可されていな

い場合を除き、子弟を

通学させなければなら

ない。   

第  条の規定により、

委員会または職員の所

有物が、生徒の意図的

な行為または過失行為

によって破壊、破損、ま
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たは私的に流用された

場合は、当該生徒およ

びその保護者は、その

生徒の行為について、

委員会に対して個別に

または共同で賠償責任

を負うものとする。  

ノバ・スコシア州 第  条第 項の規定に

より、子弟のための個

別プログラムの作成に

参加することは、特別

支援を必要とする生徒

の保護者の権利であ

る。さらに、第  条第

項   および   の規定

により、特別支援を必

要とする児童の保護者

がその児童のために作

成された個別プログラ

ムに同意せず、意見の

相違が教育委員会の

異議申し立ての手続き

によっても解決されな

い場合は、保護者また

は教育委員会は、規則

に定められたとおりに

異議申し立てを開始す

ることができる。   

第  条第 項   の規

定において、規則なら

びに大臣の方針および

指導要領に基づいて、

特別支援を必要とする

児童のために、同学年

の級友と一緒の通常の

校長の職務と義務は第

  条第 項および第

項   から   に定められ

ている。校長のさまざま

な義務は第  条第 項

   から   に定められて

おり、その代表的なも

のとして、安全で整然と

し、かつ積極的で効果

的な学習環境を構築

および維持するために

適切な処置を講じるこ

と、生徒の保護者と定

期的に連絡を取り合う

こと、教育委員会が制

定した方針に基づき学

校に在籍する生徒が毎

日規則的に通学できる

よう妥当なあらゆる手段

を講じること、州および

教育委員会の方針に

順守していることを確

認することなどがある。   

第   条の規定により、

生徒が常時わがままま

たは反抗的な場合、ま

たは学校の適切な運

営あるいは学校に在籍

教師の義務は第  条

第 項   から   に定め

られている。これらの義

務の中には、その代表

的なものとして、学習法

の個人差を理解し、適

切な範囲でその違いに

対応すること、生徒に

学問の探究を奨励する

こと、生徒の学習成果

があがるよう援助するこ

とを目標とし、積極的な

学習環境を推進する指

導 方 法 を 実 践 す る こ

と、生徒の権利を尊重

すること、安全で整然と

した学習環境の構築お

よび維持に必要な妥当

なあらゆる手段を講じる

ことなどがある。

さらに、第  条に記載

さ れ て い る 義 務 に 加

え、教師には、第  条

に基づき、始業から終

業までの間学校の構内

全体を監視および監督

する権限があり、教育

委員会および校長の

第   条の規定により、

生徒が 授業日以上の

期間停学になる場合に

は、教育委員会は、生

徒の保護者と協議の

上、規則に基づいて、

その生徒に他の教育

手段を手配するための

適切なあらゆる努力を

しなければならない。 

第   条第 項および

第 項の規定により、生

徒の保護者、または生

徒が  歳に達している

場合はその生徒は、生

徒のスクールバスの利

用を 日間以上禁止す

る校長の決定に対して

異議を申し立てること

ができる。 

保護者の義務は第  

条第 項   から   に定

められており、子弟が

学習成果をあげるよう

援助すること、規則で

義務付けられていると

おりに子弟が通学でき

第   条の規定により、

生徒が 授業日以上の

期間停学になる場合に

は、教育委員会は、生

徒の保護者と協議の

上、規則に基づいて、

その生徒に他の教育

手段を手配するための

適切なあらゆる努力を

しなければならない。 

第   条第 項および

第 項の規定により、生

徒の保護者、または生

徒が  歳に達している

場合はその生徒は、生

徒のスクールバスの利

用を 日間以上禁止す

る校長の決定に対して

異議を申し立てることが

できる。  

生徒の義務は第  条

第 項   から   に定め

られており、学習の機

会のすべてに参加する

こと、規則正しく通学す

ること、安全で整然とし

た学習環境の維持に

学校諮問委員会は第  

条第 項   から   に従

って設置される。

学校諮問委員会の義務

は第  条   から   に定

められており、教育委員

会の選挙委員会の代表

を介して学校長の選出

に参加すること、カリキュ

ラムやプログラム、学校

業務、生徒の規律、募

金、保護者と学校間の

連絡などの事項につい

て、校長および学校職

員に助言すること、学力

向上および積極的な学

習環境を推進する学校

方針の策定について助

言することなどの職務が

ある。 
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教育環境における教育

プログラムを作成およ

び実施することは、州

内の教育委員会の義

務である。    

する他の生徒の福祉ま

たは教育に悪影響を及

ぼすような行動をとる場

合、校長は、 日以内

の期間でその生徒を停

学にする権利を有す

る。  

第   条第 項の規定

により、生徒を第   条

に従って停学とし、か

つ生徒を 授業日以上

の期間停学とする必要

があると校長が考える

場合、校長は、書面に

て、生徒を 日以上の

期間停学にする理由と

ともに教育委員会に提

言することができる。   

第   条の規定により、

生徒が 授業日以上の

期間停学になる場合に

は、教育委員会は、生

徒の保護者と協議の上

で、規則に基づいて、

その生徒に他の教育

手段を手配するための

正当なあらゆる努力を

しなければならない。 

第   条の規定におい

て、生徒が自らの判断

で教育委員会の妥当

な規則またはバスの運

転手の指示に従うこと

を拒否した場合、ある

職権に従って、学校に

在籍する生徒以外で

学習環境を乱すいかな

る個人を構内から退去

させることができる。  

教師は、第  条第 項

から第 項の規定に従

い、停職、契約終了ま

たは解雇に対して意義

を申し立てる権利を有

する。第  条第 項の

規定により、停職また

は解雇された、あるい

は終身雇用契約を解

除された教師は、停職

または解雇、契約解除

から  日以内に、教育

委員会および大臣に

書面による通知を提出

することにより、停職ま

たは解雇、契約解除に

対して異議を申し立て

ることができる。  

第   条の規定におい

て、クラス内の生徒が

執拗に反抗的または挑

戦的な場合、あるいは

授業の適切な進行ある

いはクラスの他の生徒

の福祉または教育に悪

影響を及ぼすような行

動をとる場合、クラスの

教師は、その生徒にク

ラスから退出するように

命じることができる。そ

るようにすること、子弟

の学校と定期的に連絡

を取り合うこと、学校に

通う子弟が十分な栄養

と休息をとるようにする

など子弟の基本的なニ

ーズが満たされている

ことを確実にすること、

子弟の教育に尽力する

教師を支援することな

どがある。第   条の

規定により、保護者ある

いはいかなる児童を預

かるまたは監督するそ

の他の個人は、教育委

員会からその児童の名

前が記載された通知を

受け取った日から 日

以内に、児童を就学さ

せ、規則的に通学させ

なければならない。

第  条第 項の規定に

より、保護者は、特定の

公立学校に学校諮問

委員会を設立するよう

教育委員会に請願書

を提出する権利を有す

る。   

第   条第 項の規定

により、生徒が第   条

に従って停学となる場

合、保護者は、停学の

理由について校長から

通知を受ける権利を有

する。第   条第 項の

貢献すること、他人の

権利を尊重すること、

学校または教育委員会

の規律方針を順守する

ことなどの義務がある。

第   条の規定におい

て、州内の 歳以上  

歳未満のすべての居

住者は、規則に従って

就学しなければならな

い。  

第 条第 項により、生

徒はノバ・スコシア州内

の公立学校に無償で

通学する権利を有す

る。第  条第 項   の

規定により、 学年以上

に就学する生徒は、当

該学校の学校諮問委

員会の代表委員となる

権利を有する。第  条

第 項の規定により、生

徒は、教育委員会の方

針に従って、学校諮問

委員会その他の委員

会の代表委員を通じ

て、自校に関わる採決

に参加する権利を有す

る。第  条第 項の規

定により、各自の学習

進度についての通知を

定 期 的 に 受 け る こ と

は 、 生徒 の 権利 で あ

る。   
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いはバス乗車中の生徒

の自己判断による行動

がバスを利用する他者

の安全を脅かす場合に

は、校長は、その生徒

がスクールバスを利用

する権利を停止する権

利を有する。

第   条第 項および

第 項の規定により、生

徒の保護者、または生

徒が  歳に達している

場合はその生徒は、生

徒のスクールバスの利

用を 日間以上禁止す

る校長の決定に対して

異議を申し立てること

ができる。 

  

の生徒については校長

に委ねられるものとす

る。  

  

規定により、生徒また

はその生徒の保護者

は、第 項に基づく通

知を受領した日から

授業日以内に、第   

条による停学について

教育委員会に再審す

るよう要請することがで

きる。   

第   条第 項の規定

により、校長が生徒を

日以上停学にする旨を

提言する場合は、保護

者は、この提言および

その理由についての通

知を受ける権利を有す

る。さらに、第   条第

 項に従って教育委員

会によって停学が延長

された場合は、保護者

は、第   条第 項に

基づく延長について通

知を受ける権利を有す

る。また、生徒またはそ

の生徒の保護者は、第

   条第 項に従って、

その決定に対して委員

会に異議を申し立てる

ことができる。     

オンタリオ州 制定法の定義に関する

条項において、「例外

的な生徒」とは、行動ま

たはコ ミュニ ケーショ

ン、知力、身体、複数

の例外性のために、特

校長の義務は第   条

第 項   から   に定め

られており、これらの義

務には、代表的なもの

として、校内の秩序と規

律を維持すること、学

    第  条第 項   および

   の規定により、 歳か

ら  歳のすべての児童

は、第  条第 項   か

ら   に定める例外のい

ずれかに該当する場合

第    条第 項   の規

定 に よ り 、 英 語 名 を

                
        （オンタリオ保

護者審議会）、フランス

語 名 を          
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殊教育プログラムを受

ける必要があると委員

会が認めた生徒をい

う。  

「特殊教育プログラム」

とは、例外的な生徒に

ついての継続的な能力

査定および成績評価

の結果に基づくまたは

その結果によって修正

される教育プログラム

で、例外的な生徒のニ

ーズを満たす特定の目

的や教育サービスの概

要を規定する計画が盛

り込まれているものをい

う。  

第 条第 項の規定に

より、教育大臣は、本

法令および規則に基

づき、オンタリオ州内の

例外的な児童の全員

が、オンタリオ州の居住

者であるその保護者ま

たは後見人が費用を支

払わなくても適切な特

殊教育プログラムまた

は特殊教育サービスを

受けることができること

を保証し、また特殊教

育に在籍することが適

切であることを保護者

または後見人に理解を

求めるものとする。さら

に、第 条第 項   お

校の職員間の取り組み

において協力および協

調を高めること、しかる

べき監督官による修正

の上で、校長が妥当と

認 め る 生 徒 を 昇 級 さ

せ、生徒それぞれにそ

の旨の通知書を発行

すること、生徒の健康

および快適性、学校の

清潔さや温度、換気、

教材その他の学校の

所有物の取り扱い、校

舎および校庭の状態

や外観に常に注意を

払うことなどがある。 

これらの義務に加え、

第      条第 項の規

定により、校長は、第

      条第 項に従っ

て特定の教育委員会

が義務付ける教師の年

間の勤務評定を実施し

なければならない。   

停 学に つ い て は 、 第

   条第 項   から   

に、校長が生徒に停学

を強制する数々の違反

行為が記載されてい

る。これらの行為には、

他人に深刻な身体的

危害を加えるとする言

葉による脅迫、アルコ

ール性飲料および違

法薬物の所持、教師ま

を除き、就学が義務付

けられている。第 条第

 項（  ）により、大臣は

規則に基づいて生徒

の義務を定める権限を

有するが、保護者と同

様、制定法には生徒の

義務は定められていな

い。  

第   条第 項の規定

により、大臣は、委員会

に、停学になった生徒

を対象とする特別プロ

グラム、コース、サービ

スの設置および管理を

命じることができる。ま

た、生徒のそれぞれの

状況、場所、分類に応

じて異なる要件を課す

ことができる。第   条

第  項    の規定に よ

り、大臣は、委員会に、

追放処分を受けた生徒

を対象とする特別プロ

グラム、コース、サービ

スの設置および管理を

命じることができる。さら

に、第   条第 項の

規定により、大臣は、追

放処分を受けた生徒が

学校への復学を準備

するための つまたは

複数のプログラムを設

置すること、およびプロ

グラムに関する特別案

                     
という審議会は存続し、

大臣が指名する  名以

内の委員で構成されるも

のとする。第    条第  

項   および   に定めら

れている審議会の権能

は、初等教育および中

等教育に関する問題に

ついて、および初等教

育および中等教育への

保護者の関与を強める

方法について、大臣に

助言することである。  

さらに、第   条により、

教育委員会諮問委員会

という名の組織の設置が

義務付けられている。

この委員会の権能は、第

   条に示すとおり、委

員会の管轄下にある学

校の教育上の事項に関

して、教育委員会に報告

および提言することであ

る。 
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よび   の規定により、

大臣には、教育委員会

に生徒の学習能力およ

び必要な支援を早期

および継続的に認定

する手続きの実施を命

じる義務があり、かかる

手続きが実施されるた

めの基準を大臣は定め

るものとする。また、大

臣には、特別教育プロ

グラムおよびサービス

に関して、生徒の例外

性を定義し、例外的な

生徒のクラス、グルー

プ、分類を定めた上で

委員会にかかる定義を

使用すること、または本

条項に基づいて制定さ

れた規定の施行を命じ

る義務がある。 

第  条第 項の規定に

より、副総督は、 つま

たは複数の特殊教育

裁定機関を設置しなけ

ればならない。第  条

第 項の規定により、生

徒の保護者または後見

人が、生徒を例外的な

生徒とする認定または

学級分けに関して、規

則に基づく異議申し立

てのあらゆる権利を行

使した後も、認定また

は学級分けについての

たは責任ある地位にあ

る個人に対する暴言、

生徒の学校の所有物ま

たは生徒の学校の構

内にある施設に多大な

損害をもたらす破壊行

為、委員会の方針によ

り停学が強制されるそ

の他のいずれかの活

動への関与など があ

る。第   条第 項の規

定により、校長は、強制

的に停学となる違反行

為を行った生徒を、教

師がその違反行為を理

由にその生徒をすでに

停学にしている場合を

除き、停学にする義務

がある。  

追放処分については、

第   条第 項   から

   に、校長が生徒を追

放処分としなければな

らない数々の違反行為

が記載されている。こ

れらの行為には、銃器

の所持を含む武器の

所持、他人に身体的危

害を加える恐れのある

またはその原因となる

武器の使用、医師の治

療を必要とするほどの

身体的危害を他人に

加 え る 暴 行 、 性 的 暴

行、武器または違法薬

内を退学になった生徒

に通知するよう委員会

に命じることができる。    

第  条第 項の規定に

より、個人は、無償で、

その個人が居住生徒

に該当する学校区域、

個々の通学地域、中等

教育学区など、場合に

応じて、そのいずれか

にある学校に通学する

権利を有する。第  条

第 項の規定により、生

徒は、規則に従って、

生徒の保護者または後

見人が希望する、ある

いは生徒が成人の場

合はその生徒が希望

する宗教教育を受ける

こ とが で き る も の とす

る。一方、第  条第

項の規定では、公立学

校の生徒は、宗教的な

読本を読んだり学習し

たりする必要はなく、ま

た、生徒の保護者また

は後見人あるいは生徒

が成人の場合はその生

徒が異議を唱える信仰

上または宗教上の儀式

に参加する必要もない

ものとする。 
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決定に不満のある場合

は、保護者または後見

人は、認定または学級

分けについての聴聞を

求めて特殊教育裁定

機関に異議を申し立て

ることができる。   

第    条第 項の規定

により、各学区の教育

委員会は、特殊教育諮

問委員会を設置しなけ

ればならない。第    

条第 項   に定める特

殊教育諮問委員会の

権限および義務は、公

式会議における副総督

の規則上の権限を行

使して規定されるものと

する。 

 

  

物の売買、強盗、未成

年へのアルコール性飲

料の提供、委員会の方

針により退学が強制さ

れるその他のいずれか

の活動への関与などが

ある。第   条第 項の

規定により、校長は、強

制的に退学となる違反

行為を行った可能性が

あると思われる生徒を

停学にしなければなら

ない。  

第  条第 項   から   

の規定により、各校の

校長は、義務教育の就

学年齢でありながら義

務付けられているとおり

に通学していない生徒

全員の名前、年齢、住

所を、しかるべき就学カ

ウンセラーおよび指導

官に報告し、また、就

学カウンセラーには、カ

ウンセラーが義務教育

への通学を強制するた

めに必要なその他の情

報を提供しなければな

らない。また、生徒の除

籍および再入学につい

ては、その都度就学カ

ウンセラーに書面にて

報告しなければならな

い。  

第   条第 項の規定
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により、校長は、停学が

校長の裁量に委ねられ

ている活動に関与した

生徒を停学にすること

ができる。第   条第

項の規定により、校長

は、退学が校長の裁量

に委ねられている活動

に関与した可能性があ

ると校長が考える生徒

を停学にすることがで

きる。   

  

ノースウェスト準州 第 条第 項では、「あ

らゆる生徒は、生徒が

居住する地域の公立

学校または公立の宗派

学校の通常の教育環

境で教育プログラムを

受ける資格を有する」と

している。第 条第 項

の規定により、教育団

体は、大臣の指示に従

って、第 項を実施する

ために必要な支援サー

ビスを生徒に提供しな

ければならない。第 条

第 項の規定では、生

徒の保護者または生徒

が成人の場合はその

生徒と学区教育局が、

生徒の居住する地域で

実施される教育プログ

ラムでは生徒の教育的

なニーズを満たさない

第  条第 項の規定に

より、宗派または宗教

上もしくは信仰上の権

威者が認める、あるい

は生徒が厳守する教示

に基づく、信仰上また

は宗教上の行事に参

加するために生徒が欠

席または早退すること

が認められている場合

には、校長はその生徒

の欠席または早退を許

可 し な け れ ば な ら な

い。第  条第 項の規

定により、校長は、校内

の生徒ごとに指導記録

を作成し保管しなけれ

ばならない。   

校長のその他の義務

は第  条第 項   から

   に定められている。

教師の義務は第  条

第 項   から   に定め

られており、その代表

的なものとして、生徒に

学問の探究を奨励する

こと、生徒の身体的お

よび感情的、社会的、

知的、精神的育成を促

すような方法で生徒を

熱心に指導すること、

生徒の自尊心、尊厳、

自負心の育成を促すよ

うな教育プログラムおよ

び個別教育プランを実

践すること、生徒が他

の生徒の文化的または

信仰上もしくは宗教上

の意義や信念を尊重

するよう促すこと、生徒

が校則および生徒の行

動規範を理解し、順守

させることなどの義務が

第  条第 項の規定に

より、 歳から  歳の児

童の保護者は、学年度

の間、その児童の保護

者が居住する教育区に

ある学校に、その児童

を登録する責任を有す

る。

第  条第 項の規定に

より、生徒の保護者は、

生徒の学習進度、行動

および出席状況につい

て報告を受け、生徒の

教育、健康または安全

に重大な影響を及ぼす

決定に参加する権利な

らびに責任がある。第

  条第 項により、生徒

の保護者は、教育プロ

グラムにおける生徒の

進度について教師また

生徒の責任は第  条

第 項   から   に定め

られている。これらの責

任には、学校構内にい

る間責任を持って行動

すること、校則および生

徒の行動規範を順守

すること、校長、教師お

よび学校プログラムそ

の他のサービスを実施

するために学区教育局

から委任されたすべて

の 個 人 に協 力 する こ

と、学校構内において

他人の信仰上または宗

教上の意義や信念を

尊重すること、教育プロ

グラムに参加すること、

学習に全力を尽くすこ

となどの義務がある。第

  条第 項の規定によ

り、学年度の  月  日
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ことに合意した場合は、

第 条第 項が適用さ

れず、また、生徒が通

常の教育環境にいるこ

とが他の生徒への教育

プログラムの実施を著

し く 阻 害 す る 場 合 に

は、その生徒は地域外

で教育を受けるものと

するとしている。   

第 条の規定により、教

育従事者は、生徒のニ

ーズまたは能力に対処

するために変更を要す

ると認められる場合に

は、生徒の学校プログ

ラムを変更しなければ

ならない。    

第 条第 項では、校長

または校長が指定する

学校チームは、生徒の

個別教育プランに関す

る作成、内容、実施、

評価、変更などの事項

について、生徒の保護

者を交えて決定しなけ

ればならない。第 条

第 項の規定により、校

長は、個別教育プラン

を実施または変更する

前に、生徒の保護者か

らプランについての承

認を得なければならな

い。さらに、第 条第

項の規定により、校長

これらの義務には、そ

の代表的なものとして、

保護者および地域の

学校プログラムへの参

加を促すプログラムや

手続きを設定し実施す

ること、教育団体の指

示に従って生徒に支援

サービスを提供するこ

と、学校の組織と運営

および生徒や学校職

員の規律に責任を持

つこと、積極的な学習

環境を構築すること、

生徒および学校職員

の安全の確保に全力を

尽くすことなどの義務

がある。   

第  条第 項   から   

（   ）の規定により、校

長は、権威者への執拗

な反発、法令または規

則に基づく責任の常習

的な不履行、学校の所

有物の意図的な破損ま

たは破壊、俗悪または

乱暴な言葉の使用、学

校構内でのアルコール

性飲料または非薬用薬

物の使用またはその影

響下にあること、他の生

徒の学業または学校職

員の業務を阻害する、

他の生徒または学校職

員の身体的または精神

ある。   

第  条第 項の規定に

おいて、信仰上または

宗教上の意義や信念

についての説明が主題

の一面または全体像を

説明するために不可欠

であり、すべての生徒

の信仰上または宗教上

の意義や信念を尊重

する方法で行われる場

合 に おい て は 、教 師

は、かかる発言を行うこ

とができる。  

第  条第 項の規定に

より、教師は、学校構

内が学校のために使用

されている時間内に学

校構内で騒ぎを起こす

または起こそうとする個

人を学校構内から退去

させることができる。   

第  条第 項の規定に

より、規則に基づいて

教員資格の停止または

失効処分を受けた教師

は、規定に従って、そ

の個人の教員資格を

失効または停止とする

決定を再審するよう大

臣に要請することがで

きる。   

第  条第 項の規定に

より、大臣の決定が最

は校長と面談すること

ができるが、教師から

要請があった場合は面

談に応じなければなら

ない。  

第  条   から   の規

定により、保護者の責

任には、生徒の学習を

援助かつ 促進 するこ

と、生徒が学習する心

構えを持って登校する

ために尽力すること、生

徒に教育プログラムを

実施する教育従事者

に協力することなどの

義務がある。第  条第

 項の規定により、保護

者には、法令および規

則で義付けられている

学年度中は、生徒が学

校プログラムに規則正

しく通学するよう尽力す

る義務がある。  

第  条第 項の規定に

より、生徒が意図的に

または過失によって、

学校が所有または使用

する施設や用品を破

損、破壊、私的に流用

ま た は 紛 失し た 場 合

は、生徒およびその保

護者は、その破損、破

壊、私的流用、紛失に

ついて、学区教育局に

対し連帯して賠償責任

以前に 歳に達した者

から  歳未満のすべて

の生徒は、例外に該当

する場合を除き、法令

および規則で義付けら

れている学期中は、学

校プログラムに規則的

に通学しなければなら

ない。第  条第 項   

から   の規定により

第 条第 項   から   

の規定により   

要件を満たすあらゆる

個人は教育を受ける権

利を有する。 

第   条第  項におい

て、教育団体は、生徒

が居住する教育区の公

立学校または公立の宗

派学校に登録している

生徒に対しては、授業

料を課してはならない。   
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および生徒の保護者

は、個別教育プランの

一部または全部の決定

に生徒が関与すること

が妥当かどうか、およ

び生徒が関与する項

目と範囲について決定

するものとする。第 条

第 項の規定により、生

徒の保護者または生徒

が、個別教育プランが

生徒にとって妥当かど

うかについての校長の

決定に異議のある場合

は、保護者または生徒

は、第  条に従って、

校長の決定に対する異

議を書面にて提出する

ことができる。

第  条第 項では、教

育従事者の一員の決

定が、生徒の教育、健

康または安全に重大な

影響を及ぼす場合、あ

るいは第 条第 項に

記載の決定で ある 場

合、生徒の保護者また

は生徒は、共同または

個別に、決定に同意し

ない旨を書面にて校長

に通知することができる

としている。第  条第

項の規定により、校長

は、生徒の保護者また

は生徒からの書面によ

的な福祉を害する、あ

るいは他の生徒または

学校職員に深刻な悪

影響をもたらす状況が

生じると校長が判断す

る行為を理由に、生徒

を停学にする権利を有

する。 

 

  

終決定となる。第  条

第 項の規定により、教

師を免職にする場合ま

たは教師の契約を解除

する場合、雇用主は免

職または解除の理由を

書面にて教師に提示し

なければならない。 

  

を負うものとする。   

第  条第 項の規定に

より、生徒または生徒

の保護者は、生徒の除

籍について第  条第

項に従ってなされた控

訴委員会の決定につ

いて、規則に従って、

共同または個別で大臣

に再審を要請すること

ができる。  

第  条第 項   および

   の規定により、生徒

の保護者は、準州内の

公立学校もしくは公立

の宗派学校の教育プロ

グラムまたは私立学校

の教育プログラム、ある

いは準州内のホームス

クーリング・プログラムを

生徒に受けさせる権利

を有する。  

第  条第 項の規定に

より、生徒の保護者お

よび生徒は、生徒の指

導記録を閲覧および複

写する権利を有する。    
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る通知の受領したとき

は、決定に関する意見

の不一致の解決に当

たるものとする。また、

校長では解決できない

場合は、第  条に従っ

て、意見の不一致が解

決に向けた手続きを進

める旨を保護者または

生徒に書面通知するも

のとする。  

第  条第 項の規定に

より、生徒の保護者ま

たは生徒は、第  条第

 項に基づく校長から

の通知の日付から妥当

な期間内に、共同また

は個別に、教育従事者

の一員の決定に同意し

ない旨を学区教育局に

書面にて通知すること

ができる。第  条第

項の規定により、学区

教育局は、第 項に基

づく生徒の保護者また

は生徒からの書面によ

る通知を受領した場合

は、決定に関する意見

の不一致の解決に当

たるものとする。また、

学区教育局では解決

できない場合は、規則

に定められている手続

きに従って、決定を控

訴委員会に控訴する
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可能性のあることを保

護者または生徒に書面

で通知するものとする。   

第  条第 項の規定に

より、控訴委員会の決

定が最終決定となる。

  

プリンス・エドワード島

州 
プリンス・エドワード島

州の制定法で、特殊教

育について言及してい

るのは第 条第 項   

の み で 、 こ の 条 項 で

は、大臣は特殊教育サ

ービスの実施に関する

方針を制定する権限を

有するとしている。    

校長の責任は第  条

   から   に定められ

ており、その代表的な

ものとして、学校に雇用

されている教師が実施

する指導内容が法令に

即して規定、承認また

は認可された学習コー

スおよび教育プログラ

ムに即していることを確

認すること、生徒の健

康および快適性、安全

性に注意を払うこと、学

校向上計画を率先して

策定すること、教師と協

議の上、校長が妥当と

認 め る 生 徒 を 昇 級 さ

せ、必要に応じて生徒

にその旨の通知書、成

績表または証明書の発

行を許可することなど

の義務がある。  

第  条第 項      から

   の規定により、校長

または区域の教育長

は、生徒に対し、 回も

しくは複数回の授業あ

教師の責任は第  条

   から   に定められて

おり、その代表的なも

のとして、生徒に学問

の探究を奨励すること、

法令に従って規定また

は承認、認可され校長

または教育委員会から

担当を任された教育プ

ログラムを教えること、

教師の監視下にある生

徒の健康および快適

性、安全性に注意を払

うこと、担当する教科の

内容および教授法を常

に更新することなどの

義務がある。  

これらの義務に加え、

教師その他の学校職

員は、第   条第 項

の規定により、生徒が

放置、遺棄または虐待

されている可能性につ

いて妥当かつ相当の

理由を有する場合は、

児童保護法に基づい

て、児童福祉局の責任

第  条第 項の規定に

より、プリンス・エドワー

ド島州の学校に就学す

る個人の保護者は、個

人を学校に通わせなけ

ればならない。第  条

第 項における義務教

育の就学年齢とは 歳

から  歳である。   

第  条第 項の規定に

より、教育委員会、政

府の部局、公的予算で

運営されるその他の機

関の所有物が、生徒の

意図的な行為または過

失行為によって破壊ま

たは破損、紛失、私的

に流用された場合は、

生徒およびその保護者

は、生徒の行為につい

て、教育委員会、政府

の部局または公的予算

で運営される機関に対

し連帯して賠償責任を

負うものとする。   

第  条第 項の規定に

第  条   から   の規

定により、プリンス・エド

ワード島州の学校に在

籍する生徒は、行動規

範および教育委員会も

しくは学校の定めるそ

の他の規則もしくは方

針を順守すること、規

則正しく通学し、在籍

する教育プログラムに

参加すること、学問の

探究に真摯に取り組む

こと、他人の権利を尊

重することなどの責任

を有する。  

第  条第 項の規定に

より、生徒が停学または

追 放 処分 と な る 場 合

は、生徒および生徒の

保護者は、停学または

追放処分に関する聴

聞会で聴取を受ける権

利を有する。   

第  条   から   の規

定により、生徒が 歳か

ら  歳に該当し、プリン

第  条では、大臣は、

適当と認められる場合に

おいて、諮問団体または

委員会を設置することが

できるとしている。 
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るいは つもしくは複数

のコースまたは学校プ

ログラムへの出席、スク

ールバスへの乗車、学

校または教育委員会が

承認したまたは主催す

る諸活動への参加、あ

るいは登校およびあら

ゆる学校活動への参加

を禁止することができ

る。   

  

者に事態を速やかに報

告または報告されるよう

にしなければならない。  

第  条第 項により、教

師は、半日を超えない

期限で生徒を停学に

することができる。   

第  条第 項の規定に

より、教師は、規則に従

って、第  または  、

  、  条に基づく停職

または免職に対して異

議を申し立てることがで

きる。     

  

より、生徒の保護者は、

生徒に学問の探究を

奨励する責任を有す

る。 

第  条第 項の規定に

より、就学する生徒の

保護者は、学校に学校

審議会を設置すること

ができる。   

第  条第 項の規定に

より、生徒が連続して

授業日を超えて停学と

なる場合は、教育委員

会は、保護者の要請に

応じて、停学に関する

聴聞会を開かなければ

ならない。また、教育委

員会が自らの判断で聴

聞会を開くこともでき

る。第  条第 項の規

定により、生徒および

生徒の保護者は、生徒

の停学または除籍に関

する聴聞会で聴取を受

ける権利を有する。第

  条において、生徒の

保護者は、校長または

文言を通訳するために

許可されたその他の個

人の立合いの下、学校

または教育委員会に保

管されている、当該生

徒の指導記録を閲覧

する権利を有する。    

ス・エドワード島州の住

民であり、高校を卒業

しておらず、かつ、第

  条に基づいて就学し

ていた学校への通学を

禁じられている場合に

該当しない場合は、そ

の生徒は州内の公立

学校で無償で教育を受

ける権利を有する。 
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第  条第 項の規定に

より、教育委員会の職

員の決定が、生徒の教

育または健康、安全に

重大な影響を及ぼす

場合は、生徒の保護者

は 、 そ の 決定に つ い

て、規則に基づき教育

委員会に異議を申し立

てることができる。第  

条第 項の規定により、

保護者は、第  条に基

づく異議申し立ての場

において、聴衆される

権利を有するものとす

る。

第  条第 項の規定に

より、就学している生徒

の保護者は、生徒の学

校での出席状況、行動

および学習進度につい

て報告を受ける権利を

有する。    

最後に、第   条第

項   から   の規定に

より、規則に示された有

資格者であることの証

明を条件に、プリンス・

エドワード島州に居住

する保護者は、その子

弟にフランス語を第 言

語とする授業を受けさ

せる権利を有する。
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ケベック州 第 条では、誰もが法

令で定める特殊教育サ

ービスを受ける権利を

有するとしている。第

   条では、心身障害

者向けのサービスに関

する委員会を制定につ

いて規定している。第

   条では、すべての

委員会は、心身障害の

ある生徒および社会適

応障害や学習障害の

ある生徒を対象とした

サービスに関する諮問

委員会を設置しなけれ

ばならないとしている。    

委員会の職務は 、第

   条第 項および第

項に記載のとおり、心

身障害のある生徒およ

び社会適応障害や学

習障害のある生徒向け

に教育サービスを提供

する組織の方針につい

て教育委員会に助言

すること、およびかかる

生徒を対象としたサー

ビスへの財源の配分に

ついて教育委員会に

助言することである。  

第   条では、各教育

委員会は、心身障害の

ある生徒および社会適

応障害や学習障害の

校長の義務は第     

条から第     条に定

められている。これらの

義務には、その代表的

なものとして、教育プラ

ンの実施や定期評価を

確認し、定期的に生徒

の保護者に報告するこ

と、学校のサクセス･プ

ランの作成、見直しお

よび必要な更新を調整

すること、保護者、生徒

および職員間の協調

性のある行動や学校生

活への関与、目標達成

に向けた協力を奨励す

ることなどの義務があ

る。 

第  条の規定におい

て、校長は、教育委員

会が決定した方法で、

生徒が規則的に通学し

ていることを確認しなけ

ればならない。生徒が

正当な許可なく欠席を

繰り返す場合は、校長

または校長に指名され

た個人は、生徒および

その保護者に干渉し、

状況を改善する最善の

対策について、生徒お

よび保護者との合意お

よび学校関連の公共サ

ービスを提供する個人

との合意を取り付けな

教師の義務は第  条

第 項から第 項に定

められており、担当する

各生徒の知力の発達

および人格面の成長に

貢献すること、正当か

つ公平な態度を持って

生徒に接すること、高

いレベルの専門性を習

得するために適切な手

段を講じること、担任す

る各生徒の向学心を育

てることなどの義務があ

る。  

第  条の規定におい

て、教師は、学校の教

育プロジェクトに合わ

せ、かつ法令の条項に

従って、担任する各生

徒集団の行動を管理

する権利を有する。  

第  条の規定におい

て、すべての教師は、

良心の自由を理由に、

宗教上の信条につい

ての道徳的および宗教

的な指導を拒否する権

利を有する。第  条に

基づく権利の行使によ

り、教師が免職、停職、

その他の形態での処分

に付されることはない。 

第  条において、教師

が第  条に規定する

第  条の規定により、

保護者は、第  条第

項から第 項で義務付

けられているとおりにそ

の子弟が学校に通うた

めの必要な手段を講じ

なければならない。第

条の規定により、自由

に使用することが許可

されている教育委員会

の所有物を大切に扱う

義務および学校活動

の終わりにその所有物

を元に戻す義務に従わ

ない場合は、教育委員

会は、生徒が未成年の

場合は保護者にその

所有物の価額を請求

することができる。   

第 条の規定により、す

べての生徒、または生

徒が未成年の場合生

徒の保護者は、生徒が

受給資格を有するサー

ビスを提供する、生徒

の属する管轄区の教育

委員会の学校の中か

ら、各自の希望に適し

た学校を毎年選択する

権利を有するものとす

る。   

生徒が小学校から中学

校の最初の 学年まで

に在籍している間は、

第 条の規定により、各

生徒は、自由に使用す

ることが許可されている

教育委員会の所有物

を大切に扱い、学校活

動の終わりにその所有

物を元に戻さなければ

ならない。第  条の規

定により、ケベック州の

住民である 歳から  

歳の児童は、第  条第

 項から第 項に定める

理由のいずれかにより

出席が許可されていな

い場合を除き、学校に

通 わ な け れ ば な ら な

い。   

第 条の規定により、す

べての個人は、法令お

よび第   条に基づい

て政府が制定した基本

学校規則に定める就学

前の教育サービスなら

びに初等および中等教

育サービスを受ける権

利を有する。この権利

は、就学年齢に達した

年度の始業の日から、

  歳または権利の行

使により心身障害者を

保護する法令の意義の

範囲内での心身障害

者については  歳に

達した年度の終業の日

までとする。    

第      条 の規定に よ

り 、 「                

                   
（ 学 習 プ ロ グ ラ ム 委 員

会）」という名のプログラ

ム審議会が設置される。   

第     条に規定する委

員会の機能は、大臣が

第   条に基づいて設

定した学習プログラムに

関する事項に関して、大

臣に助言するこ とで あ

る。さらに、同委員会は、

学習プログラムに関して

大臣が提出したあらゆる

事項について大臣に助

言しなければならない。    

第        条に基づい

て、宗務委員会が設置さ

れる。同委員会の目的

は、学校における宗教の

位置づけについて、大

臣に助言するこ とで あ

る。同委員会は、特に、

この種の問題に関して学

校制度が取るべき好まし

い方向性について、およ

びケベック州の地域社

会の社会宗教的な変化

への学校制度の適応に

ついて、意見を述べるよ

う求め られる 場合があ

る。   

第   条の規定により、
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ある生徒へのサービス

について、諮問委員会

と協議の上、統合教育

（インクルージョン）によ

って生徒の学習および

社会的統合が促進さ

れ、かつ生徒の能力お

よびニーズにおいて他

の生徒の権利を過度に

制約したり、著しく損な

ったりすることがないと

いう評価に基づいて統

合教育が設定されてい

る場合には、各生徒を

通常のクラスもしくはグ

ループまたは学校活動

に調和的に統合させる

方針を採用しなければ

ならないとしている。  

第   条第 項から第

項では、上記の方針に

は、心身障害のある生

徒および社会適応障

害や学習障害のある生

徒を評価する手続を含

まなければならないとし

ている。これらの手続で

は、生徒の保護者の参

加または生徒自身の参

加（不可能な場合を除

く）について、当該生徒

を通常のクラスやグル

ープまたは学校活動に

統合する方法ならびに

統合に必要な支援サ

ければならない。こうし

た干渉によっても状況

が改善されない場合に

は、生徒の保護者に書

面にて通知した上で、

この旨を青少年保護機

関の責任者に報告しな

ければならない。   

第   条の規定により、

校長は、正当かつ十分

な理由があり、かつ生

徒および保護者に聴

衆される機会を与えた

上で、生徒を他の学校

に在籍させるか、教育

委員会の学校から追放

するよう教育委員会に

要請する権利を有す

る。後者の場合は、こ

の旨を青少年保護機

関の責任者に報告しな

ければならない。 

  

教職の名誉または尊厳

を傷つけるような行為

で起訴された場合は、

教師は、申し立ての妥

当性について陳情する

権利を有する。第    

条において、申し立て

が確たる根拠に基づい

ていると大臣が判断し

た場合は、教師は、  

日以内に、書面にて反

対意見を提示すること

ができる。  

  

生徒の保護者が、第

条に基づく生徒の権利

を行使して、カトリックま

たはプロテスタントの宗

教道徳教育あるいは道

徳教育のいずれかを毎

年選択するものとする。  

第 条の規定により、理

事会、執行委員会また

は運営委員会の決定

あるいは教育委員会の

上官または職員の決定

により影響を受ける生

徒または生徒の保護者

は、理事会にかかる決

定を再考するよう要請

することができる。第  

条の規定により、要請

を考査する期間中に、

関係者には各自の意

見を表明する機会が与

えられるものとする。   

第  条第 項の規定に

より、他の保護者から

選出された最低 名の

保護者は、特定の学校

の運営委員会の委員

になる権利を有する。

加えて、上記のとおり、

第   条に従って、保

護者は、教育委員会の

保護者会に参加する

権利を有する。   

さらに、保護者は第  

第 条の規定により、法

令により規定される教

育 サ ー ビ ス およ び 第

   条に従って政府が

制定した基本学校規則

によって定められる教

育サービスは、第 条

に基づく資格を有する

ケベック州のすべての

住民に無償で実施され

なければならない。

第 条の規定により、中

等教育の第 期の生徒

あるいは職業訓練また

は社会人教育に在籍

する生徒を除くすべて

の生徒は、カトリックま

たはプロテスタントの宗

教道徳教育あるいは道

徳教育のいずれかを毎

年選択する権利を有す

る。   

第 条の規定により、職

業訓練または社会人教

育に在籍する生徒以

外は、生徒を対象とし

た精神的なケアやガイ

ダンスを受ける権利お

よび地域活動に参加す

る権利を有する。  

第  条第 項の規定に

より、中等教育の第 期

の生徒に授業を実施し

て い る 学 校 につ い て

大臣は、一般的にまたは

特定の状況において、

本法令の条項および制

定法の規則が適合して

いるかどうかを確認する

ために個人を指名するこ

とができる。第     条の

規定により、大臣は、教

育サービスの質に関す

る事項、または教育委員

会や教育委員会の教育

施設の運営、組織、業務

に関する事項を調査す

るために個人を指名する

ことがある。   
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ービスなどを規定する

ものとする。

第   条では、教育委

員会は、他の教育委員

会、生徒へのサービス

を提供する団体または

個人および特殊教育

サービスと契約を交わ

すことができるとしてい

る。

心身障害のある生徒お

よび社会適応障害や

学習障害のある生徒に

ついては、教育委員会

は、心身障害のある生

徒および社会適応障

害や学習障害のある生

徒に関して諮問委員会

と協議しなければなら

ないとしている。 

第     条の規定にお

いて、心身障害のある

生徒および社会適応

障害や学習障害のある

生徒については、生徒

の保護者、生徒にサー

ビスを提供する職員お

よび生徒自身（不可能

な場合を除く）と協力し

て、生徒のニーズに即

した個別教育プランを

作成することは、校長

の職能の つであるとし

ている。   

条に従って保護者参加

型の組織の結成を選

択することができる。   

 

  

は、第 期の 名の生徒

は、中等教育に在籍す

る生徒による選挙、場

合によっては、生徒会

または当該生徒を代表

とする団体からの指名

により、学生が在籍す

る学校の運営委員会の

委員になる権利を有す

る。  

第    条の規定おい

て、各年の 月中に、中

等教育の第 期の生徒

に授業を実施している

学校の校長は、生徒会

が結成されるよう責任を

持 つ も の と す る 。 第

    条における生徒会

の目的は、学校の教育

的プロジェクトの企画、

実施、定期的な評価に

おける生徒の協力を奨

励し、また目標達成に

向けた取り組みや学校

活動への参加を奨励

するものである。   
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第   条の規定により、

政府は、「基本学校規

則」と呼ばれる規則を

定める権能を有する。

第   条第 項では、

基本学校規則は、特殊

教育サービスおよび関

連の組織体系全般な

ど、教育サービスの本

質および目的に関する

ものとする。  

最 後 に 、 第    条 で

は、政府は、規則によ

り、心身障害のある生

徒および社会適応障

害や学習障害のある生

徒向けの教育サービス

以外のサービスの組織

を規定することができる

としている。 

  

サスカチュワン州 第   条第 項の規定

により、保護者または

後見人の監督および

保護下にある生徒が障

害、ハンディキャップま

たは障害を引き起こす

その他の特性のため

に、通常学校で実施さ

れる授業からは恩恵を

受けられないと保護者

または後見人が考える

場合、または同様の理

由により生徒が学校に

校長の義務は第   条

第 項および第   条

第 項   から   に定め

られている。第   条

第 項では、教育委員

会または学校審議会が

規定する方針および規

則に従って、校長は、

委員長の監督の下、学

校およびプログラム、専

門職員の全般的な組

織および運営、監督に

責任を持ち、また、教

教師の一般的な義務と

職務は、第   条   か

ら   および第   条第

 項   から   に定めら

れている。第   条   

か ら    で は 、 教 師 に

は、同僚や管理職と協

力して学校の教育水準

および能率を向上させ

ること、職員および教育

委員会または学校審議

会による教育計画の作

成に参加すること、およ

第   条第１項の規定

により、法令に別段の

定め が ある 場合 を 除

き、義務教育の就学年

齢の生徒の保護者また

は後見人、生徒を監督

するその他の個人は、

当該生徒が規則的に

通学できるよう必要なあ

らゆる手段を講じなけ

ればならない。  

第   条第 項   から

生徒の一般的な義務

は第   条第 項およ

び第 項   から   に定

められている。第   条

第 項の規定により、す

べての生徒は、教育委

員会もしくは学校審議

会に雇用されているす

べての個人、および教

育委員会または学校審

議会、部局が実施する

または承認した学校の

教育プログラムや特殊

第  条第 項の規定に

より、教育審議会は大臣

が任命した 名以上の個

人で現在および今後も

構成される。このうちの

最低 名はローマ･カトリ

ック教徒でなければなら

ない。第  条   から   

の規定に基づく教育審

議会の責任は、大臣が

照会した事項について

検討し、大臣に助言する

こと、教育制度の目標お
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登 録し てい ない 場合

は、保護者または後見

人は、状況が許す範囲

での学習および評価に

ついて、委員長または

しかるべき監督官への

照会を校長に要請する

ことができる。 

第   条第 項の規定

する「障害のある生徒」

とは、規則に示されて

いる基準に従って、身

体上、精神上、行動上

またはコミュニケーショ

ン上の障害に起因する

個人的な制約のため

に、学校の通常のプロ

グラムからは望ましい

水準の恩恵を受けるこ

とができない生徒と定

義される。第   条第

項   および      から

     の規定により、教育

委員会または学校審議

会は、規則に従って、

障害のある生徒に教育

サービスを提供しなけ

ればならないが、望まし

いと思われる場合は、

教育委員会または学校

審議会は、委員長の所

見により、当該プログラ

ムの指導では効果を上

げることができない生

徒、あるいは授業への

育委員会や学校審議

会ならびにその職員と

学校間の連絡に関する

実務についても責任を

持つものとしている。  

第   条第 項   から

   における校長の義

務には、代表的なもの

として、生徒が学校に

いる間または学校活動

に出席または参加して

いる間の生徒の福祉と

秩序全般を監督するこ

と、生徒の義務に関す

る学校の基準を定義お

よび規定し、学校の秩

序と調和および能率性

の維持のために必要な

らばその基準について

職員または生徒に指示

を与えること、自らが適

切と考え、かつ本法令

に矛盾しない懲戒処分

を行うまたは行われるよ

うに取り計らうこと、職員

と相談の上各教員に担

当業務を割り当てること

などがある。 

第   条第 項   から

   の規定により、校長

は、第   条に定める

義務を守ることのできな

い生徒に関わる問題、

特に、生徒の出席、学

習、素行、校内におけ

び自分の専門的能力

を向上させることにつ

いての責任があるとし

ている。第   条第 項

   から   における教

師の義務の代表的なも

のには、校長から担当

を任された教育プログ

ラムにおいて熱心かつ

忠実に生徒を指導する

こと、同僚や校長と協

力して教室内および学

校の構内の秩序と一般

規律を維持すること、

教師の権威に対する公

然たる反発その他の著

しい非行があった場合

は生徒を教室から退出

させ、その日の終わりま

でに、かかる退出の状

況を校長に書面で報

告すること、クラスや個

別の生徒のためのプロ

グラムの作成や授業内

の活動について同僚

や関係者と協力するこ

となどがある。 

第   条第 項の規定

により、教師は、担当す

る生徒の長期あるいは

常習的な欠席について

地域の通学カウンセラ

ーと協議する権利を有

する。第  １条第 項の

規定により、通学カウン

   の規定により、保護

者、後見人、その他の

個人は、教師または校

長、委員長、地域の通

学カウンセラー、教育

委員会、学校審議会、

部局に任命されたその

他の個人に対し、通学

状況について法令で

義務付けられたいかな

る情報の提供を怠った

り拒否したり、誤った情

報を提供したり、脅迫、

威嚇、その他の方法に

よって本法令に基づく

生徒の通学を妨害した

り妨害しようとしたり、そ

の他の何ら かの方法

で、通学に関する本法

令の条項の履行を直

接または間接的に阻害

したり阻害しようとした

り、通学に関する本法

令の条項の強制執行

に お い て 、 教 師 、 校

長、地域の通学カウン

セラーあるいは教育委

員会もしくは学校審議

会または部局のその他

の担当官を不適切に

左右しようとしたりして

はならない。   

第  条の規定により、

各自が  歳未満の 人

以上の児童･青少年の

サービスもしくは補助

的なサービスにおいて

責任および職務を適法

に委任されているその

他の個人に全面的に

協力しなければならな

い。第   条第 項   

から    の規定におい

て、特に、規則正しく通

学すること、教育委員

会または学校審議会か

ら支給されない用具や

教材で校長が特定のコ

ースの授業に必要と認

めるものがあれば購入

すること、個人の清潔

感や身だしなみ、一般

的 な 態 度 、 従 順 、 礼

儀、他人の権利などに

関して、教育委員会ま

たは学校審議会が承

認した基準に従うこと、

教育委員会または学校

審議会が承認した校則

に従うこと、さらに、優し

く、かつ厳格で賢明な

保護者が指示する規

律に従うことは、生徒の

義務であるとしている。  

第   条第 項の規定

により、通学は義務教

育の就学年齢にあるす

べての生徒の義務であ

る。サスカチュワン州に

おける義務教育の就学

よび目的の妥当性を審

議および査定し、それに

ついての見解および提

言を大臣に助言すること

である。また、教育審議

会は、望ましいと認めら

れる場合には大臣の承

認を得て、サスカチュワ

ン州の教育に関する事

項についての研究を実

施することができるが、か

かる研究から得られた結

果および提案を大臣に

報告しなければならな

い。 
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参加により同じクラスに

いる他の生徒の教育お

よび福祉に支障を来た

す生徒を、出席の対象

から外すことができる。

さらに、委員長の調査

および所見により、生

徒に重度の障害があ

り、教育委員会または

学校審議会が実施す

る教育サービスのいず

れからも恩恵を受ける

ことができない場合に

は、教育委員会または

学校審議会は、生徒の

保護者または後見人と

協議の上、保護者また

は後見人にとって役立

つと思われる相談サー

ビスが利用できるように

し、生徒のニーズおよ

び状況に適したその他

のサービスを明確に示

し、手配しなければなら

ない。  

第   条第 項の規定

により、生徒が、第   

条第 項   に従って出

席の対象から外される

場合は、この除籍によ

り、生徒が、教育委員

会または学校審議会

が、第   条で規定す

る生徒に対して実施す

る代わりの教育サービ

る人間関係、学校に対

する態度について、問

題の解決につながる可

能 性 の あ る 研 究 、 診

断、調査を実施するた

めに、職員およびコン

サルタントで構成される

委員会を設置するよう

要請することができる。   

第   条第 項   およ

び   の規定により、校

長は、権威者への公然

たる反発または悪質な

非行を理由に、一度に

 授業日以内で生徒を

停学にすることができ

る。

第   条第 項   から

   の規定により、生徒

が執拗な態度で権威

者に対する公然たる反

発を示した、校則の順

守を拒否した、通学が

不規則である、常習的

に生徒の義務を怠っ

た、学校の所有物を故

意に破壊した、俗悪ま

たは不適切な言葉を使

用した、その他の著し

い問題行動に関与した

と断言する確信的な情

報を得た場合には、校

長は、  授業日以内の

期間で生徒を停学に

することができる。    

セラーからの報告書を

校長から受領した場合

は、教師は、さらなる処

置を講じる場合に校長

がどのような手段をとる

かについて、相談を受

ける権利を有する。    

 

  

保護者で、少数言語を

使用する 名以上の成

人は、フランス語教育

区域およびフランス系

サスカチュワン学校の

創設を提議することが

できる。   

第     条第 項の規

定により、フランス系サ

スカチュワン学校に通う

児童の保護者のうちの

 名以上 名以下は、

当該フランス系サスカ

チュワン学校の学校審

議会の委員になる権利

を有する。  

第   条第 項   の規

定により、法令の条項

に従って、 歳以上  

歳未満で、その保護者

が少数言語を使用する

すべての個人は、少数

言語を使用するその個

人の保護者または後見

人が居住するフランス

語教育区域にあるフラ

ンス系サスカチュワン

学校に就学する権利を

有する。   

第   条の規定により、

生徒の学校との関係に

おいて相違または対立

が生じた場合は、保護

者または後見人は、当

年齢は、 歳に達し、  

歳になるまでである。

第   条第 項の規定

により、第   、   、お

よび   条に従って、

教師、理事、委員長そ

の他の学校関係者は、

いかなる方法において

も、教育委員会または

学校審議会が承認した

または実施する教育サ

ービスへの生徒のアク

セスまたはそれによる

利益を剥奪したり、剥

奪しようとしないものと

する。   

第   条第 項の規定

により、法令に別段の

定め が あ る 場合 を 除

き、本項に従って実施

さ れ る 教 育 サ ー ビ ス

は、学区域の費用で賄

われるものであり、授業

料、交通費、その他の

通学にかかる費用が、

学区域の居住者である

生徒または保護者もし

くは後見人が学区域の

居住者である生徒に課

せられることはない。 
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スを受ける手段が剥奪

されることがあってはな

らない。   

第   条第 項は、決

定の手続きへの生徒の

保護者の参加を命じて

いる。同項では、生徒

が特別プログラムを受

けることに関する提案

または決定の前に行わ

れるすべての診断およ

び調査の手続きは、生

徒の保護者または後見

人が了解し、かつ協議

の上で実施されるべき

であるとしている。  

 

第   条第 項に基づ

き生徒の保護者が参加

する役割に関連して、

第     条第 項   か

ら   では、生徒あるい

は生徒の保護者または

後見人が、第   条に

規定する生徒の障害

認定もしくはその非認

定、生徒の受け入れ

先、または生徒に実施

されるプログラムについ

て、教育委員会もしくは

学校審議会の決定また

は教育委員会もしくは

学校審議会の担当官

の決定に同意しない場

 

 

  

該生徒に代わって、あ

らゆる相違や対立の調

査または仲裁を目的と

して教育委員会または

学校審議会が設定した

手続きを速やかに利用

する権利を有する。  

第   条第  項   お

よび   の規定により、

教育委員会が第   条

 項または第 項に基

づく停学の状況の再審

を決定した場合には、

生徒の保護者および

関係生徒は、第   条

 項または第 項に従っ

て実施されるあらゆる

調査に関する通知を受

領し、また、教育委員

会、学校審議会、場合

によっては第 項に従

って任命された委員会

に出頭し陳情するもの

とする。 

第   条第 項の規定

により、第   条第 項

に従って教育委員会

が、または第   条第

項に従って学校審議会

が生徒を追放処分とし

た場合は、追放処分を

受けた生徒またはその

保護者もしくは後見人

は、 年を経過した後、

教育委員会または学校



州 支援サービスの保証:  

範囲および体系  
校長の権利と義務 

  
教師の権利と義務 

 
保護者の権利と義務 

  
生徒の権利と義務 

  
ガバナンスおよび説明    

責任の概要 

合、生徒あるいは生徒

の保護者または後見人

は、この種の意見の不

一致の解決を目的とし

て教育委員会または学

校審議会が設定した手

続きを速やかに利用す

るよう義務付けている。 

 

  

審議会に、生徒の立場

について、再審および

再考を要請することが

できる。  

 

第   条第 項の規定

により、第   条第 項

に基づく出席状況に関

する問題の解決に向け

た協議には、生徒の保

護者または後見人が含

ま れ な け れ ば な ら な

い。  

第   条第 項の規定

により、少数言語を使

用する成人が、フランス

語学校区の居住者で

はなく、かつ  歳未満

の児童･青少年の保護

者である場合は、学校

審議会が規定する方

法に従って、かかる児

童･青少年のために少

数言語による教育プロ

グラムの実施を学校審

議会に申請することが

できる。  

第   条第 項の規定

により、保護者は、評議

会または第   条第

項に従って学区に分割

されていない学区域の

場合は教育委員会の

指導による儀式からそ



州 支援サービスの保証:  

範囲および体系  
校長の権利と義務 

  
教師の権利と義務 

 
保護者の権利と義務 

  
生徒の権利と義務 

  
ガバナンスおよび説明    

責任の概要 

の子弟を退出させるよ

う要請する権利を有す

る。   

  

ユーコン準州 第  条第 項の規定に

より、知力またはコミュ

ニケーション、行動、身

体、複数の例外性のた

めに、特殊教育プログ

ラムが必要な生徒は、

個別教育プランに沿っ

たプログラムを受ける権

利を有する。  

「個別教育プラン」は、

制定法の定義の条項

で、「生徒のために学

内チームが決定した教

育プログラムの概要を

記した文書」と定義され

ており、生徒の現在の

レベルの機能および長

期目標または年次目

標、短期目標または特

定の行動面での目的、

必要な特別リソース、

推奨される教材、指導

方法と指導計画、   

の更新日、   の実行

責 任 者 （ 保 護 者 を 含

む）、   の実施に関

する保護者からの書面

による同意書が含まれ

る。  

第  条第 項では、個

校長の義務は第   条

   から   に定められて

おり、代表的なものに

は、保護者および学校

のある地域社会との良

好な関係を推進するこ

と、教師および学校に

配属されたまたは学校

にサービスを提供する

その他の職員（ボラン

ティアを含む）を監督指

導すること、生徒の進

度と成長について常に

保護者に 報告するこ

と、学校の活動に文化

的継承である伝統や、

文化を継承する多数の

住民が正当であるとす

る場合には学校のある

地域社会の住民の習

俗を取り入れること、学

校での指導内容が法

令に従って定められた

学習コースと一貫して

いることを確認すること

などがある。 

第  条第 項の規定に

より、校長は、生徒が第

  条に規定する義務

に違反した場合は、 

教師の義務は第   条

   から   に定められて

おり、代表的なものに

は、生徒に学問の探究

を奨励し、熱心かつ忠

実に生徒を指導するこ

と、校長の指導の下、

生徒が学校構内にいる

間および学校が主催

するまたは承認した緒

活動で法令または労働

協約に矛盾しないもの

に出席または参加して

いる間の生徒の秩序と

規律を維持すること、

生徒の評価および進

度を考査し、生徒への

期待について助言する

こと、校則の順守を監

視すること、校長からの

通知が合理的な場合

は、見学を目的とする

生徒の保護者の参観

を認めることなどがあ

る。  

第   条の規定により、

すべての教師は、公平

かつ適正に、身体的そ

の他の酷使なく処遇さ

れる権利を有する。  

第  条第 項の規定に

より、停学となる生徒の

保護者および停学とな

る生徒は、停学または

  授業日を超える期間

の停学の提言につい

て、教育委員会または

審議会、審議会がない

場合は教育長に陳情

することができる。 

第  条第 項の規定に

より、法令に基づいて

児童に通学が義務付

けられているが、その

児童の保護者がその

児童を通学させるため

の妥当な手段を講じる

ことを怠ったり、拒否し

たりした場合は、保護

者は違法行為による有

罪となり、   ドル以下

の罰金が科される。

第  条   および   の

規定において、学校の

所有物が、 人の生徒

の意図的な行為または

過失行為によって破壊

もしくは破損、紛失、私

的に流用され た場合

は、生徒およびその生

第  条第 項の規定に

より、停学となる生徒の

保護者および停学とな

る生徒は、停学または

  授業日を超える期間

の停学の提言につい

て、教育委員会または

審議会、審議会がない

場合は教育長に陳情

することができる。 

生徒の義務は第  条

   から   に定められて

いる。これらの義務に

は、他人の権利を尊重

すること、法令で義務

付けられているとおり規

則的に通学すること、

各授業では時間通りに

着席すること、校則を

順守すること、学業の

各コースを真面目に履

修し、教師の指示によ

る学習活動を行うこと、

学校から借りた図書ま

たは器具を教師または

校長が指定する期日に

返却すること、学校の

所有物を損壊または破

損しないようにすること

などがある。    

  



州 支援サービスの保証:  

範囲および体系  
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ガバナンスおよび説明    

責任の概要 

別教育プランの作成の

対象となる生徒は、教

育上必要な支援および

すべての生徒の権利を

十分に顧慮した上で、

専門職員および保護

者と協議して、次官ま

たは教育委員会が実

行可能と認める範囲で

最小限の制限と最大限

の可能性のある環境に

おいて実施されるプロ

グラムを受けるものとし

ている。  

第  条第 項   および

   の規定において、専

門職員および保護者と

協議の上で学校当局

は、あるいは児童が就

学していない場合は、

専門職員および保護

者と協議の上で次官

が、生徒が特殊教育を

必要とする生徒かどう

か、また特殊教育を必

要とする場合は、当該

生徒に必要な支援を満

たすためにはどのよう

な個別教育プランが適

切かを決定するものと

する。第  条第 項   

から   には、生徒が特

殊教育を必要とする生

徒であることおよび適

切な個別教育プランを

授業日を超えない期限

で生徒を停学処分に

付すことができる。

第  条第 項の規定に

より、校長は、生徒が第

  条に規定する義務

に違反した場合は、  

授業日を超えない期間

において生徒を停学に

することができる。第  

条第 項の規定により、

校長は、教育委員会、

審議会、または審議会

がない場合は教育長

に、生徒を  授業日を

超える期間停学にする

ことを提言することがで

きる。   

第  条第 項の規定に

より、停学となる生徒の

保護者および停学とな

る生徒は、停学または

  授業日を超える期間

の停学の提言につい

て、教育委員会または

審議会、審議会がない

場合は教育長に陳情

することができる。  

 

  

  
徒の保護者は、生徒の

行為について連帯して

賠償責任を負うものと

する。また、 人以上の

生徒が共に行動した場

合には、すべての生徒

およびその生徒の保護

者が、生徒の行為につ

いて連帯して賠償責任

を負うものとする。  

第  条の規定により、

第  条に基づいて決

定された教育プログラ

ムに生徒が出席する結

果として生じる授業料

については、生徒また

は生徒の保護者には

課されないものとする。

第  条第 項の規定に

より、生徒または生徒

の保護者の要請によ

り、次官は、第  条に

従って決定された教育

プログラム以外のユー

コン準州にある学校の

教育プログラムに生徒

が通うことを許可するこ

とができる。

第 ８条第 項   から

   の規定により、ユー

コン準州内の学校に通

う生徒の保護者は、生

徒の学習進度および

行動、出席状況につい

て報告を受ける権利、

生徒の権利は第  条

   から   に制定法によ

って義務付けられてい

る。生徒の権利には、

必要な支援に見合った

無償の教育プログラム

を受けること、生徒に特

殊教育プログラムが必

要なときは、個別教育

プランに定める教育プ

ログラムを受けること、

生徒の指導記録を閲

覧および複写すること、

教育プログラムを受け

るために家から離れて

生活する必要のある場

合には宿泊設備が提

供されること、公平かつ

一貫した待遇を受ける

こと、教育または健康、

安全に重大な影響を及

ぼす決定に対して個人

でまたは保護者ととも

に異議を申し立てること

などの権利がある。   

第  条規定により、生

徒は、表現することが

他の生徒の権利または

教育あるいは校内の他

の個人の権利に反する

影 響 を 及ぼ さ な い 限

り、宗教的、政治的、道

徳的その他の信念また

は意見を表現する権利

を有する。  



州 支援サービスの保証:  
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ガバナンスおよび説明    

責任の概要 

決定する前に従うべき

手続きのリストが記載さ

れている。   

第  条第 項および第

 項の規定において、

保護者は、その子弟に

関する本項に基づく決

定を要請する権利を有

するものとし、その子弟

のために結成された学

内チームの一員として

受け入れられなければ

ならない。   

第  条第 項   から   

の規定により、生徒が

特殊教育を必要とする

生徒であるかの認定、

生徒用に作成された個

別教育プラン、第  条

第 項に基づく決定に

ついての保護者からの

要請、通常のクラス以

外の環境での個別教

育プランの実施、生徒

が通常通っている学校

では個別教育プランを

実施しない旨の決定、

個別教育プランの実施

にかかる費用（教育費

以外の費用を含む）の

分担に関して意見の不

一致が生じた場合に

は、保護者、生徒、教

育委員会、審議会、ま

たは次官は、決定の  

校長および教師への

通知が妥当な場合は、

保護者の訪問が他の

児童の授業の妨げとな

らない範囲においてそ

の子弟の授業を参観

する権利、子弟の教育

または健康、安全に著

しい影響を及ぼす決定

に対して異議を申し立

てる権利、子弟のため

の特別な教育プログラ

ムの作成について相談

を 受 け る 権 利を 有 す

る。第  条第 項の規

定により、学校に通う生

徒の保護者は、生徒の

教育プログラムについ

て教師または校長と面

談することができるが、

教師から要請があった

場合は面談に応じなけ

ればならない。  

第  条第 項の規定に

より、生徒の保護者ま

たは  歳以上の生徒、

保護者と生徒の両者

は、生徒の指導記録を

閲覧および複写するこ

とができる。第  条第

項の規定により、生徒

の指導記録を閲覧時

に、個人において、指

導記録に不正確または

不完全な情報が記載さ

  



州 支援サービスの保証:  
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ガバナンスおよび説明    

責任の概要 

日以内に、法令に基づ

いて設置された教育控

訴裁定機関にその事

項についての異議を申

し立てることができる。    

 

  

れているとする意見が

ある場合は、当該個人

は学校当局に記録を

修正するよう要請する

ことができる。  

第  条の規定により、

カナダの権利と自由に

関する憲章第  条に

基づいて子弟がフラン

ス語で教育プログラム

を受ける権利を有する

保護者の生徒は、規則

に従って当該プログラ

ムを受ける資格を有す

る。 

第   条第 項の規定

により、学校の被雇用

者である個人の決定が

生徒の教育または健

康、安全に重大な影響

を及ぼす場合は、生徒

の保護者または生徒が

選出したしかるべき成

人、生徒が  歳以上の

場合には生徒は、保護

者または生徒に決定が

通知された日から  日

以内に、教育長に、ま

たは教育委員会または

審議会がある場合には

第   条第 項   およ

び第   条第 項   に

基づき設定された手続

きにより、決定に対して

異議を申し立てること
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ができる。第   条第

項では、異議申し立て

についての決定は、で

きる限り速やかになさ

れ な け れ ば な ら な い

が、保護者、生徒およ

び影響の及ぶ個人が

聴衆される機会を得る

までは決定することは

できない。  

出典：                                                                                                                                         

                                                                   
 



       

付録 4： 各州･準州における必須主要カリキュラム（幼稚園～12年生） 
 

アルバータ州 
幼稚園 初等（1 年生～6 年生） 中学（7 年生～9 年生） 高校（10 年生～12 年生） 
芸術

英語

保健

算数

体育

科学

社会 

科学

芸術

英語

保健

算数

体育

科学

社会 

キャリア･テクノロジー研究： 

環境･野外教育

倫理

美術･公演芸術

言語

地域ごとに開発/確保、承認された選

択コース

宗教学 

国語（英語）あるいは国語（フランス

語） 

社会 

純粋数学あるいは応用数学

科学、生物、化学、物理のいずれか

キャリア･ライフ・マネジメント

（    ）

体育 

ブリティッシュ・コロンビア州 
幼稚園 初等（1 年生～4 年生） 中学（5 年生～9 年生） 高校（10 年生～12 年生） 
国語（英語）

算数

社会

科学

保健およびキャリア教育

体育 

国語（英語）

算数

社会

科学

保健およびキャリア教育

体育 

国語（英語）

数学

社会

科学

保健およびキャリア教育

体育

応用技術

情報通信

美術 

国語

社会あるいはブリティッシュ・コロンビ

ア州先住民研究

数学

科学

体育

プランニング

美術あるいは応用技術 

マニトバ州 
幼稚園 初等（1 年生～4 年生） 中学（5 年生～8 年生） 高校（9 年生～12 年生） 
 芸術（音楽･美術）

国語（英語）

算数

保健体育、科学

社会 

芸術（音楽･美術）

国語（英語）

数学

保健体育、科学

社会 

国語 

数学 

科学 

社会 

体育 

ニュー・ブランズウィック州 
幼稚園 初等（1 年生～5 年生） 中学（6 年生～8 年生） 高校（9 年生～12 年生） 
芸術

国語（英語） 

芸術

国語（英語） 

芸術

国語（英語） 

英語

数学 



       

算数

保健

音楽

体育

科学

社会 

算数

保健

音楽

体育

科学

社会 

数学

保健

音楽

体育

科学

社会

テクノロジー 

科学（あるいは認可されたテクノロジ

ー コース）

近代史

美術 

ニューファンドランド･ラブラドール州 
幼稚園 初等（1 年生～6 年生） 中学（7 年生～9 年生） 高校（10 年生～12 年生） 
国語

算数

科学

社会

芸術

音楽

保健

体育

宗教教育

 

国語（英語）

算数

科学

社会

フランス語

音楽

芸術

体育

保健

宗教教育 

数学

科学

社会

宗教教育

体育

芸術および音楽

家政学

国語（英語）

起業家精神

地球社会 

主要国語

数学

科学

テクノロジー

世界学

カナダ学

アントレプレナー教育（           

         ） 経済

個人発達 

ノースウェスト準州 
幼稚園 初等（1 年生～6 年生） 中学（7 年生～9 年生） 高校（10 年生～12 年生） 
芸術

英語

美術 

保健

算数

体育

科学

社会 

科学

言語：            語          

語

芸術

英語

美術 

保健

算数

体育

科学

社会 

第  言語

第  言語

数学

科学

社会

体育

キャリア･テクノロジー研究

保健 

芸術 

国語

英語あるいはフランス語

数学

科学

社会

キャリア･テクノロジー研究

キャリア･ライフ・マネジメント

（    ）

体育 

北方地域研究

美術

コミュニティ・サービス

 



ノバ・スコシア州 
幼稚園 初等（1 年生～6 年生） 中学（7 年生～9 年生） 高校（10 年生～12 年生） 
英語

算数

フランス語 

科学 

社会

美術

体育 

英語

フランス語

算数

科学

社会

美術

体育 

国語（フランス語 英語）

数学

科学

体育

個人発達および社会発達 

テクノロジー

美術

音楽 

キャリア･ライフ・マネジメント

（    ）

体育

カナダ史

グローバル･スタディーズ

数学

科学

テクノロジー

芸術 

ヌナブト準州 
幼稚園 初等（1 年生～6 年生） 中学（7 年生～9 年生） 高校（10 年生～12 年生） 
準備中 準備中 数学 

科学

言語：             語 

           語             語 

                  語

英語

社会 

             語（コミュニケーショ

ン）系列、           語（ウェルネ

ス リーダーシップ）系列、

            語（ヌナブト史、民族

遺産、環境、世界および全国におけ

る役割）系列、

                  語（技術革

新）系列のいずれか

英語

体育

美術

社会

北方地域研究

数学

科学

キャリア･テクノロジー研究 



オンタリオ州 
幼稚園 初等（1 年生～8 年生） 高校（9 年生～12 年生） 
言語（英語あるいはフランス語）

算数

科学

個人発達および社会発達

芸術 

芸術

言語（英語あるいはフランス語）

保健体育

算数

科学･テクノロジー

社会

 

英語

第  言語としてのフランス語

数学

科学

カナダ史

カナダ地理

芸術

保健体育

公民

キャリア研究 

プリンス・エドワード島州 
幼稚園 初等（1 年生～6 年生） 中学（7 年生～9 年生） 高校（10 年生～12 年生） 
芸術

コミュニケーション･情報技術

フランス語

算数

国語

第  言語

科学 

芸術

コミュニケーション･情報技術

フランス語

算数

国語

第  言語

科学 

英語

数学

社会

科学

フランス語

保健体育

芸術および音楽

家政学

工業技術 

言語（英語 フランス語）

数学

科学

社会 

ケベック州 
幼稚園 初等（1 年生～4 年生） 中学（5 年生～9 年生） 高校（10 年生～12 年生） 
英語およびフランス語

地理

芸術

体育

宗教 

英語およびフランス語

地理

芸術

体育

宗教

 

数学

科学

体育

応用科学

歴史

テクノロジー

芸術 

フランス語

英語

数学 

物理科学

生態学

物理あるいは化学

社会

芸術 



サスカチュワン州 
幼稚園 初等（1 年生～5 年生） 中学（6 年生～9 年生） 高校（10 年生～12 年生） 
芸術

英語

美術 

保健

算数

体育

科学

社会 

芸術

国語（英語）

保健

算数

体育

科学

社会

先住民語

タイピング

国語（先住民およびメティスの児童向

け） 

芸術

国語（英語） 

保健

数学

体育

科学

社会

コア・フランス語

実用技術および応用美術 

芸術（バンド、コーラス、ダンス、演

劇、美術）

国語（英語） 

保健

数学

体育

科学

社会（歴史、社会、先住民研究）

実用技術および応用美術

キリスト教倫理学

先住民語 

ユーコン準州 
幼稚園 初等（1 年生～3 年生） 中学（4 年生～9 年生） 高校（10 年生～12 年生） 
ユーコン先住民研究

国語（英語）

算数

社会

科学

保健およびキャリア教育

体育 

ユーコン先住民研究

国語（英語）

算数

社会

科学

保健およびキャリア教育

体育 

ユーコン先住民研究

国語（英語）

数学

社会

科学

保健およびキャリア教育

体育

応用技術

情報通信

美術 

国語

社会あるいはユーコン先住民研究

数学

科学

体育

プランニング

美術あるいは応用技術 

出典：

ブリティッシュ・コロンビア州教育省                                                   

ユーコン準州政府教育庁                                                    

カナダ教育閣僚協議会（    ）                                             

ニュー・ブランズウィック州政府                                          

ノバ・スコシア州政府                                                                   

プリンス・エドワード島州政府                                                          



 

       

付録 5： 各州･準州の初等中等教育における基本構造、教育目標、カリキュラム、

評価法の概要

1 アルバータ州 
 

アルバータ州は、人口    万      人、カナダで  番目に人口が多い州である。州

都はエドモントン市であるが、最も人口が多いのは人口がほぼ    万人のカルガリー

市である。アルバータ州は、原油（コンベンショナル）、合成原油、天然ガスの最大生産

地である。農業も、州の経済に重要な役割を担っており、カナダ産牛肉のおよそ半分が

アルバータ産である。アルバータ州はまた、春小麦でもカナダ一の生産地である。教育

制度に関する情報はアルバータ教育省（                ）が管轄しており、そのサイ

トは以下からアクセスできる。
                                

1.1 アルバータ州教育制度の役割と構造
 

アルバータ州では「                （アルバータ教育省）」が同州の教育義務を遂

行する行政機関である。アルバータ州教育省（                 ）は、アルバータ州

における幼稚園から   年生までの学校教育内容を決定する。アルバータ州教育相に

は、州の教育プログラムに関する法規や政策、長期計画の立案に対する責務と、カリキ

ュラムや生徒の学力達成および教師の資格認定の基準確立に対する責務を概説した、

教育省規定の教育指令を実行する責任がある。また、同相は、アルバータ州内全学区

への州教育予算均等配分に対する取り組み、生徒の学力の評価や費用、その他教育

関連問題の評価、アルバータ内学校や教育委員会から入手しまとめた判定試験結果を、

政府および一般に報告する義務も負う  。教育省はまた、アルバータ州カリキュラムの

各教科分野の指導時間数も決定する。    

 
教育相は、各教育委員会や教育長（              ）同様、学校法によりその権限

が明確に規定されている。学校法には、教育相ならびに教育委員会の役割と責任が明

確に定義されているほか、教育相と州内の生徒や保護者、学区との関係も説明されて

いる。また、州における教育の実施方法と資金調達方法についても詳細が示されてい

る。

 
学校法により、州は教育委員会を設立する権限を与えられている。教育委員会は、

州全域にわたる教育サービスやプログラムの構築･提供に関する政策立案の責任があ

り、州教育制度において重要な役割を果たす。アルバータ州には   の教育委員会が

ある。これら教育委員会は、公立、セパレート（カトリック）、フランコフォン（フランス語）か

ら構成されている  。 

1.2 アルバータ州カリキュラムの構造 

幼稚園から   年生までのアルバータの現行のカリキュラムは、アルバータの生徒が

それぞれの潜在能力を最大限に伸ばし、生産的な社会人に成長することを補佐する目
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的で作成されている。アルバータ州教育省は、州カリキュラムの開発と見直しを指揮す

る機関である。教育省は、地域社会と協力しながら、それぞれのニーズと関心に合う質

の高いカリキュラムの構築に取り組む。アルバータ州カリキュラムは、市民としての揺るぎ

ない価値や、他言語や異文化に対する尊重心の育成、異なった環境内での学習機会

の研究に尽力するほか、遠隔地学習や仕事の斡旋など新しい技術やリソースを活用し

た新しい教育プログラムの提供方法を模索している。 

 
州カリキュラムの要件を満たすために、アルバータ州の生徒は一連の主要教科（必

修）と選択コースを修了しなければならない。生徒が所属する教育体系（公立、セパレ

ート、カトリック、フランス語）に関わらず、同じ主要教科を試験の対象とする  。

 
アルバータ州の義務教育制度は、教育段階は、幼稚園（ ）、小学校（ 年生から 年

生）、中学校（ 年生から 年生）、高等学校（  年生から  年生）の 段階に分かれてい

る。それぞれの段階で、生徒は各種コースを修了する。幼稚園では、 歳児を対象に、

初歩的な読み書き能力、初歩的な計算能力、市民権とアイデンティティ、環境と地域社

会への意識、個人的および社会的責任、運動技能と保健、創造的表現法の「 つの学

習分野」を指導する。これら学習分野の目的は、早期から子供たちに国語（英語）、算

数、科学、社会、体育、保健、芸術の各教科に触れさせ、小学校入学への移行をスム

ーズにすることである。幼稚園児はまた、教育的アクティビティを通じた、情報･コミュニ

ケーション技術の早期学習の機会もある。アルバータ州の幼稚園児は通常、年間   

時間の教育的アクティビティを修了する。 

 
小中高校生はその学習過程を通じ、同じ主要教科においてそれぞれの段階に応じ

た難易度の学習を受ける。主要教科には国語（英語）、数学、科学、社会、情報通信技

術、体育、保健･ライフスキル、芸術･音楽などがある。高校生になると、キャリア･ライフ・

マネジメント（    ）の追加コースが必修となるが、芸術･音楽のコースは必修ではなく

なる。

 
フランス語イマージョン・プログラムは例外で、生徒は、国語としてフランス語だけでな

く英語も必修しなければならない。フランス語イマージョン・プログラムはフランス語を母

語としない生徒を対象としている。このプログラムは、希望者に対し、フランス語を使って

会話および作文で効果的な意思疎通を図る能力を育成する。フランス語イマージョン ・

プログラムでは、コースはすべてフランス語で行われるが、最終的には英語プログラムと

同じ主要教科をすべて修了する。

 
また小中高校生には、豊かな人間形成を目的とする選択コースもいくつか用意され

ている。カリキュラムに選択コースを設ける目的は、主要教科の学習内容を補足し、関

心分野やさまざまな進路を模索する機会を生徒に提供することである。

 
たとえば、初等教育では演劇や、フランス語、ドイツ語、スペイン語、ウクライナ語、先

住民語（ブラックフット語、クリー語）など英語以外の言語コースを履修することができる。

アルバータ州カリキュラムに先住民語コースを採用した理由は、アルバータの生徒間で、

主流社会における先住民に対する意識を向上し、異文化に対する感受性を育成するこ

とにより、先住民の文化と価値観を支持するためである。 
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中学生は、キャリア･テクノロジー研究（   ）、美術･公演芸術、英語以外の言語、環

境･野外教育、倫理の選択コースを学習できる。これらのコースは、規定の主要必修教

科に加え、履修する。 

 
アルバータでは高校生になると、さらに広い分野で選択コースが設けられている。先

住民研究、キャリア･テクノロジー研究、芸術、英語以外の言語、校外学習などのコース

から選択できる  。 

1.3 アルバータ州カリキュラムの基準
 

アルバータ州の現行カリキュラムでは数多くの目標･基準達成を目指している。同州

における基礎教育は、国語、算数、科学、社会を含む主要教科プログラムで始まる。生

徒は州が定めた修了要件をすべて満たし、就職や中等後教育進学に向けた能力を十

分に養うことが期待されている。個人や地域社会の価値を理解するだけでなく、善良な

市民としての価値も学ぶ必要がある。アルバータ州カリキュラムでは、生徒は英語以外

の言語能力を養う機会にも恵まれている。英語およびフランス語の教育者らは、児童を

他言語に触れさせることにより、世界経済の舞台で活躍できる人間育成を目指している。

 
教育省は、州民との協議を通じ、生徒の学習と到達学力の許容基準を決定する。同

州の学校が担う主要責任は、州が定めた基準を生徒がすべて確実に満たす、あるいは

それを超えるよう尽力することである。州の定めた基準を生徒がどの程度満たしている

かは、州の生徒学習成果（   ）と卒業要件の到達状況、州共通の学力試験や高等学

校卒業試験の成績により判断される  。 

1.4 アルバータ州における試験および評価 
 

生徒の学力評価は、アルバータ州教育制度の重要な要素である。同州では学力試

験により生徒が実際に質の高い教育を享受していることを確認している。アルバータ教

育省は、 年生、 年生、 年生を対象に州共通の学力試験、  年生に卒業試験を実

施する責任を担っている。

 
 年生、 年生、 年生の学力試験はアルバータ州カリキュラムと密接に結びついた

試験で、一定の教科における生徒の知識･能力評価を目的としている。この試験には次

のような狙いがある。生徒のカリキュラム学習目標の到達度に関するフィードバックを生

徒と保護者に提供すること、クラス全体の学力について教師に情報を提供すること、州

内の他校と比較した自校生徒の成績について校長に情報を提供すること、州全体の結

果と関連付けた生徒の到達レベルについて教育委員会に情報を提供すること、カリキュ

ラムの効果的な改善を図るため改善が必要な特定分野に対する情報を教育相に提供

すること。 

 
アルバータ州は、カナダで最も包括的な試験のプログラムを行っていると考えられて

いる。 年生では、算数と読み書きの試験を実施する。 年生と  年生では、数学、読
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み書き、科学、社会の教科で学力試験を実施する。通常、生徒は各試験問題に   ％

以上の正答率で回答するが、この正答率は  学年すべてで長期にわたり一貫している
  。
 

  年生の卒業試験プログラムは、    年にアルバータ州で開始された。卒業試験

には主要目的が  つある。  年生の一定のコースにおいて生徒の学習到達度を認定

すること、州全体で到達基準が確実に満たされているようにすること、生徒個人やグル

ープごとの成績を正確に報告することである。  年生の一定の数の教科（たとえば、国

語（英語、フランス語）、社会、純粋数学、応用数学、生物、化学、物理）で試験を実施

する。 

 
生徒が卒業試験コースで単位を取得するには、卒業試験を受け総合点で最低   ％

を獲得しなければならない。総合点は、生徒が学校で取得した点数と卒業試験の点数

の合計点を平均したものと定義されている  。

 

2 ブリティッシュ・コロンビア州
 

ブリティッシュ・コロンビア州は、人口    万人でカナダ第  の規模を誇る。州都はビ

クトリアだが、人口最大都市はバンクーバーである。同州は、カナディアン・ロッキー山

脈を背景にした壮大な景観で有名で、ロッキー山脈を中心にアウトドア・アドベンチャー

やエコ・ツーリズム産業が拡大しつつある。教育制度はブリティッシュ・コロンビア州教育

省が管轄しており、そのサイトは以下からアクセスできる。
                                                                    
                            
 

2.1 ブリティッシュ・コロンビア州教育制度の役割と構造 
 

ブリティッシュ・コロンビア州では、教育相が幼稚園から 12 年生までの教育制度の実

施の総合責任を担い、教育省の方向性を統轄･指示する。教育省は次の分野で教育政

策決定の役割を果たしている － 生徒ができるようになるべき技能目標に基づく教育基

準の決定、生徒学力の監視とその結果の一般に対する報告、他校や地域社会との協

力を通じた生徒成績および学校実績の向上、教育予算の分配、教育制度全体の統轄
58。教育省はまた、早期学習、読み書き、図書館管理59の責任を担い、教育委員会の設

立も行う。教育委員会は、特殊教育サービスやプログラムを生徒全員に提供する責任を

担う。 
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2.2 ブリティッシュ・コロンビア州カリキュラムの構造
 

ブリティッシュ・コロンビア州カリキュラムの基盤となっているのは、幼稚園から   年生

までの「教育計画」である。    年に公表された、幼稚園から   年生を対象とした教

育計画には、同州教育制度の質向上を目的とした数々の大幅なプログラム･政策変更

が明示されている。幼稚園から   年生を対象にした教育プログラムの目的は、すべて

の生徒が個々のニーズに合った十分な教育を修得し学業を修了することにある。州カリ

キュラムには、規定の学習成果として示された学習内容の基準が含まれる。これらの規

定学習成果は、  年間の学校教育を通じて生徒が習得すべき知識技能を表している。

規定学習成果はまた、生徒の発達段階を反映しており、成績評価の基盤となる。初等

教育初期では、規定学習成果は幼稚園から  年生、および  年生から  年生の  群

に分けられている。 年生から   年生では、規定学習成果は学年ごと、あるいはコー

スごとに規定される。   
  

生徒は教師や保護者の支援を受けつつ、 年生までに正式な学習計画を立て、コー

ス選択が行えるようになることが望まれる。生徒は中等後教育機関への入学要件を満た

すための対策コース、あるいは就職への移行に備えたコースのいずれかを選択する  。  

 
卒業年には、中等後教育機関への進学準備あるいは就職準備を中心に指導が行わ

れる。生徒はコースが専門化するにつれ、さらに知識を広げ、国語、社会、科学、数学、

技術、美術、応用力などの分野で技能を磨いていく。また、個人目標やキャリア目標の

達成に向かってコースを選択すると同時に、高度な技能を身につけ、自分の学習に対

し責任感をもつようになる。

  
 年生から  年生は、免除されない限り、必須カリキュラムの一環として第  言語の

学習が必要である。履修可能な言語は教育委員会が決定する。教育委員会が他の言

語を指定しない場合は、自動的にフランス語が選ばれる。教育委員会は、地域社会の

需要や在籍生徒、カリキュラムと教材の有無に基づいて第  言語の選択を行う。また、

可能な限り、先住民コミュニティの意見を広範に聞き、学校で履修できる言語を決定す

る  。 
 
2.3 ブリティッシュ・コロンビア州カリキュラムの基準 
 

ブリティッシュ・コロンビア州ではカリキュラムの構造において、社会責任と市民意識

の発達、ならびに児童の社会的、情緒的、知的、身体的発達の理解が強調されている。

カリキュラムでは、情緒的発達および社会的発達は、学業到達や知的能力、運動能力

と同様、重要であると考えられている。

 
ブリティッシュ・コロンビア州の幼稚園から   年生までのカリキュラムにおける学習基

準は、規定学習成果により決定される。規定学習成果は、生徒が、それぞれの学年で、

あるいはコース終了時に習得しているべき知識や達成しているべき項目を明記している。 
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学校には、カリキュラムや教材、評価法の提案を記した    （                    

       ）の規定学習成果がすべて確実に満たされるよう尽力する責任があると同時

に、規定学習成果の最も有効な実行方法を決定する柔軟性も有する。規定学習成果

に対する到達度は生徒によって当然ながら差がある。規定学習成果の評価、報告、生

徒の進退決定は、州の政策をもとに、専門家の判断と教師の経験により行われる。 

 

2.4 ブリティッシュ・コロンビア州における試験および評価
  

教育省は、さまざまな情報源から情報を収集し、ブリティッシュ・コロンビア州の生徒の

知識や技能到達度、州カリキュラム規定学習成果の理解度を判断する目的で、学力判

定試験プログラムを管理･運営している。同州の生徒は、基礎学力判定テスト（   ）、

州学力判定試験、全国および国際的学力判定試験、  年生～  年生向け州学力試

験の  種の試験を受ける。

 
基礎学力判定テスト（   ）は毎年、ブリティッシュ・コロンビア州の  年生と  年生を

対象として行われる。同テストでは生徒の読解力、書き能力、計算能力を判定する。ま

た、州学力判定試験は、 年生と  年生を対象に資料収集を目的として行われる。この

州学力判定試験は、    では対象となっていなかった教科や複数のカリキュラムにま

たがる分野も判定する。  年生、  年生、  年生の州学力試験は、  年生を修了

するブリティッシュ・コロンビア州の生徒の成績証明に使用される  。

 
同州ではまた、成績の正式通知と非公式通知を必須としている。つまり書面による

度の正式な成績通知表と、 度の非公式な通知である。書面による正式な成績通知は

教育相あるいは教育委員会に承認を受けた用紙を用い、法律および指針で規定され

た各学年･プログラムの要件に沿った内容である必要がある。正式な成績通知表のうち

 つは、学年末に作成されなければならない。正式な通知表には生徒の進度が明記さ

れる。これは永久保存版の生徒記録（                        ）として保存される。

また、各学年に  度、非公式通知を保護者に対して行わなければならない。保護者と

の（生徒の成績に関する）非公式な通知方法は、各学校で決定する。

 
生徒が州基準を満たさなかった場合、いくつかの選択肢がある。まず、未提出の課題

を完了したり、単元やトピックを再受講したり、夏期講習で成績を改善するなどして、規

定学習成果を得たことの証明を試みることができる。また、コースを一から再受講したり、

試験を受け直すという選択肢もある  。

 
教育プログラム修了レベルを滞りなく完了すると、ブリティッシュ・コロンビア州カリキュ

ラムの「ドッグウッド卒業証書（               ）」が授与され、修了が認定される。 
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2.5 ブリティッシュ・コロンビア州教育の基本的実施構造
 

教師は、クラスでの評価をもとに、さらに注目とサポートが必要な学習分野を特定する

ことができる。生徒はクラスでの評価をもとに、自身の学習目標を立て、改善したい学習

分野を特定し、改善方法を検討することができる64。

 

ブリティッシュ・コロンビアの教師は、教師としての観察眼、生徒の自己評価、日々の

実践課題、小テスト、生徒の作業例、筆記試験、全体的（ホリスティック）な評価尺度、プ

ロジェクト、口頭および書面によるレポート、発表やポートフォリオ評価の再検討などをも

とに成績評価を行う。さまざまな判定活動を通じて収集した情報をもとに、教師は生徒

の成績を決定する。専門家としてのノウハウや、学習に対する知識、生徒との経験をもと

に、特定の基準を用いて、学習成果に照らした生徒の成績を判断する65。

 

また、教師は慎重を期する問題の対処法について教育省から助言を受ける。ブリティ

ッシュ・コロンビアの州政府は、先住民の歴史にまつわる問題など論議の対象となる歴

史的問題が数多く存在することを認識している。教師は、論議の的となりやすい議題に

ついて指導を行う際、授業前、授業中を通じて自らを省み、その議題に関する自身の

偏見を見つめ直すことが要求されている。 

 

3 マニトバ州 
 

マニトバ州はカナダ中央部に位置し、大草原地帯にあるカナダ  州のうちの  つで

ある。その規模はカナダ  番目、人口は    万      人で、最大の都市は州都ウィニ

ペグである。同州には、比較的多数のメティス（英 仏人と先住民の混血）や先住民が住

んでいる。州南部は、牧場や油料種子栽培、小麦栽培などの広大な農耕地である。マ

ニトバ州はカナダ全土にある農耕地のおよそ   ％を有する。鉱物、金属、水力発電も

州経済に重要な役割を果たしている。教育制度はマニトバ州教育省（         

                                      ）が管轄しており、そのサイトは以下から

アクセスできる。
                               

3.1 マニトバ州教育制度の役割と構造
 

マニトバ州では、幼稚園からシニア  年生（  年生）までの教育の実施責任はマニト

バ州教育省（    ）にある。同省の最高責任者は、青少年の教育に関するすべての

問題について方向性を決定する教育相である。同省は州の学校や学区、パートナーと

協力し、マニトバ州の青少年に対する質の高い教育の提供に努めている。また、教育上

の優先事項の決定、教育および教育費調達に関する公的機関や民間企業との会議へ

の参加、州内の公立および私立校への予算均等配分、市民･青少年を対象としたイニ

シアティブの実施などを含む数々の重要事項に責任を負う。 

 
同省のイニシアティブの  つに、マニトバ州青少年のキャリア開発関連問題への取り

組みがある。同省は、マニトバ州青少年の学習成績向上と、教育制度に関与している
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個人や団体の役割および責任の決定に注力している。また、連邦政府や地方自治体と

の折衝を含む、教育関連諸事項についてマニトバ州を代表する。
 

マニトバ州の教育は、州の「公立学校法」で定められる。学校法の条項には、教育委

員会や校長、教師、保護者、生徒の権利と義務が概説されている。 

 
マニトバ州には   の公立学校教育委員会がある。教育委員会は、幼稚園からシニ

ア  年生までを対象とした州教育制度の管理･運営責任を担う。各学区または学区域

で住民により選出された地域社会の代表が、各教育委員会の理事を務める。教育委員

会には、州内の学校が個々の地域社会の要望に応える多種多様なプログラムやサービ

スを提供する責任がある。

 
マニトバ州教育委員会の具体的な役割と責任は、公立学校法で明確に定義されて

いる。教育委員会の責任は、州内の学校における  歳から   歳の生徒に対する十分

な設備･施設の提供、州内の学校数の決定、学区･学区域内における教育予算使用方

法に関する指示、身体障害やその他障害のある生徒に対する通学手段の提供などで

ある  。 

3.2 マニトバ州カリキュラムの構造
 

マニトバ州では、青少年を対象に、  年間（幼稚園から   年生まで）の教育を実施

している。これは、早期（幼稚園から  年生）、ミドル期（ 年生から  年生）、シニア期

（ 年生から   年生）の  つのカテゴリーに分けられる。幼稚園は義務教育ではない。

 
幼稚園から  年生までは、 つの公認教育プログラム（英語、フランス語イマージョン

など）のいずれにおいても、芸術（音楽･美術）、国語（英語）、算数、保健体育、科学、

社会などの義務教育教科の指導を行う。フランス語プログラムとフランス語イマージョン・

プログラムは例外で、生徒は上記の教科に加え、フランス語コースを取る必要がある。こ

れら必修コースすべてを修了する過程において、早期およびミドル期の生徒は、州が定

めた  つの基礎技能分野においてその知識を証明しなければならない。それらは、読

み書き･コミュニケーション、問題解決、人間関係、テクノロジーの  分野である  。 

 
中等教育（シニア期）へ進むと、生徒は数々の必修コースと選択コースを修了する必

要がある。必修コースには、国語（英語、または生徒がフランス語イマージョン・プログラ

ムに在籍する場合はフランス語）、数学、保健体育、科学、社会などがある。  

 
マニトバ州カリキュラムの選択コースの目的は、生徒がそれぞれの関心分野や、中等

後教育機関への進学あるいは就職に役立つ教科を広く深く学習することの奨励である。

中等教育では、芸術（演劇、音楽、ダンス、美術、映画･ビデオ）、言語（フランス語、スペ

イン語、ドイツ語、日本語、先住民語クリー語）、テクノロジー（工業技術、家政学、ビジ

ネス･マーケティング、職業･産業）、保健体育など各種選択コースを生徒に提供してい

る。

 

                                                           
                                                 
                                                    



 

        

卒業資格を得るために、 つの教育体系（英語、フランス語、フランス語イマージョン、

テクノロジーのいずれかに在籍する生徒は全員、合計  年間の中等教育で   の履修

コースを修了しなければならない   。これら履修コースは通常、必修コースと選択コース

がバランスよく混ざっている。  

3.3 マニトバ州カリキュラムの基準
 

マニトバ州では、各種必修コースと選択コースを含む、学習意欲を向上する、バラン

スの取れたカリキュラムを実施している。州は、そのカリキュラムに、英語、フランス語、フ

ランス語イマージョン、シニア期テクノロジー教育の  つの教育プログラムを認可してい

る。  

 
マニトバ州カリキュラムのもととなっている基本理念は、教養があり技能に長けた市民

の育成である。同州教育省は、州内の生徒、特に学習が常に困難である生徒の学習成

果向上に向け尽力している。また、教師が州カリキュラムの成功に重要な役割を果たし、

教師自身が自らの技能を磨き向上する学習機会を得る必要性も理解している。同省は

現行カリキュラムを通じて、高等学校や中等後教育機関同士、さらに実社会とのつなが

りを強化することもその目標としている。

 
マニトバ州教育省は卓越性、公平、開放、対応、選択および個人の責任、関連性、

統合、説明責任といった方針をもとに、州全域でカリキュラムを実施している  。 

3.4 マニトバ州における試験および評価 
 

マニトバ州教育省には、同省のイニシアティブを反映し、生徒の成績評価に関するサ

ポートやアドバイスを行う責任がある。同省は州全域にわたり州の学力判定試験を管

理･配布する。学力判定試験は州カリキュラムの学習対象分野で行う。生徒は学力判定

試験受験が義務で、これにより同省は生徒の学力到達度を州レベルで適切に認定する

ことが可能である。また、試験から入手したデータをもとに、州は幼稚園からシニア 4 年

生までの現行教育制度の質を分析することも可能である。

英語、フランス語、フランス語イマージョンのいずれかに在籍する生徒は、州の学力判

定試験と共通テストを受験しなければならない。共通テストの目的は、カリキュラムや学

習、指導、評価など、生徒の学習体験の全要素を関連付けることにある。共通テストの

結果をもとに、教室での指導方法や生徒の学習方法を改善し、学校教育の効果を高め

ることを目的としている。 

学力判定試験や共通テストは、各学年、さまざまな教科において州レベルで実施さ

れる。たとえば、3 年生は読みと計算の実力判定試験を受験しなければならない。各学

期に、シニア 4 年生（12 年生）は、国語（英語）、国語（フランス語プログラムおよびフラ

ンス語イマージョン・プログラムの生徒の場合はフランス語）、数学（微積分以前）の必須

共通テストを受けなければならない。採点は各学校で行われ、試験結果は、生徒の最

終成績の 30％に換算される。 

                                                           
                                                   
                                                    



 

        

マニトバ州教育省では現在、教室における評価を反映した、ミドル期（ 年生から

年生）の州学力判定試験システムを開発中である70。 

4 ニュー・ブランズウィック州
  

ニュー・ブランズウィック州は大西洋側に位置する  州の  つで、カナダで唯一公式

にバイリンガル教育を謳っている州である。人口は   万      人、カナダで  番目の

規模をもつ。州都はフレデリクトンであるが、最大都市は人口  万      人のセント・ジ

ョンである。ニュー・ブランズウィックは鉛、亜鉛、銅、ビスマスのカナダ最大の生産地で

ある。主要産業は林業と漁業（特にロブスター漁）である。教育はニュー・ブランズウィッ

ク州教育庁の管轄で、そのサイトは以下からアクセスできる。
                                    

4.1 ニュー・ブランズウィック州教育制度の役割と構造
 

ニュー・ブランズウィック州では、学区管理のため、州の基準や政策内で運営する学

区教育委員会を設置することを教育法により義務づけている。学校レベルでは、保護者

による学校支援委員会がその責任範囲を拡張している。その責務には校長や教頭の

実績評価に関するアドバイスや、教育法に沿った同委員会の責務関連の課題に関する

学区教育委員会との協議などがある。

 
公立の初等中等教育費については州がその全額を賄っている。教育相には全体の

カリキュラムを規定し教育目標と基準を設定する権限があるが、教育庁の各言語部門が

それぞれの言語カリキュラムと学力判定方法に対する責任を負う。教育相直属に 名の

次官（フランス語系教育、英語系教育各 名）がいる   。

 
学校管理は、学区および学校管理･運営の方向性や優先事項の決定責任をもつ学

区教育委員会（   ）が行う。学区教育委員会は政策や計画の面で広範な責任を有し、

学校の実績ならびに州基準への適合に関し地域社会に対する最終責任を負う立場に

ある。    年 月 日現在、学区数は  （英語系  、フランス語系  ）ある。以前は、  

以内の学区が、人事、交通、財務、管理を共有するいくつかの管理ユニットにまとめら

れ学校制度が構成されていたが、現行の  の学区制度では学区それぞれが独立し教

育長とスタッフをすべて備えている  。

 
教育相ならびに教育庁職員は、学区教育委員ならびに教育長と年に最低 度の会

議を行い、情報共有、懸案事項の特定と協議を行う。 
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4.2 ニュー・ブランズウィック州カリキュラムの構造

 

カリキュラムとサービスは英仏 つの言語部門から別々に提供される。英語制度では

第 言語としてのフランス語教育を  年生まで行い、完全イマージョンが 年生あるいは

 年生で始まる。フランス語制度では第 言語としての英語教育を実施する  。

 
州の公立学校教育制度は、英語とフランス語の両方で学習する機会を生徒に与えて

いる。州はこの二重制度により両公用語で完全なカリキュラムとサービスを実現している。

ニュー・ブランズウィック州では    年に両語を公用語と認め、    年には カ国語併

用の必要性を認識、 つの独立平行教育制度を確立した。教育庁の各言語部門は、そ

れぞれの言語のカリキュラムと学力判定方法の責任を負う。    ～    年度には、幼

稚園から  年生の在籍者数は  万     名であった（英語話者部門  万     名、フ

ランス語話者部門  万     名）  。

 
ニュー・ブランズウィックの教育制度において、フランス語は主要学科である。州が行

うフランス語コースは幼稚園から  年生までの全生徒に対して必修であり、フランス語

による指導は  歳までに約     時間、  歳までにさらに約   時間受講する。中等教

育では、フランス語を母語とする生徒は、卒業要件としてフランス語 単位を取得しなけ

ればならない。フランス語コースでは、フランス語技能の養成に焦点を当て、マルチメデ

ィアを駆使したコミュニケーション・アプローチを採用し、表現、情報、分析、批評、遊び

など、さまざまな言語体験を通じた上級言語能力の習得を目指している。フランス語カリ

キュラムの基礎的要素はコミュニケーションと言語構造の知識である  。 

4.3 ニュー・ブランズウィック州における試験と評価 
 

現在、学力判定試験が毎年 年生から 年生を対象に算数、科学、国語の教科で行

われている。中学校（ミドルスクール）では、ミドルレベル英語能力試験が 年生のはじめ

に行われる。この試験に合格していることが、ニュー・ブランズウィック州の高等学校卒

業要件である。生徒は、高等学校卒業までの間に、この基礎言語能力の要件を満たす

ための数々の機会を与えられる。また    年以来、教育庁は  年生を対象とした州の

英語試験を実施している。この結果は生徒の最終成績の  ％に換算される。    年以

来、州の中等教育試験が最終年に生徒全員に実施され、その結果は  年生のフラン

ス語を含む つの必修教科において、生徒の最終成績の  ％に換算される  。

 
経済協力開発機構（    ）実施の国際的な学力判定試験（    ）などカナダ全国

共通の学力判定試験プログラムに加え、ニュー・ブランズウィック州では初歩的なフラン

ス語の学力判定試験プログラムも実施している。この試験は毎年 月、 年生から 年生

の全生徒を対象に行われる。結果は  月中旬に学校に報告される。これは生徒のその
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時点での到達状況を示し、生徒の長所と要改善点の指標となり、その後の学習向上の

戦略を立てるのに役立つ。各生徒の成績は、保護者と教師に対し詳細に報告される。

生徒の学力判定試験結果は、学校での成績には何ら影響を与えない。

 
州レベルでは、  年生が中等教育最後の必修フランス語コースを終える際に、教育

庁フランス語部門によるフランス語試験を実施する。この試験には作文と読解の つの

部分が含まれている。試験結果は生徒の最終成績の  ％に換算され、試験日から 日

以内に学校に報告される。詳細な統計報告が後日、学区ならびに中等教育全機関に

提供される  。 

5 ニューファンドランド･ラブラドール州
 

ニューファンドランド･ラブラドール州は     年になって連邦に最後に加盟した州で

ある。カナダ大西洋岸に位置するニューファンドランド島と本土にあるラブラドール地方

で州が構成される。人口は   万      人、カナダで  番目の州である。水力発電や

漁業のほか、採鉱や石油･ガスの採掘が州の経済に重要な役割を果たしている。州都

で最大の都市であるセント・ジョンズの人口は、 万      人である。教育制度はニュー

ファンドランド･ラブラドール州の教育省の管轄で、そのサイトは以下からアクセスできる。
                             

5.1 ニューファンドランド･ラブラドール州教育制度の役割と構造
 

ニューファンドランド･ラブラドール州では広大な面積に人口が散在しているため、教

育プログラムやサービスの提供は困難を極める。州学校教育制度では、1972年以来、

特に農村地域において在籍生徒数の減少が進み、プログラムを適切なレベルに維持

することがますます困難となっている78。地域ごとの4つの教育委員会（ラブラドール、西

部、中央、東部）と、州全域を対象にしたフランス語話者の教育委員会が１つある。各地

域の教育委員会は、総選挙で選出された15名の理事で構成される79。

 

1997 年に制定された学校法により、校長、保護者、教師、地域社会代表者、さらに

高等学校コースを提供している学校の生徒代表で構成される、学校審議会の設立が認

められた。学校審議会は、学校教育プログラムの質と生徒の学力を向上する政策と慣

行の開発･発展を目的とする80。  

5.2 ニューファンドランド･ラブラドール州カリキュラムの構造 
 

ニューファンドランド･ラブラドール州では、小学校進学前の児童の幼稚園教育が義

務である。 年生から  年生は州の小学校、 年生から  年生は州の中学校に在籍す

る。また、  年生から   年生は州の高等学校に通う。 日の指導時間は、幼稚園で最

低  時間半、 年生から  年生が  時間、 年生から   年生は  時間である。学年

度は通常、 月  日に始まり、翌年の  月   日に終了する。 学年度には合計    
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日あり、そのうち最低    日は規定の指導時間として使われる。通常  日はワークショ

ップや教師の授業計画、 日は法律で定められた祝祭日である。

 
幼稚園のカリキュラムは、そのプロセスや内容、成果のすべてが幼稚園プログラムの

構築、ひいては認知、情緒、精神運動の分野における幼児の生育･発達に大きく貢献

するという信条に基づいている。幼稚園児の発達段階に応じた適切な学習内容の計画

において教師をサポートするために、幼稚園プログラムの成果は国語（英語）、算数、科

学、社会 アントレプレナー教育（                    ）、芸術、保健、音楽、体育、

宗教教育、テクノロジーに分類されている  。

 
小学校カリキュラムは、国語（英語）、算数、科学、社会、フランス語、音楽、芸術、体

育、保健、宗教教育における基礎知識、技能、価値観を習得･育成するために設計され

ている。小学校では、生徒の（知能、社会、情緒、精神、身体面における）成長･発達に

焦点を当て指導する。全体的な指導法として、児童にとって意味がある方法で学習が

できるよう、予想や批判を交えた実体験を通して学ぶ活動探求型の方法を採用してい

る  。 

 
ニューファンドランド･ラブラドール州では、 年生、 年生、 年生が州の中学校に在

籍する。中学校教育の全般的な目標は、青少年の最善かつ完全なる発育である。  歳

児から  歳児の関心とニーズに適切である教科として、国語（英語）、数学、科学、社会、

音楽、工業技術、テクノロジー、芸術、体育、フランス語、保健、家政学、宗教教育の分

野の概念、価値観、知識技能といった教科が選ばれている。中学校のカリキュラムでは、

認識、情緒、精神運動の分野に重点を均等に置き、個人差も考慮に入れ、バランスを

図っている。中学生の時期に、生徒はこれまでに習得したコミュニケーション能力や計

算能力を統合し、意思決定能力やリーダーシップ能力、自立能力、責任能力などを発

達させていく。中学校では、自立的思考能力を育てるために、問題解決や討論、グル

ープ活動、計画などを主としたアプローチを採用している。学力判定試験や評価を継続

的に実施し、各生徒の改善を必要とする分野を判断している  。
 

ニューファンドランド･ラブラドール州では早期フランス語イマージョン（   ）と後期フ

ランス語イマージョン（   ）という つのフランス語イマージョン・プログラムを提供してい

る。    は幼稚園からレベル    （  年生）までが対象で、プログラムを開始する幼稚園

レベルではフランス語を媒介とした指導時間がほぼ   ％である。 年生で国語（英語）、

その後の学年で英語を媒介としたその他の教科の教育が始まり、フランス語による指導

時間の割合は学校教育過程を通じて年々減少していく。一方、    は 年生からレベ

ル    （  年生）が対象で、 年生と 年生におけるフランス語を媒介とした指導時間は

およそ  ％である。その後の教育過程でフランス語による指導の割合は年々減少して

いく  。 
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5.3 ニューファンドランド･ラブラドール州における試験と評価 
 

ニューファンドランドでは、生徒がどの程度、特定の知識技能を習得しているかを測

るために、（他の生徒との比較するための試験でなく）基準に基づいた試験を行う。また

生徒は、経済協力開発機構（    ）が実施している     （              

                                 ）も受験する。この試験は教育環境（教育制度）

を異にするさまざまな   歳児の知識測定を行い、その比較を行うことを目的とした試験

である。

 
教室では 種の評価方法（指導前、形成期、総括的）が使用されている。指導前評価

においては、学習に臨む段階における各生徒の状況、つまり学習項目とその成果に対

する各生徒の知識技能の程度について判断を試みる。形成期の評価は、指導･学習過

程において行われる。総括的評価では、指導後に生徒がどの程度、規定学習成果を達

成したかを評価する  。 

6. ノースウェスト準州

 

ノースウェスト準州はカナダに  つある準州の  つである。人口  万      人、カナ

ダで   番目の州･準州であり、州都は人口  万      人のイエローナイフである。人

口のおよそ半分がデネ族、イヌビアルイト族、メティスである。同準州はダイアモンドや金、

天然ガスなど、豊富な天然資源の恩恵を受けている。ノースウェスト準州は、カナダで中

等教育を   歳まで提供する教育制度をもつ、数少ない州の  つである。教育制度は、

教育･文化･雇用庁（                                               、以下

便宜上、教育省と称す）が管轄し、そのサイトは以下からアクセスできる。
                          
 

6.1 ノースウェスト準州教育制度の役割と構造 
 

準州政府は、カナダの他州同様、教育実施の責任を担う。    年に制定されたノー

スウェスト準州教育法のもと、同準州教育庁は  つの学区教育機関と  つの学区域教

育委員会に対して指針を提供し、カリキュラムの方向付けを行う。同庁は、準州生徒が

有するユニークな文化･言語のニーズを満たすため、カリキュラムを方向付けし、指導要

領を作成する。また、選出議員から教育相を任命する。教育相は教育関係者に指示し、

指導･教育プログラムの基準を確立する。また、学区教育機関や学区域教育委員会、教

育庁次官に任務を割り当てる場合もある。  

 
教育長の任務には、教職員や管理者の監督、教育プログラムの実施、教員、生徒、

保護者、地域社会の年長者や地域社会のその他の住民の協力体制の促進などがある。

また、地域団体や司法課、社会福祉課、厚生課、地域代表者と学区教育機関間の連

絡窓口となったり、生徒評価が準州、学区、学区域の基準と必ず合致しているようにす

るのも教育長の役割である。
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教育長はまた各学校の校長を最高  年の任期で任命する。校長の任務には、学校

目標や計画、政策の、生徒や保護者、学校関係者、地域社会年長者、その他住民との

共同立案の促進、指示や指導の提供、プログラム開発･実施ならびに学校プログラムへ

の保護者や地域社会の参加手順の開発･実施、規律励行、教育相や保護者、地域社

会による基準の奨励などがある。各学区の教育長と校長は文化に根付いた学校プログ

ラムを教育プログラムの一環として提供する計画を立案する。 

6.2 ノースウェスト準州カリキュラムの構造
 

教育庁が採用しているカリキュラムはカナダ北西部協定（                     

                 、    ）やアルバータ州、サスカチュワン州がすでに確立したカ

リキュラムに基づいている。教育庁は      を調整することで北方の州が抱える懸念

事項に対処している。教育庁がカリキュラムの指導を行っている教科は、保健、イヌイッ

ト文化、デネ族文化である。  

 
初等教育では、生徒の知能、社会、情緒、精神、身体の発達を中心に取り組んでい

る。中等教育における学習プロセスは地域社会によって異なり、生徒中心の学習、地域

社会に基づいた学習、統合学習、プロセス重視学習、対話型学習、包括的学習のいず

れかに重点が置かれている。 
 

6.3 ノースウェスト準州特別プログラム 
 

準州政府は連邦政府からの援助を受け、幼児教育プログラムや、妊婦管理･公衆衛

生、健康増進、初歩的な読み書きプログラム、就学前幼児教育、家庭崩壊の危険性が

高い家族の支援プログラムなどのサービスに投資している86。これらプログラムは幼児の

保育と学習に焦点を当てている。 

6.4 ノースウェスト準州の文化教育
 

今日、ノースウェスト準州では、先住民、非先住民の、特に言語文化の多様性を認識

し、それを教育制度に取り込んでいる。ノースウェスト準州の法律では、イヌクティトゥット

語、イヌイナクトゥン語、イヌヴィアルクトゥン語、ノース・スレイビー語、サウス・スレイビー

語、ドグリブ（ティルチョ）語、チペワイアン語、グウィッチン語、クリー語、英語、フランス

語の  の言語を公用語として認めている。各言語の使用は、準州内の各地域、さらに

学校制度により大きく異なる。 

 
教育庁は、各地域社会に固有の文化的需要や優先事項が存在することを認め、そ

れらに即したプログラムやサービスの決定を各地域社会に委ねている。ノースウェスト準

州の カ国語教育には、第 言語プログラムと、第 言語プログラム、公用語を つあるい

は複数使用したイマージョン・プログラムがある。

 
ノースウェスト準州カリキュラムはすべて、多種多様な文化の繁栄と活力に基づき、地

域社会の価値観を反映するよう作成されている。カリキュラムには、文化的信条が組み
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込まれ、年長者の助言を尊重することを奨励している。また、北方地域の例を多く使用

し、文化的に適切な教材を使用している  。
 

7 ノバ・スコシア州
 

ノバ・スコシア州はカナダ南東岸に位置し、大西洋沿岸で最も人口が多い州である。

ノバ・スコシア州の経済は、地元の天然資源に支えられているが、経済基盤の拡大によ

り観光業やテクノロジー、映画制作、音楽、その他の文化産業への依存も増している。

同州は     年のカナダ連邦誕生時に最初に加盟した  州の  つで、州都は人口   

万人のハリファックスである。教育制度はノバ・スコシア州教育庁が管轄し、そのサイトは

以下からアクセスできる。
                         

7.1 ノバ・スコシア州教育制度の役割と構造
 

ノバ・スコシア州の教育制度は、公立学校部門を含む  つの運営ユニットからなるノ

バ・スコシア州教育庁が管轄する。公立学校部門は、アフリカ系カナダ人サービス、英

語プログラム・サービス、第  言語フランス語プログラム・サービス、学習資源･テクノロジ

ー、ミクマク語サービス、地域教育、生徒サービス、試験･評価で構成される。教育庁は、

すべての教育プログラムおよび英語の公立学校教育制度、試験･評価、教育テクノロジ

ー、教育委員会のサービスの責任を担う。同庁の使命は、卓越した教育制度と、個人の

目標達成や社会の生産性実現と繁栄に向けた教育を提供することである。同庁は、就

学前幼児教育から中等後教育、成人教育にいたるまで多岐にわたる教育･研修制度の

任務を遂行する。成人教育機関には、成人教育、研修、コミュニティ・カレッジ、私立キ

ャリア専門学校、大学、人間開発を支援するさまざまな機関がある。同庁は、その他に

公立図書館や青少年事務局の責任を負う  。ノバ・スコシア州には、  万      人を

超える生徒の育成に務める  つの教育委員会がある  。  

 
教育委員会は、書面で請願書が提出された場合、公立学校の学校諮問審議会を設

立できる。学校諮問審議会の役割は、教育委員会に提出する学校改善計画の立案、

年次報告書の作成、質の高い教育を促進する学校政策立案に対する助言、カリキュラ

ム・プログラムや学校の慣行、生徒の規律、資金集め、保護者と学校間のコミュニケーシ

ョン、その他関連問題に関する学校校長や教職員への助言、カリキュラム・プログラムや

生徒支援サービス、政策開発、資金繰り、コミュニケーション戦略、その他関連問題に

関する教育委員会への助言である。  。 
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7.2 ノバ・スコシア州カリキュラムの構造
 

ノバ・スコシア州カリキュラムでは初等教育で国語、算数、美術、保健、体育、音楽、

科学、社会に焦点を当て指導する。アカディア地方およびフランコフォン（フランス語

圏）の学校では、 年生から英語が必修教科として始まる。英語圏の学校では  年生か

らフランス語が必須主要教科として始まる。教育委員会は、第  公用語のイマージョン・

プログラム提供を希望する場合、教育庁と協議の後、承認申請が可能である。また、コ

ース提供が可能な場合、ゲール語やミクマウ語を第  言語として  年生から指導するこ

とも可能である。  

 
各教育委員会は、 年生から  年生に対する英語、フランス語、保健 個人発達･人

間関係、科学、数学、社会、体育、家庭科、芸術教育の指導を義務づけられている。中

等教育では各学校で生徒のニーズに応じた自主学習計画を用意する。カウンセラーや

教員は、各生徒が中等後教育機関への進学や就職に必要な要件をすべて満たし、個

人の関心を見いだし多彩な能力を伸ばすようなコースを選択できるよう協力する。各種

中等後教育機関への進学対策として、  年生と   年生のプログラムでは段階的に専

門的な内容になるコースも用意している  。  

7.3 ノバ・スコシア州カリキュラムの基準 
 

ノバ・スコシア州の教育目標は、カナダ大西洋岸学校修了主要学習の枠組み

（                                                                       ）

に基づいている。この枠組みでは、大西洋岸  州共通のコア・カリキュラム開発の論拠

とプロセスが述べられている。各地域でカリキュラム開発に協働し、ひいては大西洋岸

州の主要教科の調和を図る。カリキュラム成果の描写においては、学習の各主要段階

で生 徒が明示す べき達成事項を明記し ている。大 西洋岸  州では、「基準

（         ）」という用語が生徒のさまざまな到達段階の説明に用いられる。教師は、

生徒個人のカリキュラム成果の到達度を基準と照らし合わせて評価する。これは、教室

でのすべての評価に基準を直接に参照する必要があるとか、教師が  つだけの判定

方法を用いるという意味ではない  。

 
ノバ・スコシアは現在、大西洋岸 州の英語カリキュラムの読み能力分野を中心に支

援を実施しており、 年生から 年生を対象に「アクティブ・ヤング・リーダーズ（積極的に

本読みする子ども）」というイニシアティブを導入している。「ライターズ・イン・アクション

（執筆活動中の作家）」という同様のイニシアティブも書き能力や言語構造、カリキュラム

の言語使用面を支援するため、 年生から 年生にかけて導入される予定である。ノバ・

スコシア州学力判定プログラム（                                              、

     ）には、 年生と 年生が対象の学力判定試験と  年生が対象のノバ・スコシア

州試験（   ）の開発が含まれる。国語の学力判定試験には書き能力分野が含まれる。

試験は毎年、 月と 月に実施され、生徒のコース最終成績の  ％に換算される。 

教育庁は、通信教育や公立学校教育制度のプログラムやコース、サービス、関連政

策、リソースなどの設計ならびに開発、実施、評価の調整に関与している。これには、英
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語･フランス語の第  言語･第  言語プログラム、州レベル、全国レベル、国際レベルで

の生徒の到達度の判定試験、特殊教育、総合的な指導およびカウンセリング、多文化

教育、ミクマク族やアフリカ系ノバ・スコシア州民の学力達成支援サービス、印刷物や技

術的な教材の評価ならびに支給、実施者や教師の専門性開発、教育問題および運営

問題に関する教育委員会へのアドバイス提供などがある  。 

7.4 ノバ・スコシア州における試験および評価
 

     （ノバ・スコシア州学力判定プログラム）は評価サービス部門により実施される。

      には州レベル、全国レベル、国際レベルの学力判定試験がある。州レベルの

試験は、小学校、中学校、高等学校で実施される。高等学校においては、州レベルの

試験が   年生を対象に    （ノバ・スコシア州試験）として実施される。評価サービス

部門は、ノバ・スコシア州の英語話者およびアカディアン フランス語母語生徒を対象に

試験を開発、実施、採点し、その結果報告を行う。      には、 年生の算数、 年

生の読み書き能力、 年生の数学、 年生の国語、  年生の化学（英語･フランス語）、

英語、コミュニケーション、数学、高等数学、物理学で州レベルの試験がある。      

にはまた、  歳および   歳の生徒を対象に数学、読み、書き、科学の試験を行う全国

レベルの学力指標プログラム（    ）がある。国際レベルの     （              

                                ）を   歳の生徒を対象として実施し、数学、読

解、科学の学力判定試験を行う  。

 

8 ヌナブト準州
 

ヌナブト準州は、カナダで最大面積を有する最も新しい準州である。    年 月 日

に、ヌナブト法とヌナブト協定により、ノースウェスト準州から分離した。ヌナブト準州の誕

生は、    年にニューファンドランド（ラブラドールを含む）州がカナダ連邦に加盟して

以来初めての、州 準州境界の大変革であった。ヌナブト準州の州都は、東部のバフィ

ン島にあるイカルイット（旧フロビシャー・ベイ）で、人口は     人である。ヌナブト準州

の人口は 万     人で、先住民であるイヌイットがその  ％を占める。ヌナブト準州の

教育制度はヌナブト準州教育庁が管轄しており、そのサイトは以下からアクセスできる。 
                                        

8.1 ヌナブト準州教育制度の役割と構造
 

ヌナブト準州では、学校教育制度は教育庁の直接の管轄下にあり、         （キキ

クタニ）、        （キバルリク）、        （キティメォト）の つの地域に分けて学校運営

をしている。教育庁はヌナブト準州の学校の学力判定試験や評価、報告の指針の開発

に対する総合責任を担う。同準州では、人口の過半数が  歳未満であるため、教育制

度の開発とその資金調達の課題を抱えている。地域学校運営機関（   ）がヌナブト準

州の学校における学力判定試験の実施･監督の総合責任を担う。    は、学区教育

委員（   ）ならびに地元の学校と協力し、学力判定試験や評価、報告の政策立案を

行う  。 
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学区教育委員（   ）は、地域社会で選任された教育チームの一員として、学校管

理者や生徒、保護者、    と協力し、教師が能力を発揮し、生徒が優秀な成績を達成

できる環境作りの責任を担う。 

8.2 ヌナブト州カリキュラムの構造 
 

各地域社会の     は教育法の定める範囲内で全生徒に対する指導日数を決定す

る。正確な日数は、現在法制化されている    日とは異なる場合がある。教師は（年

間）   日勤務し、そのうちの  日は教師としての専門知識を開発する日として利用す

る。

 
始業日と終業日は各学校で異なる。同準州は広大で、地理的な位置や経度により昼

夜の長さが異なるため、学年歴は柔軟に決定される。各地域社会では教育相により定

められた規定内で学年歴を選択する権利がある。

 
ヌナブト準州では、アルバータ州やカナダ北西部協定（    ）の指導要領を基に

作られたノースウェスト準州カリキュラムに類似したプログラムを行ってきたが、現在独自

の新しいプログラムやカリキュラムを開発中である。

 

最近のヌナブト準州の学校では、伝統的な食べ物の調理方法を指導しており、屠殺

したばかりのカリブーの捌き方など役立つ技術を生徒は習得する。カリブーはヌナブト

準州の大半の地域に多数生息し、その肉はたいていの家庭で一般に食される。生徒は

また、カリブーの革の利用方法（手袋やブーツ、衣服用に縫製するなど）も学ぶ。さらに、

長い北極の冬にカリブーやアザラシ、その他の野生動物の猟に行く際に使用するソリの

作り方までも指導する。イヌイット・カオイマヤトカンギト地域における教育は、イヌイット

がその子どもたちに求める価値観や信条、考え方、期待に焦点を当てて行われる。そ

の意味合いにおいて基礎をなすのは、将来に向けた学習や学習の継続、常に向上を

図る精神である。

ヌナブト準州の教育目標は、イヌクティトゥト語またはイヌイナクトゥン語と英語のバイリン

ガル社会を形成することである。 つの言語と文化を広く体験することにより、子どもは精

神的な柔軟性や豊かな概念形成、多岐にわたる豊富な知能など多くの利益を享受でき

ることが研究で明らかになっている。

 
イヌイットの価値観では、分かち合いの精神と、子どもや年配者、自分の身の回りのこ

とが十分にできない人たちへの配慮に重きが置かれる。同様に、過去  年間、包括的

学校教育が文化に適した教育哲学として推進されてきた。同時に、イヌイット民族にとっ

て要となる指導法や学習法として年長者が明言してきたことの多くが、グループの相互

依存や成長、成功、大切さを重視し、共同･協力のプロセスを重んじた指導法に関する

研究において証拠をもって裏付けられている。勝利のみを目的とする競争は不適切で

あり、グループに対する自身の責任感を弱めるものである  。 
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8.3 ヌナブト州の幼児教育
 

    年 月、連邦政府、各州･準州政府の社会福祉担当省庁の大臣が協議を行い、

州･準州が規定する、費用面でも実現可能な質の高い幼児教育･保育プログラムやサー

ビスへのアクセス向上を目指した枠組みで協定を締結した。この協定の目的は、保育機

関および就学前幼児教育機関の数や定員を増やし、低所得家庭の負担を軽減し、保

育･就学前教育サービスの質を向上することにある。ヌナブト準州は、この協定に署名し、

保育制度の質と利用性の改善に尽力している  。

 
ヌナブト準州教育庁は、準州における生活と教育の質向上を目指したプログラムをい

くつか実施している。その  つに、健康優良児イニシアティブ（                 

          、   ）やコミュニティ・アクセス・プログラム（                        ）

がある。      のねらいは「健康な親のもとに生まれ、福祉精神の進んだ地域社会で助

け合いながら強くたくましく生育する健康優良児」を育てることである。    は、青少年

や親、家族、地域社会が力強いネットワークを形成し、健康な乳児を健康な児童へと共

に育て上げていくというホリスティックなアプローチを強調している。地域社会のイニシア

ティブにより、 歳から  歳の乳幼児とその家庭を対象とした幼児期早期介入プログラ

ムおよびサービスの強化や開発に資金が提供される。また、児童支援サービスにより、

集中支援や特定の支援を必要とする児童には個人レベルで資金が提供される。

 
コミュニティ・アクセス・プログラム（   ）はカナダ産業省が開発したイニシアティブで、

インターネットへのアクセスを手頃な料金で一般に提供したり、インターネットを効率的

に利用するために必要な技術を提供することを目的としている。このサービスは学校や

コミュニティ・センター、図書館で利用できる。カナダ産業省や州･準州のパートナーから

支援を受け、カナダ全域にわたり、コミュニティ・アクセス・サイトと呼ばれる施設が図書

館や学校、コミュニティ・センターに設置されている。    年  月   日以来、     も

の施設が設置または承認され、さらに多くの施設が毎月追加されている。ヌナブト準州

には   のコミュニティに   の     施設がある  。
 

9 オンタリオ州 
 

オンタリオ州はカナダ   州のうち最も人口が多い州である。州都トロントは、人口

   万      人、カナダ最大の都市である。カナダの首都、オタワもオンタリオ州にある。

    年  月  日現在、オンタリオ州の人口は      万      人で、カナダ全人口の

    ％を占める。また、同州はカナダで最も産業化が進んだ地域である。トロントはカナ

ダの金融機関や銀行業の中心地である。オンタリオ州の教育制度はオンタリオ州教育

省が管轄しており、そのサイトは以下からアクセスできる。
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9.1 オンタリオ州教育制度の役割と構造
 

オンタリオ州では、教育制度は教育省の管轄である。教育省は、カリキュラムの決定、

修了･卒業要件の設定、教育委員会への教育予算や学校維持費の提供の責任を担う
  。教育省は、学年度中に      人以上の人員（州立学校のパートタイム雇用者や職

員を含む）を雇用している。同省は大きく  つの部門に分かれ、さまざまな局、審議会、

委員会を監督する立場にある   。    

 
教育省が学校の一般的な政策を設定する一方、学校を運営するのは各地域で選任

された教育委員会である。州内には   の教育委員会と   の学校局（       

         ）があり、すべての州の学校を管理する。学校局は地理的に離れた複数の

委員会からなる。  の英語教育委員会、  の英語カトリック系教育委員会、 つのフラ

ンス語公立学校教育委員会、 つのフランス語カトリック系教育委員会がある。 

 
教育委員会には、その管轄下の学校が教育法やその規定を遵守していることを保証

する責任がある。さらに教育委員会には、年間予算策定や地方税の使用、管轄内の学

校数、規模、場所の決定、教師や学校運営員の雇用、地域社会や在学生徒のニーズ

に呼応したプログラムの提供、特殊教育プログラムの提供などの責任がある。教育委員

会はまた、学用品や教材を生徒に支給するほか、通学手段も提供する場合がある   。 

 
教育委員会にはまた、成人教育･研修の任務もある。一部の学区教育委員会では、

成人向けの正式な昼間学校を運営したり、オンタリオ州の中等教育履修教科やその他

の         プログラム、読み書き基礎能力プログラム、場合によっては教育助手や介

護士、浄水技師訓練などの資格認定プログラムも用意している。各学区教育委員会に

よる成人教育プログラムの規模は大幅に異なる。一部の学区教育委員会では、教室指

導、自習、  ラーニングの  つを組み合わせた、従来とは異なるプログラムを提供して

いる。大規模な学区教育委員会は、成人のみを対象にした成人教育センターを有する

場合もある。その他の学区教育委員会は通常の高等学校に成人教室を設けている場

合がある。また、地域社会内で施設を賃貸して成人プログラムを提供したり、地域社会

の機関に教師を派遣して指導を行っている学区教育委員会もある。また、学区教育委

員会によっては一般的な興味分野のプログラムを提供しており、原価回収式で行われ

ている。つまり、一般的興味分野のプログラムは、たいていの場合、指導料と施設賃貸

料を支払う必要があるため、有料で行われている。学区教育委員会は、教育省や、職

業訓練、カレッジおよび大学省（                                               ）、

連邦政府が資金提供するプログラムを組み合わせて実施している場合もある。各教育

委員会が提供する成人教育プログラムは、地域のニーズや学習者の要望、資金の有無

などによって異なる   。 
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9.2 オンタリオ州カリキュラムの構造
 

教育省が州全体の教育基準を決定する。カリキュラム書類を通じて州全域の教師に

要求事項を伝達する。教科ごとの事例モデルもあり、教師が生徒の提出課題を評価す

る際に注視すべき点が示されている。事例モデルには、生徒による実際の作業例と、特

定の到達レベルであると判断した理由を説明した教師のコメントが示されている   。   

 
オンタリオ州には幼稚園の特別プログラムがあり、言語、算数、科学･テクノロジー、個

人的･社会的発達、芸術の  つの分野における発達目標が含まれる。幼稚園以降、

年生から  年生までは芸術、フランス語（第  言語として）、保健体育、言語、算数、先

住民語、科学･テクノロジーの教科ごとにカリキュラムが分けられる。 年生から  年生の

社会と  年生と  年生の歴史および地理は追加のカリキュラムである   。 

 
中等教育に進むとカリキュラムはさらに多岐にわたる。中等教育では、生徒は芸術や

フランス語など小学校での学習教科を継続して学習する機会をもつと同時に、ビジネス

学、カナダ･世界学、古典や国際語、英語、ガイダンス･キャリア教育、先住民研究、科

学、社会、テクノロジーなど多岐にわたり学習できるほか、学際研究も   年生あるいは

  年生で始まる   。  

 
 年生、  年生では、学究コース、応用コース、オープンコースの 種のコースがある。

学究コースでは理論的･概念的問題を中心に、応用コースでは実際の応用や具体例を

中心に指導を行う。両コースとも、高学年での学習の準備段階であると同時に、生徒に

対し高い要求を設定している。オープンコースはすべての中等教育で実施され、特定

の教科をさらに深く学習し全般的に実りある教育を実現することを目的とする。他のコー

ス同様、オープンコースは単位ベースで、卒業要件を満たすために必要な  単位に算

入できる   。 

 
  年生、  年生になると、生徒は「就職準備」、「大学 カレッジ準備」、「カレッジ準

備」、「大学準備」の  つの対策コースから選択できる。就職準備コースは、生徒が高等

学校卒業後すぐに就職、あるいは地域社会の徒弟プログラムやその他の研修･訓練プ

ログラムに入籍するためのコースである。コースでは、就職技術や、教科学習内容の職

場での実用法を中心に指導する。就職準備コースの多くが教育と実地訓練の連携制度

を採用しており、これにより生徒は直接に職場を体験することができる。大学準備コース

は大学入学審査に必要な知識や技能を身につけるためのものである。コースでは、教

科の理論的観点を中心に指導し、関連する応用法も研究する   。また   年生と   年

生ではオープンコースも実施される。 
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9.3 オンタリオ州における試験および評価 
 

オンタリオ州では教育省が、学力判定基準を設けている。同省が教科ごとの実例モ

デルを通じて基準を設定し、教師はそれを参照しながら生徒評価を行う。同省は、教育

の質および説明責任に関する事務局（                                     

      、    ）と呼ばれる、オンタリオ州政府が確立した枠組み内で運営する独立機

関も設置している。     の義務は、初等中等教育機関の評価と見直しを通じて、オ

ンタリオ州における教育の責任説明を確固たるものとし、教育の質向上に寄与すること

である。     は初等中等教育機関を対象にした州の学力判定プログラムを開発･実

施すると同時に、全国レベルおよび国際レベルの学力判定試験に対するオンタリオ州

の参加も調整する。     は  年生と  年生全員を対象とした読み書きと算数の学力

判定試験を行う。  

毎年   月には、オンタリオ州中等教育読み書きテスト（                         

             ）を実施する。 年生の数学学力試験は、 学期にのみ数学を履修して

いる生徒には  月、 学期および通年コースを履修している生徒には  月  月に実施

する   。 

 

10 プリンス・エドワード島州
 

プリンス・エドワード島は大西洋に面した州である。同州は、人口と面積においてはカ

ナダ最小の州であるが、人口密度においては  平方キロに      人とカナダ全州で最

も高い。人口は   万      人、州都で最大の都市は島の南岸中央部に位置するシャ

ーロットタウンで、人口は  万      人である。州経済は季節産業である農業、観光業、

漁業が中心である。同州の教育制度は教育庁が管轄しており、そのサイトは以下からア

クセスできる。
                                   

10.1 プリンス・エドワード島教育制度の役割と構造
 

プリンス・エドワード島では、教育制度を  つの地域に分けて管理･運営している。公

立学校はすべて無宗派で、セパレートあるいは二重学校教育制度に対する法律は制

定されていない。州内には  つの私立学校があるほか、連邦政府のインディアン保護

省（                                         ）が運営する学校も１校ある。
 

プリンス・エドワード島州政府は、    年に学区を  つから現在の  つ（英語系

つとフランス語系１つ）に統合した。この  つの教育委員会では   人の理事が  万

     人の生徒の育成に努めている。最近制定された消極的立法に基づき、各学校が

学校諮問審議会を設立することも可能である。法律によりいくつか条件が定められては

いるものの、審議会は、地域のさまざまな状況や従来の学校レベルでの管理経験に対

応し、さまざまな形式で学校運営を行っている。 

 
教育予算はすべて州の一般歳入から提供される。ただし一般歳入は州の固定資産

税徴収からも拠出されている。資金は主として生徒数に基づき計算･分配される。  

                                                           
                                                                             年  月  日閲覧。 



 

        

10.2 プリンス・エドワード島州カリキュラムの構造 
 

公立学校教育プログラムでは、英語（第  言語）、フランス語（第  言語）、フランス語

イマージョン（早期継続、および後期）のカテゴリに分け、コースを提供している。中学校

レベルおよび高等学校のカレッジ準備レベルにおける数学、科学、社会のコースの大

半は、フランス語と英語の両方で指導を行っている。フランス語のみで開校しているコー

スも  、 ある。一般レベルおよび実用レベルの中等コースは、需要が低いためフランス

語での指導は行っていない。 

 
中学校は  年間のプログラムである。英語、数学、社会、科学、フランス語、保健体

育は主要教科で、大抵の生徒が取得しなければならない。一方、芸術、音楽、家政学、

工業技術が選択コースとして用意されている。高等学校でも、 年間の学習カリキュラム

が 実 施 さ れ て い る 。 大 西 洋 岸 州 教 育 基 金 （                              

          ）の後援で、カリキュラム基準が策定されている。

 

10.3 プリンス・エドワード島における試験と評価
 

試験は地域ごとに作成･採点する。州実施の共通テストはない。学力到達評価は、パ

ーセント式かアルファベットのレターグレード式でつけ、報告する。州では生徒の記録を

州レベルで登録保存しないため、学校が適切に記録を保存し複写を発行する必要があ

る   。 

 
生徒の学習到達度を判断する目的で、カリキュラム成果の達成情報が体系的に収集

できるような評価方法を採用している。学力判定試験を作成する際には、生徒が習得し

た知識技能や学習態度を証明する機会を複数設けるため、教師はさまざまな手段を用

いる。正式および普段の観察、作業例、事例記録、面談、教師作成およびその他の試

験、ポートフォリオ、学習日記、質問、発表、生徒同士の評価および自己評価など、多

種多様な判定法を用い、情報を収集する。生徒の学習報告は、カリキュラム成果の到

達度を中心に行う。成績通知表は生徒個人の進度を報告する  つの手段である。その

他に面談や、メモ、電話などの手段を利用した報告もある。 
 

11 ケベック州
 

ケベック州は人口    万      人、オンタリオに次いでカナダで  番目に人口が多

い州である。公用語はフランス語で、カナダで唯一英語を公用語としない州である。州

都はケベック市、最大都市は人口    万      人のモントリオールである。セントロー

レンス・リバー・バレーは肥沃な農耕地で乳製品や果物、野菜、フォアグラ、メープル・シ

ロップなどの生産地である。モントリオールには、ジェット機製造のボンバルディア社や

ジェット・エンジンのプラット   ホイットニー社、フライト・シミュレータ製造の    、防衛

関係請負業者のロッキード・マーチン・カナダ社など航空宇宙関連企業を含むハイテク

産業がある。ケベック州の教育制度は教育･レクリエーション･スポーツ省（             

                                  ）が管轄し、そのサイトは以下からアクセスできる。
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11.1 ケベック州教育制度の役割と構造
 

ケベックの学校には、より民主的で公正な社会の発展に寄与するよう生徒を育成する

義務がある。学校は、生徒が社会に関する基礎知識や価値観を身につけ、市民として

建設的な役割を果たすために必要なツールを習得することにより、社会における立場を

確立できるよう努める責任がある。学校の使命は、指導、社会性教育、資格提供の  つ

がある   。 

 
ケベックの学校教育は、 部構成の幼児教育で始まる。この  部とは、児童を学校に

慣れ親しませるための通過儀礼としての役割、潜在能力を最大限に活用できるよう刺激

を与えることによる全体的な児童の発育実現、その後の学校教育の準備および生涯を

通じた継続学習を可能にする社会的･認知的土台作りである。このプログラムでは、 、

歳児の、自己認識や社会生活、コミュニケーションに関連した精神運動、情緒、社会、

言語、認知かつ方法論的能力を発達させる。教師に助けられながら、児童は遊びの世

界や生活体験から得られる学習状況に参加し、生徒として積極的に思考能力を活用し

ながら行動し始める。また、同プログラムにより、児童は複数のカリキュラムにまたがる一

定の知能、方法論的能力、自己･社会的能力、コミュニケーション関連能力を発達させ

始め、多岐にわたる学習分野において自身が興味をもつテーマを探求できるようになる
   。 

 
正式な学校教育は  歳で始まり   歳までは義務教育であるが、大半の児童が選択

制の全日制幼稚園に  年間通うほか、身体障害児や低所得家庭の児童は  歳から半

日制の幼稚園に通うこともできる。ケベック州の中等教育は、他州の  年と異なり、 年

間あり、それを  つのサイクルに分けている。サイクル  は  年間で、この時期に生徒

は小学校で習得した知識を強化し、将来の進路について考え始める。 年目以降、一

般カリキュラムに選択教科が追加され、生徒はさまざまな教科分野（科学や芸術など）に

触れる機会をもつ。中等教育の  年目の終わりに生徒は中等教育修了証明書（   ）

を授与される。これによりカレッジへ進学することができるが、直接に総合大学進学には

いたらない。ケベック州のカレッジ教育は、      として知られ、非常にユニークであ

る。これには義務教育である初等中等教育と、大学教育の中間レベルとしての性質が

ある。      は約   の公立総合カレッジと職業教育カレッジで構成される。これらす

べての機関で、 年間の大学入学前プログラムと  年間の技術プログラムがあり、修了

すると、                          （   、カレッジ教育修了証書）が授与されるほ

か、短期の技術プログラムでは、                              （   、カレッジ教育

証明）が授与される。大学入学には     が必要である。大学入学前プログラムから大

学、技術プログラムから就職へと進むが、一定の条件下では技術プログラムから大学へ

進学することもできる。      の制度は個別の特別法により規定されている。教師や

生徒、地域社会の代表者で構成される理事会が各機関を管理･運営する   。 
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ケベック州は各教育機関の自治権を拡大する方向で進みつつある。この取り組みに

より運営委員会が新しく設立された。運営委員会は、協力体制のもと、生徒の学問成就

を最終目標とする   名のメンバーで構成されている。運営委員会はその学校における

教育や政策方向性に関連する課題の意思決定権を有する。運営委員会の各メンバー

はある特定のグループを代表している（保護者、教職員、地域社会など）。学校では、同

人数の保護者と教職員が運営委員となり投票権を有する。地域社会代表と生徒代表

（サイクル  または中等教育の最終  学年に在籍する生徒）は運営委員会会議に出席

できるが投票権はない。保護者の  人が学校運営委員会の委員長を務める   。  
 

11.2 ケベック州カリキュラムの構造
 

ケベックの学校には、より民主的で公正な社会の発展に寄与するよう生徒を育成する

義務がある。したがって教育制度には、生徒が一市民として建設的な役割を果たすた

めに必要なツールを習得できるよう、社会に関する基礎知識と価値観を身につけさせる

という大変重要な役割がある。ケベックの教育プログラムは、現代生活のさまざまな側面

に対処する学習分野を幅広く提供している。そこに含まれるこのような多様な学習分野

は、学校での学習内容と毎日の生活につながりを見い出させることと、人生におけるさ

まざまな状況への理解を深め具体的な状況下で取りうる措置を想像する機会を提供す

ることを意図している。多様な学習分野により、生徒は異なった学習分野を関連づけ、

自身の個人的、社会的、文化的環境を批判的に見ることができる。この多様な学習分

野は、言語、数学、科学･テクノロジー、社会科学、芸術、個人発達の つの教科に分か

れた  の学習プログラムで構成される   。

 
ケベック州カリキュラムでは、フランス語能力を主要優先事項の  つとしている。これ

には、フランス語を話す能力だけでなく、書く能力も含んでいる。ケベック州教育･レクリ

エーション･スポーツ省（以下、教育省）は、言語構造に焦点を当てた教育を強調してお

り、文法や構文、分析、綴り、語彙を言語学習の基礎としている。言語教育は通常、中

等教育のサイクル  で始まり、ケベック州全域の青少年をグローバル経済の需要に対

応できるよう育成するための一手段と考えられている   。  
 

11.3 ケベック州カリキュラムの基準
 

ケベック州教育プログラムの特徴は、本質的に、能力を基本としたアプローチを用い、

学習のプロセスに重点を置くことにある。能力という考えは、将来、絶えず変化する環境

に適応できるよう、複雑な技能を学校で習得しておくべきであるという考えを反映してい

る。変化に順応し、新しい学習を体得するのに使用する柔軟な知的ツールの開拓という

意味合いがある。能力を基本としたプログラムの目的は、生徒の習得した知識や技能が

行動や思考に役立つツールとなるようにすることである。単独で適用が可能な「技術」と

は異なり、「能力」はさまざまなリソースを活用し、非常に複雑な状況で使用できる   。 
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11.4 ケベック州における試験および評価
 

    年春、ケベック州教育省（   ）は、各初等中等教育機関に、成功に向けた計

画（以下、成功計画）の立案･実施を要請した。以来、各学校で生徒の達成に関し明確

で測定可能な目標を立て、目標達成の手段を設定した。また、成功計画の成果（量･質

の両方において）の定期的な測定方法も特定した。

成功計画は学校生活の全側面を扱う包括的な計画である。成功計画の立案の責任を

担う運営委員会は、同計画が各学校の現実に適合できるよう、自由裁量の余地を十分

に設けている。したがって成功計画はそれぞれの学校コミュニティの特徴を反映してい

る。

    年  月、ケベック州教育省は初等･中等レベルにおける成功計画の実施状況を

評価した。最初の評価結果はかなり良好であった。学校側の意欲的な参加と成功計画

の質そのものに満足し、教育相は「成功計画は、今日までに取り組んだなかで最も大胆

なイニシアティブの  つで、特に最大数の成功を推進するものである。」と述べた   。 

12 サスカチュワン州 
 

サスカチュワン州は人口   万      人、大草原地帯の州の  つである。人口の大

半が州南部に集中している。最大都市は、都市圏人口が   万      人のサスカトゥ

ーンで、州都レジャイナがそれに続く。サスカチュワン州の経済は農業との関連が深い

が、今日では多様化が進み、農業、林業、漁業、狩猟を併せても州     のわずか

   ％にしかならない。サスカチュワンはまた世界一重要なウラニウム生産地で、欧米諸

国の大部分に供給している。州教育制度は教育庁（                      ）の管

轄で、そのサイトは以下からアクセスできる。
                              

12.1 サスカチュワン州教育制度の役割と構造
 

サスカチュワン州では州教育庁（                      ）が幼稚園から   年生

までの教育制度を管轄する。同庁はその義務として、幼児教育から   年生までの教育

プログラムの指揮･支援を通じ、サスカチュワン州民の社会的、経済的、個人的な福祉

の発展を目指している。教育相を筆頭に、教育庁は学習および自己開発の分野におけ

る青少年のニーズに対応するよう尽力している   。教育相には、初等中等教育機関の

コース設立、教師の資格認定、学校運営･資本的援助、教育政策開発など、数々の責

務がある   。

 
教育庁は、サスカチュワン州教育関連のさまざまな課題においてリーダシップを執る

ほか、教育政策を策定･実施したり、現行の州法規のもと幼児･児童を対象とした幼稚園

から   年生までの質の高い教育制度を保つ責務を担う。同庁が実施する多数の政策

のなかには、教師の資格認定や同州の全学校で使用するカリキュラム、教室における

指導慣行、私立学校規制、州のさまざまな学区にあてた州予算や資本援助の支給･分

配、学区境界の定義などに関連する政策がある。  
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イニシアティブ実施と同時に、同庁はサスカチュワン州の教師、教育委員会、学校関

係者、教育実施者、理事長、教育長を代表する委員会などとの密接な協力体制に努め

ている   。

 
サスカチュワン州には、  の学区内に    を超える地域教育委員会がある   。同州

の教育委員会は、州民により選任され教育の分野で地域社会を代表する理事で構成さ

れる   。州全域で    人を超える理事がいる   。理事は原則的にそれぞれの学区で

幼稚園から   年生までの教育の管理に選出され、地方自治体の主要メンバーとみな

される   。

 
教育相や教育委員会、学校理事の権限は、州の教育法にすべて明示されている。

教育法（    年）では、サスカチュワン州教育制度の構造、実施法、資金調達方法が

定義されている。同教育法条項に従い、教育関連の権限および責務は教育相から

個々の教育委員会へと発せられる   。 

12.2 サスカチュワン州教育カリキュラムの構造
 

サスカチュワンの現行カリキュラムは児童の発達段階に沿った構造になっており、生

徒を多岐にわたる新技能に触れさせる基礎教育の提供を試みている。サスカチュワン

では、児童の発育･発達におけるさまざまな段階を認識し、全学年を大きく  つのレベ

ルに分けている。これら  つのレベルとは、 ）幼稚園、 ）小学校（ 年生から  年生）、

 ）ミドルレベル（ 年生から  年生、以下中学校と称す）、 ）シニアレベル（  年生から

  年生、以下高等学校と称す）である。

 
サスカチュワン州の教育カリキュラムには  つの重要な要素がある。 つは「必須学

習分野」で、もう  つは「共通主要学習」である。必須学習分野は州カリキュラムの枠組

みを定義する骨格で、共通主要学習はカリキュラムを構成するさまざまなコースに織り

込まれた焦点分野である。

 
サスカチュワン州カリキュラムには合計  つの必須学習分野（国語、算数、化学、社

会、保健、芸術、体育）があり、各分野でそれぞれ他とは異なる知識技能が要求される。

このような特定の学習分野における知識の習得は、小学生、中学生、高校生の知能発

達に不可欠であると考えられている。

 
現在、 つの共通主要学習分野（コミュニケーション、計算能力、批判的･創造的思

考、テクノロジー・リテラシー、個人的･社会的価値観、スキル･独習力）があり、州カリキ

ュラム内の全コースに織り込まれている。これらの共通主要学習は、すべての学校教科

を理解するのに必要な知識技能を含み、サスカチュワン州のコア・カリキュラムにおいて

重要な側面である。

  

                                                           
                                
                                
                                                 
                                
                                                 
                                                          



 

        

サスカチュワン州教育庁は、州におけるフランス語教育の管理･運営責任を遂行する

ため、少数公用語事務局（                                 、    ）と呼ばれる

特別事務局を設置している。     はその使命として、フランコフォン（フランス語）プ

ログラム、フランス語イマージョン・プログラム、幼稚園から   年生までのコア・フランス

語プログラムを対象としたフランス語教育サービスを提供する   。

サスカチュワン州の学校におけるフランス語プログラムは、フランス語による効果的なコミ

ュニケーション方法（会話および作文）の指導を通して、生徒にカナダ第  の公用語で

あるフランス語の基本構造と機能に関する知識を習得させることを目的としている。  

サスカチュワンでは「第  言語としてのフランス語」指導は、 つのプログラム（コア・フ

ランス語あるいはフランス語イマージョン）のいずれかで実施する。コア・フランス語は、

フランス語を母語としない生徒を対象としたフランス語の基本構造の指導に重点を置い

たプログラムである。サスカチュワン州でコア・フランス語プログラムを履修する生徒は、

毎日学校で最低   ～  分フランス語を学習しなければならない。  

一方、フランス語イマージョン・プログラムの場合は、授業や生徒とのやりとりを主にフ

ランス語を媒介語として行う。フランス語イマージョンのコア・フランス語との相違点は、

国語（英語）を除くすべての教科の授業がフランス語で行われるという点である。授業も

教室内でのやりとりもフランス語だけで行わなければならないため、フランス語イマージ

ョン・プログラムに在籍している生徒はほとんどの場合  年生終了時までにバイリンガル

となる。コア・フランス語プログラムとフランス語イマージョン・プログラムに共通する主要

目標は、生徒がフランス語やフランス文化、伝統に対し真の認識と理解を深め、前向き

な姿勢を育成することである   。 

教育庁では、フランス語イマージョンの他にも第  言語プログラムを提供している。先

住民は州の最初の住民であり、サスカチュワン州人口のかなりの部分を構成する。サス

カチュワン州教育制度は、先住民の生徒にそのユニークな文化的価値、目標、要望を

真に反映した学習機会を提供すべく、過去   年以上にわたり大きな前進を遂げてきた
   。

 
サスカチュワン州先住民人口の教育に対する要望を州の主流教育制度に組み込む

ために、教育庁は 先住民教育課（                         ）と呼ばれる部門を設

置した。この課の主要目的の  つに、「先住民研究および先住民語のコア・カリキュラム

開発」におけるリーダーシップがある   。先住民教育課は今日までに、現行の州教育カ

リキュラムの一環として先住民研究プログラムの開発･実施でさまざまな成果を収めてい

る。

 

12.3 サスカチュワン州カリキュラムの基準 
 

サスカチュワン州現行カリキュラムの主要目標は、生徒全員がそれぞれの潜在能力

を最大限に伸ばせるようにすることである。学業で成功を収めるには、現在幼稚園から
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  年生までを対象に州全域の学校で実施されている州カリキュラムに定義づけられた

数々の主要目標や価値を、生徒が着実に習得していく必要がある。 

 
学校教育を通して、サスカチュワン州の生徒は読み書きなどの基礎技能を身につけ

ることが期待されている。また、注意深く見たり、聞いたり、読んだりすることを通して情報

を収集する能力、話したり書いたりすることを通して効果的にコミュニケーションを図る能

力、科学や芸術、人文科学で習得したことを応用する問題解決能力などを身につける

ことも期待されている。さらに、基礎技能の習得に加え、自立心や責任感があり、キャリ

ア志向ではっきりとした目標があり、学校や地域社会に積極的に参加し、健康に気遣い、

全面的に善良な市民に成長するよう奨励されている。 
 

12.4 サスカチュワン州における試験および評価 
 

    年以来、サスカチュワン州の学校の生徒は、さまざまな教科分野で州レベル、

全国レベル、国際レベルの学力判定試験に参加している。州の学力判定プログラムを

通じて、サスカチュワン州教育庁は算数、国語、テクノロジー、批判的思考法などの教

科における生徒の到達度を評価してきた。同プログラムではまた、教師や教育指揮者に

生徒の学力向上のための対処法･情報を提供するため、生徒と教師を対象にアンケー

ト調査を実施している   。

 
サスカチュワン州では現在、 年生、 年生、  年生を対象に数学、 年生、 年生、

  年生を対象に読解の州共通学力判定試験を実施している。試験を受験する生徒は、

「最低基準は満足（レベル  から  ）」あるいは「基準以上（レベル  と  ）のいずれかと

評価される   。

 
州学力判定試験に加え、サスカチュワンの学校では、州カリキュラム設定の学習目標

到達度の判定に他の方法も活用する。これら判定法には、書面による課題、発表、ディ

スカッション、作文、問題解決、プロジェクト、宿題、懇談、面談、小テスト、口頭試験、発

言などがある   。

 

13 ユーコン準州
 

ユーコン準州は北方準州の  つでカナダ最北西部に位置する。人口はおよそ  万

     人、州都は人口  万      人のホワイトホースである。以前は最大の雇用業種

は鉱業であった。今日は、政府セクターが群を抜いて同準州の最大雇用主となり、 万

     人の労働人口のうちおよそ      人を直接雇用している。ユーコン準州教育庁

のサイトは以下からアクセスできる。
                                 

13.1 ユーコン準州義務教育制度の役割と構造
 

ユーコン準州には、ローマカトリック系の学校 校を含む  の公立学校があり、これら

すべての学校はユーコン準州教育庁の援助で運営している。各学校（ 校を除く）には

                                                           
                          
                               
                                 



 

        

選任制の学校審議会があるが、その意思決定権はごく限られている。フランコフォン（フ

ランス語）教育委員会は、ユーコン準州唯一の第 言語としてのフランス語学校を管理･

運営する。教育委員会設置に関する条項はユーコン準州教育法に定められている。  

あるユーコン準州先住民族のうち つの種族は自治を行っており、各民族の教育に対

する管轄権を交渉により手に入れ、それを自治協定に明示している。しかし、今日まで

実際にこの管轄権を行使した種族はない。大半の学校には、保護者や地域社会住民

で構成される選任制の学校審議会があり諮問役を務めている。ユーコン準州教育制度

運営資金および資本金は、準州政府の連結収益から拠出される。連邦･準州間の複数

の協定により、教育目的に使用可能な資金の拠出も行われる。また、同準州では学校

教育を目的とした複合税を徴収している。その税収入は連結収益に勘定される   。

 
ユーコン準州では教育庁が学校運営のほとんどの面において責任を負う。教育法

（    年）はユーコン準州教育制度の構造的な枠組みについて示し、ユーコン準州教

育制度下における、先住民の委任代表者を含む運営委員会の設立および運営につい

て規定している。このような運営委員会の大半は諮問機関的な性質をもつが、なかには

準司法的な権力を有し、事実上、教育庁から独立して機能している委員会もある。学校

審議会は教育委員会ほどの権限はなく、その一部の権限のみ有する。教育委員会は

教育庁がもつ管理権限の多くを有する。しかし、他州の教育委員会と異なり、ユーコン

準州の教育委員会には課税権がなく、職員もすべてユーコン準州政府の雇用者である
   。

 
ユーコン準州内のほぼすべての学校に学校審議会があり、会長を含め  名から

名で構成される。学校審議会は、ユーコン準州の学校運営への保護者や一般住民の

参加の重要性を認識した政府の価値観を反映したものである。学校審議会は学校のプ

ログラムから規律方針にいたるまで諸事項に影響力をもつ。問題解決や意思決定の助

力となったり、学校活動や優先事項の青写真である学校計画の検討･承認を行う。また、

各学校における校長の雇用に関与したり、学校予算の使用方法について提言を行った

りする。各地域でのコース開発を提案することもある。その他にも、学年度の長さや教職

員の必要性、学校の改築やプログラム、生徒の通学手段について助言することもある。

学校審議会は、その助言や関与を通じて学校に多大な影響を与える。一方、教育委員

会は学校の運営全体に対する直接の責任を負う。ユーコン準州には現在、同準州の第

 言語としてのフランス語学校を運営する教育委員会が  つある   。 

13.2 ユーコン準州カリキュラムの構造
 

ユーコン準州はカナダ北西部協定（    ）に参加している。同協定はカナダ北西

部におけるカリキュラムの一般的な枠組み策定を支持するもので、この枠組み内で、ブ

リティッシュ・コロンビア州教育プログラムがユーコン準州カリキュラムの基盤となっている。

ユーコン準州カリキュラムは地域特有の必要性や条件を反映するため、状況に応じて

頻繁に変更される。 
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ユーコン準州教育法では、先住民の生徒だけでなく同準州の学校に在籍する全生

徒を対象とした、先住民言語･文化の学習を義務づけている。先住民人口はユーコン準

州全体の   ％を占め、必然的にその割合は教室に反映されている。ユーコン準州学

校教育制度に在籍する先住民生徒の学業達成は、政府の優先事項の  つである。先

住民の生徒を従事させ、先住民文化の価値観と複雑さについて学ばせる学校教育制

度の構築が、学業達成を推進するための最初の重要なステップである。この目的のた

めに、教育庁は常勤相当の先住民語教師を   人ほど雇用している。彼らはユーコン

準州内   校のうち、農村部の学校全校を含む合計   校で指導を行っている。

 
現在、ユーコン準州先住民の教材とリソースを開拓中で、そのなかには  年生の土

地請求単元、ユーコン準州先住民史   教科書、ユーコン準州先住民の文化と言語に

焦点を当てた児童書小冊子シリーズなどがある。教材はすべて        年度に導入さ

れる。先住民文化をカリキュラムに組み込む一手段として、ユーコン準州政府は学校に

資金を提供し、先住民文化プログラムの強化に努めている。先住民文化プログラムには、

バイソン狩りやモカシン作り、ビーズ細工、彫刻などの各種先住民文化活動が含まれる。

教育庁は、ユーコン準州カリキュラムへの先住民文化統合の円滑化を図るため教材や

リソースの開拓を行うほか、ユーコン準州先住民協議会（                       

       ）との提携のもと教育改革を開始した   。 

 
ユーコン準州教育庁はまた、試験的な全日制幼稚園プロジェクトや幼稚園前プログ

ラム、リーディング・リカバリー（読書回復）などの早期介入イニシアティブも支援している。

読書回復は読み書き学習において追加支援を必要とする  年生（ 歳児）を対象にし

た早期介入プログラムである。読書回復は、ユーコン準州教育庁の早期介入イニシアテ

ィブの一部である。読書回復は、通常の教室での指導を補足するもので、担当教師に

は、教室での経験豊かで、教師リーダーのもと  年間のトレーニング・プログラムを修了

した者が選ばれる   。

 
ユーコン準州では、住民とコミュニティが距離を隔てて散在しているため、遠隔学習

化が発展しつつある。    ～  年度から、遠隔学習やホームスクールのコースが  年

生から   年生を対象に無償で始まり、その結果ホームスクールと遠隔学習、つまり通

信教育コースの登録生徒数が劇的に増加した。    ～    年度の、遠隔学習プログ

ラム（またはコース）の登録生徒数は    人であった。これらの生徒は、ブリティッシュ・

コロンビア州教育省が提供する    の通信教育コースにさまざまな学年において在籍

していた。 

 

                                                           
                                                                             年  月   日閲覧。 
                                                                                    年  月   日閲覧。 



 

        

 

付録 6： 各州･準州の略号

 
州/準州 州略号 
アルバータ州 AB 
ブリティッシュ・コロンビア州 BC 
マニトバ州 MB 
ニュー・ブランズウィック州 NB 
ニューファンドランド･ラブラドール州 NL 
ノースウェスト準州 NT 
ノバ・スコシア州 NS 
ヌナブト準州 NU 
オンタリオ州 ON 
プリンス・エドワード島州 PE 
ケベック州 QC 
サスカチュワン州 SK 
ユーコン準州 YT 

 



 

 カナダにおける義務教育制度の概要 

 

 平成１９年 １月 １０日発行 

 編集・発行 (財)自治体国際化協会(CLAIR)

       〒100-0013 東京都千代田区霞が関 3-3-2 新霞が関ビル 19 階

             TEL 03-3591-5482 FAX 03-3591-5346

 

 

クレア刊行物に関する最新情報は、当協会のホームページ(http://www.clair.or.jp)を

ご覧ください。 
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